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第  １  号　議　案

令和２年度

事 業 報 告 承 認 の 件
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令和２年度事業報告

Ⅰ  温暖化防止・地域活性化に貢献する木材利用の推進

平成２７年８月に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための
２０３０アジェンダ」におけるＳＤＧ’s（持続可能な開発目標）やカーボンニュー
トラルの達成が、経済、社会の大きな共通目標となり、国産材の利用に追い風が
吹く中、地球温暖化防止、地方創生、人々の健康的な暮らしに不可欠な木材利用
について、非住宅、中高層建築を含め、街づくりへの利用拡大を目指して積極的
な普及活動等に取り組んだ。

１　ウッドファースト社会実現に向けての運動の展開
（１）　平成２６年１０月に、「伐って、使って、植えて、育てる」森林資源の循環利

用に向けて全国森林組合連合会と共同で行った「ウッドファースト社会の実現に
向けての行動宣言」に引続き、日本林業協会、日本林業経営者協会、全国素材生
産業協同組合連合会、全日本木材市場連盟も加えた６団体で非住宅分野、民間建
築物への木材利用を進めるための法制度の創設などに取り組んできており、平成
３０年１０月の「森林・林業の再生に向けた共同宣言２０１９」において、森林
経営管理法の制定や森林環境税・森林環境譲与税の創設、建築基準法の改正など
の動きを受けて、さらに具体的に民間中高層建築物への木材利用、木材消費地で
ある大都市圏での木材利用促進条例の策定等について取組を強化することとした。

（２）　木材利用が地球温暖化防止、地方創生に果たす役割について、 広く国民に　理
解を求め、木材利用拡大に対する支援の輪を広げるため、農林水産省、国土交通
省をはじめとする関係省庁、地方自治体などに対して、木材利用を優先する社会
実現への取り組みについて働きかけた。

２　消費者、需要者への普及活動　
（１）木材利用拡大の普及活動

ア　 新型コロナウィルス感染症の拡大により、展示会等が中止、延期になる中、
本年度については、ジャパンホームショー（１１月）、建築・建材展（３月）な
どの展示会に参加するとともに、木づかい推進月間での各種シンポジウム、フェ
アなどに参加協力し、合法伐採木材、ＪＡＳ材を含め、幅広い国産材の利用拡
大のための普及活動を実施した。

イ　 全木連ＨＰ等において、木材の特質や住宅・街づくり等における木材利用な
どに関する各種知識・情報の提供、普及啓発に取り組んだ。

ウ　 建築関係団体、消費者・需要者などと幅広く連携を図るとともに、木材 PR
ポスター、リーフレットの作成配布、マスコミへの PR などにより、効果的な木
材利用の普及に努めた。

エ　令和３年３月２３日に、「第１２回新たな木材利用事例発表会」を “ 木の学び

－ 3 －



やと木のまちづくりの動向 ” をテーマに開催し、国産材を利用した学校施設で
の教育効果や木材を活かしたリフォームによるまちづくりのねらいなどを通じ
て国産材利用の可能性について最新情報の提供を行った。

（２）木材利用に関する教育活動等の推進
小・中・高校生の木材利用普及のため、毎年実施している「高校生ものづくり

コンテスト関東大会」、「全国中学生創造ものづくり教育フェア」への資材提
供・協力については、新型コロナウイル感染症拡大により中止となったが、全国
木材青壮年団体連合会主催の「全国児童・生徒木工工作コンクール」への協力、
各種展示会における木製遊具等の展示など、「木育」活動の推進に積極的に取り
組んだ。

３　地球温暖化防止対策としての木材利用
（１）地球温暖化への対応としての木材利用の推進

京都議定書の第一約束期間において、温暖化ガス削減目標達成のために森林吸
収源が重要な役割を果たしてきたことを評価し、２０２０年以降の温室効果ガス
削減のための国際的枠組みである「パリ協定」の中で、木材利用を通じた森林整
備の一層の推進及び伐採木材の二酸化炭素固定に対する評価（ＨＷＰ）が適切に
位置づけられたことに伴い、必要な財源が確保されるよう関係機関等への働きか
けを行った。

（２）違法伐採対策の推進等
ア　林野庁ガイドラインに基づく、合法性等の証明された木材・木材製品の利用

普及のため、認定事業者の拡大に努めた。令和３年３月段階での認定団体、認
定事業体数は、それぞれ 150、12,100 となった。認定事業者の拡大に加えて、
証明された木材・木材製品の信頼性確保のための研修会、セミナーを実施し、
供給体制の整備に努めた。

また、国産材の供給増加、新たな森林経営管理システムの開始に合わせて、
認定団体の事業者認定・フォローアップ、認定事業者が扱う合法木材の証明に
当たって必要な分別管理、書類管理等の手続き、実施体制等の適切な運用につ
いて情報提供を行った。

イ　違法伐採対策に関する輸出国側、輸入国側の動きについて、海外の関係者と
の情報交換を行うとともに、環境ＮＧＯ等との意見交換を実施した。

ウ　平成２８年５月に成立し、平成２９年５月から施行された「合法伐採木材等
の流通及び利用の促進に関する法律（クリーンウッド法）」についての認定団体、
認定事業者等へのセミナー、ワークショップ、研修会等を開催するとともに、
林野庁ガイドラインに基づく認定団体、認定事業者の取組について引続き信頼
性が確保されるよう指導を実施した。

（３）木質バイオマス利用等の促進
化石燃料の削減への貢献や未利用材・林地残材等の有効なカスケード活用推進

のため、木質バイオマスの発電利用については、関係団体と連携し、林野庁の
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「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に即した事業
者認定や適切な供給体制の構築などの推進に取り組んだ。

Ⅱ　住宅、街づくりへの総合的な木材利用の取組

住宅、公共・商工業施設、身の回りの日常用品等への木材・国産材の利用促進
活動を積極的に推進するとともに、これらに関する施策・税制などの充実強化に
取り組んだ。

１　木材利用の提案活動
（１） 令和２年１１月１８日に林野庁幹部との情報交換会を開催し、需要拡大対策、

木材産業振興対策等について意見交換を行った。

２　木造住宅への木材・地域材利用
（１） 地域型住宅グリーン化事業、サステナブル建築物等先導事業、木造住宅施工技

術体制整備事業などの地域材利用の木造住宅づくり対策について、委員会への参
画など積極的な対応を行った。

（２） 平成３０年度の建築基準法の改正に合わせ、中大規模建築物等における内装制
限の見直しなど、非住宅、都市の中での木材利用促進へ向けた建築関係諸制度の
動きに関する情報収集・提供、会議等への参加などの取組を行った。

（３） 令和元年度補正予算「木材製品の消費拡大対策事業」のうち、「ＪＡＳ構造材利
用促進事業」、令和２年度（令和元年度）当初予算「ＪＡＳ構造材活用事業者拡大
事業及びＪＡＳ構造材実証支援事業」、「都市の木造化に向けた木質耐火部材等の
利用促進事業」、「Ａ材丸太を原材料とする構造材等の普及啓発事業」の実施団体
として、各地域の木材関係団体が建築施工事業者等と連携した非住宅分野、ＪＡ
Ｓ材、Ａ材活用等に的を絞った木材需要拡大対策の取組についての支援体制の構
築を行った。

（４） 地域の木材関連事業者や工務店等の連携による地域型住宅グリーン化事業、顔
の見える木材での家づくり事業に関して情報の収集、提供等の活動を行った。

（５） 国産材の利用拡大を図るため、「国産材マーク」、（一社）国産材を活用し日本の
森林を守る運動推進協議会、（一社）木材表示推進協議会、（一社）木になる紙ネッ
トワーク等との連携を強化し、各種活動を展開した。

３　公共建築物・商工業施設への木材利用促進
（１）「森林（もり）を活かす都市（まち）の木造化推進協議会」を設立（令和元年５月）

し、「森林を活かす都市の木造化推進議員連盟」との連携を図り、民間建築物を含
む木材利用促進のための法律の制定に向け、積極的な活動を展開した。

（２） 平成３０年４月１２日に発足した全国２０の政令指定都市の議員等による「政
令指定都市木材利用促進議員連盟」が取組む都市での木材利用拡大の動きに協力
することとし、森林環境授与税の活用や国産材供給の動き、木材利用拡大の鍵と
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なる都市における具体的な木材利用に関する情報の交換等を行った。
（３） 公共建築物等における木材利用の促進に関する法律に基づく市町村方針策定の

増加について各県木連とともに取り組んだ。
（４） 木材利用促進のための都道府県条例の策定に向けた都道府県木連の働きかけに

協力した結果、令和２年度末までに２３県で策定された。
（５） 木材利用推進中央協議会と連携し、建築事例の普及、情報提供等に取り組んだ。

木材利用推進中央協議会主催の木材利用推進全国会議を後援し、中高層ビル等へ
の木材利用促進に関しての最新情報の共有を図った。

Ⅲ　木材産業の成長産業化に向けた産業構造の確立

１　木材産業の経営安定化の取組
（１）経営の安定化対策

木材産業の経営安定・振興のため、融資・保証制度、税制の積極的な活用の
推進と制度充実に取り組んだ。

ア　 設備・運転資金の円滑な確保のための日本政策金融公庫の林業・木材関係資金、
木材産業等高度化推進資金、セ－フティネット保証等中小企業及び農林漁業関
連信用保証制度、地域材利用促進のための緊急利子助成制度などの有効活用と
制度充実を図るため、関係機関との情報交換等を実施した。

イ　 経営革新等中小企業対策、事業再生・ものづくりなどの支援対策の有効活用
のため、関係機関による会議等への積極的な参加を行い、情報収集等に努めた。

ウ　 ３年毎に見直される木材加工業における軽油引取税の免税措置については、
令和２年１２月の税制改正の中で３年間の延長が認められたが、会員の一層の
活用について普及活動を実施した。

（２）雇用対策等
ア　 雇用調整助成金、雇用創出に係る関係事業、企業経営に係る諸制度や環境、

厚生労働等諸制度・施策にかかる普及推進に取り組んだ。
イ　 外国人技能実習生の受け入れを要望する会員等による「外国人技能実習部会」

を創設し、正会員４５社、賛助会員１８社でスタートした。
　また、厚生労働省等による技能実習評価試験実施機関の認定に向けての取組を

進めた。

（３）労働安全対策等
厚生労働省、林業・木材製造業労働災害防止協会との連携を図りながら、木

材・木製品製造業のゼロ災・労働安全の確保活動に積極的に取り組むとともに、
林業退職金制度の重要性にかんがみ、引き続き都道府県木連を通じ加入促進に取
り組んだ。

また、林材業ゼロ災推進中央協議会木材・木製品製造業部会の事務局として、
ブロックゼロ災推進会議に出席し、情報提供を行うとともに、農林水産業・食品
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産業の現場の新たな作業安全対策に関する有識者会議林業・木材産業分科会に委
員を派遣し、作業安全のための規範の策定に協力した。

（４）新型コロナウィルス感染症への対応
令和元年１月に中国で発生し、アジア、米国、欧州で爆発的な感染拡大が起き

ている新型コロナウィルス感染症については、中国等への木材輸出の急減、海外
からの住宅資材の入荷減から住宅の引き渡しの遅れ等の影響が出たことから、
セーフティーネット５号保障への業種追加、農林漁業信用基金の制度適用等につ
いて関係機関に働きかけを行い、それぞれ３月中に適用されることとなった。

また、令和２年度補正予算を活用して、低迷が予想された国産材需要の下支え
となる過剰木材在庫利用緊急支援事業、新型コロナウィルスが最初に発見され経
済活動、貿易が停止した中国向けの輸出用原木等の一時保管を支援する事業を実
施し、地域の林業・木材産業への影響軽減を図った。

２　効率的な加工・流通体制の確立
木材の需要構造の変化に的確に対応できる効率的な加工・流通体制の確立の

促進に取り組んだ。
（１）中小工場の有機的連携と原料転換

中小製材工場等が有機的に連携して品質管理、乾燥材等品質性能の確かな製品
づくり、丸太輸入環境の変化に対応して国産丸太への原料転換などを推進した。

（２）高度な木材加工・流通構造の確立
ア　 地域木材産業の実情を踏まえつつ、機械施設の高度化等による効率的な木材

の加工・流通体制の構築、木材製品の高付加価値化への取組、特に品質の安定
した乾燥材生産・供給の拡大に取り組んだ。

イ　 木材産業関連助成・交付金、林業・木材産業改善資金、日本政策金融公庫の林業・
木材関係資金、木材産業等高度化推進資金、地域材利用促進のための緊急利子
助成制度、素材生産・木材加工等機械施設のリース・利子助成制度などの有効
活用に取り組んだ。

（３）地域材丸太の安定供給・確保体制への取組
ア　 原木の安定供給・確保体制の構築のため、①需給動向に応じて弾力的に供給

できる計画伐採体制、関係者間の広域的な情報交換等、②施業の集約化や路網・
高性能機械の整備による低コスト生産システムの展開や高度技能担い手の確保
の推進、③ストックヤード・輸送の大型化等による流通の効率化・コスト低減
の推進などについて、全素協、全森連、全市連等と連携して推進した。

イ　 素材生産の規模拡大、生産性向上等のために必要な機械施設整備に係る助成・
交付金、リース・融資等制度、さらに運転資金関係制度の有効活用に取り組んだ。 

（４）技術・製品開発への取組
ア　 効率的で原木の大径化にも対応する製材加工システム、一層の効率的な乾燥

技術など木材加工機械等の技術開発促進と産・学・官の連携体制強化を関係機
関等に働きかけた。
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イ　 木造住宅の振興のための工法、性能、維持管理に関する技術開発、消費者・
需要者ニーズに即応した内装材、壁材、リフォーム・耐震改修用部材、木製フェ
ンス等部材・利用技術開発を森林総合研究所等の機関に対して働きかけた。

ウ　 中高層の建築物の木造・木質化促進のため、CLT など部材、工法等の開発な
どを進める機関との情報交換のため各種会議、セミナー等へ積極的に参加し、
情報収集に努めた。

エ　林野庁補助事業を活用し、都道府県公設林試の研究員等による人工乾燥技術
に関する試験調査事業を実施した。

オ　 今後増加する大径木の利用を進めるための技術開発等を支援する、農林水産
技術会議の革新的技術開発・緊急展開事業先導プロジェクト評議委員会に委員
長を派遣し、業界のニーズが研究開発に活かされるよう助言した。

（５）木材貿易・海外との交流
ア　国産材の海外への輸出促進

日本木材輸出振興協会等と連携して、付加価値の高い国産材製品の輸出拡大
に向けての対策を検討するための委員会への参加、林野庁と製品等付加価値の
高い品目の輸出拡大に取組む会員団体の意見交換会に参加した。

イ　木材貿易問題への対応
（ア）関係団体等との連携の下に、平成３０年１２月３０日に発効した環太平

洋１１か国によるＴＰＰ１１、平成３１年２月１日に発行した日欧EPA、令和
元年１月１日に発効した日米貿易協定等、木材貿易を巡る国際情勢が大きく
変化する中、国内対策の充実にむけて要望の取りまとめ、要請活動などの取
組を実施した。

（イ） インドネシア、カナダ、米国の木材関係団体等との我が国の木材需給状
況、違法伐採対策等に関する意見交換等海外木材関係団体との連携を引続き
実施した。

３　東日本大震災、熊本地震の復興・復旧と木材需給安定の取組
木材関連被災事業者の再建・事業振興のための機械施設整備、運転資金確保等

支援対策、原発事故関連の被災事業者の再建、放射能汚染に関連する木材製品、
バーク等の適切な処理対策などに引き続き取り組んだ。

Ⅵ　安全・安心の木材利用・供給の推進

１　品質の確かな木材製品、認証木材等の普及　
非住宅、中高層建築への木材利用を推進する中、品質性能の明確な木材製品

や産地等の証明のある木材・国産材使用への関心の高まりに対応して、JAS製
材品の利用・供給、製材品のホルムアルデヒド放散量等級表示並びに産地認証
材・合法伐採木材の供給体制整備を引き続き促進した。

（１）ＪＡＳ制度、ＪＡＳ木材製品の利用・供給の促進
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一般消費者・需要者、建築関係者並びに木材の加工・流通事業者に対して、全
市連、全買連と共同してJAS製材品普及推進展示会を引続き開催するとともに、林
野庁補助事業も活用しながら、ホームページ、木材利用イベント、マスコミ等を
通じた「信頼できるＪＡＳ製材品」の利用普及と供給促進に取り組んだ。

（２）製材品のホルムアルデヒド放散等級表示の登録制度の適切な実施
シックハウス対策として不可欠な木材製品ホルムアルデヒド放散等級表示につ

いて、JAS制度では基準化されていない木材製品に係る表示登録制度を引続き実施
した。 

（３）合法性証明木材・都道府県産認証材の利用、供給拡大の取組み及びクリーンウッ
ド法への対応
ア　 合法性証明木材の証明チェーンの着実な実行のため、合法木材認定事業体の

拡大と木材取扱い関係事業体の理解促進に努めた。
イ　 都道府県産材認証制度、木材表示制度の一層の充実推進に取り組んだ。
ウ　 クリーンウッド法に関するセミナー、木材関連事業者の登録に関する中央協

議会の開催、都道府県単位での協議会開催の支援を行うとともに相談会等を開
催し、川下の住宅産業事業者も含めた木材関連事業者の理解を深めるとともに、
合法伐採木材の適切な確認のための取組についてのアンケート調査、情報提供
を実施した。

２　木材の健康・安全対策
（１）木材の健康性能の普及

ア　 木材が含んでいるテルペン類等の健康面への効用など、木材が優れた資材で
あることの普及に引続き取り組んだ。

イ　 アセトアルデヒドや T － VOC の規制等の動きについては木材利用促進に支
障がないよう引続き適切な対応に努めた。

Ⅴ　組織活動の活性化等

１　全国木材産業振興大会の開催
第５５回全国木材産業振興大会については、１１月１２日に鹿児島県において

九州支部、鹿児島県木連等の協力の下に開催することとしていたが、新型コロナ
ウィルス感染症の感染拡大により、人との接触機会の減少等の対策が要請される
中、開催を見送ることとした。

２　各種委員会活動
（１）制度・施策の提言等

令和２年８月５日に総務委員会を開催（書面）し、令和２年度の表彰者の選考
並びに第５５回全国木材産業振興大会を令和３年１０月１４日に札幌市で開催す
ることについて決定した。 
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（２）関係団体との連携強化
木材利用推進、木材産業振興のため、森林・林業・木材産業、建築、中小企

業・消費者の関係団体等との連携強化のため、木材サミット、JAPIC、住木セン
ター、木材総合情報センター、木材加工技術協会、木活協、SGEC、建築学会、土
木学会などの理事等を務めるほか、これらの団体主催の会議・勉強会に積極的に
参加した。

（３）活動の活性化のための広報活動、施策情報提供等の取り組み
ア 　一般消費者・建築関係者などに木材・木材利用に関する様々な情報を提供す

るため、全木連ホームページの拡充改善に取り組んだ。
イ　全木連時報を通じて、会員間の各種情報の共有化に努めた。

（４）各種委員会の開催
令和２年３月に木材ＰＲ委員会を書面で開催し、令和２年度における木材利用

普及事業の取組方向、木材ＰＲポスターの企画方針等について決定した。

３　都道府県木連、支部、関係団体等の会議、諸活動への参加
都道府県木（協）連総会、支部会議、ブロックにおける行政との連絡会議等に

参加するとともに、関係団体の事業活動への参加・協力に積極的に取り組んだ。

４　事務局事務の効率化の取組
インターネットバンキングの効率的・効果的な運用、各種補助事業の執行に向

けた職員の適正配置、WEB会議システムの導入など、事務の効率化に引続き努めた。
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（参考）令和２年度全木連主要行事一覧表

月 日 主　要　行　事
5 13 全木連・全木政連・木退共通常総会（書面）　全木協連通常総会（永田町ビル）

14 全木検　理事会・社員総会（書面）
6 30 第４８回　JAS 展実行委員会（書面）

※ ＪＡＳ構造材・過剰木材在庫利用等説明会（22: 石川県、23：広島県、24：宮城県、29：徳島県、 
30：大阪府、愛知県）

7 26 木材利用中央推進協議会理事会（書面）
30 木材利用中央推進協議会通常総会（書面）
※ ＪＡＳ構造材・過剰木材在庫利用等説明会（3: 福岡県、6：北海道、7,8：鳥取県（倉吉市、

米子市）、9：東京都、10：神奈川県、14：佐賀県、15：群馬県、福岡県、20,21：高知県（安
芸市、高知市）、22：長野県、岩手県）

8 4 ＪＡＳ製材品普及推進審査会　東京都　東京中央木材市場㈱
5 ＪＡＳ製材品普及推進展示会　東京都　東京中央木材市場㈱

17 全木連総務委員会・全木協連表彰選考委員合同委員会（書面）
28 ＣＷ法事業運営委員会第 1 回（商工会館）
※ ＣＷ地方協議会（25: 栃木県）

9 2 ＪＡＳ製材品普及推進審査会　（岡山県　㈱津山綜合木材市場）
3 ＪＡＳ製材品普及推進展示会  （岡山県　㈱津山綜合木材市場）

14 外国人技能実習部会役員会（書面）
17 ＪＡＳ製材品普及推進審査会　（愛知県　㈱東海木材相互市場　大口市場）
18 ＪＡＳ製材品普及推進展示会　（愛知県　㈱東海木材相互市場　大口市場）
30 第１回合法伐採木材利用促進全国会議（日比谷国際ビル）

10 7 ＪＡＳ製材品普及推進審査会　（埼玉県　丸宇木材市売㈱北浜市場）
8 ＪＡＳ製材品普及推進展示会　（埼玉県　丸宇木材市売㈱北浜市場）

15 全木連中国支部会議（島根県）
30 木材利用推進「全国会議」（木材会館）
※ ＣＷ法登録推進セミナー・相談会　（20: 全市連）

11 11～13 ジャパンホームショー２０２０　（東京ビックサイト）
18 全木連・全木協連・木退共正副会長会議、臨時総会、理事会（木材会館）
27 ＪＡＳ製材品普及推進審査会　（佐賀県　（株）伊万里木材市場）
28 ＪＡＳ製材品普及推進展示会　（佐賀県　（株）伊万里木材市場）
※ ＣＷ法登録推進セミナー・相談会（5,6：長野県、12：滋賀県、17：全買連、19：兵庫県、

25,27：群馬県）
※ ＣＷ地方協議会（26: 石川、30：三重県）
※ ＣＷ普及啓発セミナー（26：石川県）

12 14 ＣＷ法事業運営委員会　第２回（商工会館）
30 全木連理事会、全木協連理事会、木退共理事会、全木政連常任委員会（書面）
※ ＣＷ法登録推進セミナー・相談会　（3：愛知県、11：ツーバイフォーランバー JAS 協、21：

青森県、25：高知県）
※ ＣＷ地方協議会（2: 福井県、9：熊本県、21：京都府）
※ ＣＷ普及啓発セミナー（1: 京都府、2：福井県、9：熊本県、17：栃木県）
※ ＣＷ地方協議会（5：山梨県）
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1 ※ ＣＷ地方協議会（13：岐阜県）
※ ＣＷ普及啓発セミナー（13：岐阜県）

2 16 第２回合法伐採木材利用促進全国協議会（書面）
※ ＣＷ法登録推進相談会・セミナー（17：岩手県、19：日合連）
※ ＣＷ地方協議会（5：富山県、12：千葉県）
※ ＣＷ普及啓発セミナー（5：富山県、12：千葉県）

3 4 ＣＷ法事業運営委員会　第３回（永田町ビル）
9～12 建築建材展２０２１（東京ビックサイト）

23 第１２回「新たな木材利用事例発表会」（木材会館・WEB 中継）
30 全木連理事会、全木協連理事会、木退共理事会、全木政連常任委員会（書面）
※ ＣＷ地方協議会（5：山梨県）
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事業報告参考資料

資料１　令和２年度補正予算及び令和３年度当初予算
　　　　（木材産業・住宅関係）

資料２　令和３年度の税制改正事項

資料３　活動関連資料

 １．森林（もり）を活かす都市（まち）の木造化推進協議会の活動 

 ２．国産材を活用し日本の森林を守る運動推進協議会の活動　　　　

 ３．第１２回「新たな木材利用事例発表会」の概要　　

 ４．令和２年度木材利用推進「全国会議」の概要　　　　

 ５．合法木材等供給の現状とクリーンウッド法　　　

 ６．公共建築物等木材利用促進法に基づく市町村方針の策定状況　　

 ７． 木材利用促進条例の策定状況　　　

 ８． 都道府県、市町村における地域材利用住宅への支援制度の概要

 ９． 第４８回（令和２年度）ＪＡＳ製材品普及推進展示会の審査・展示年月日

　　  及び会場、受賞者一覧

10． 令和２年度末　製材等ＪＡＳ認定工場一覧表　　　

11． 木材産業関係基本データの推移
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資料 1
木材産業関係令和２年度補正予算及び令和３年度当初予算

（木材産業・住宅関係）
≪林野庁予算≫
令和２年度補正予算、令和３年度当初予算

＜令和 2 年度補正予算＞
〇合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策＜一部公共＞
https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/201215.html

合板・製材・集成材国際競争⼒強化・輸出促進対策＜⼀部公共＞
【令和２年度第３次補正予算額 36,265,200千円】

＜対策のポイント＞
⽊材製品の国際競争⼒の強化、新たな農林⽔産物の輸出⽬標の達成に向けて、加⼯施設の⼤規模化・⾼効率化、他品⽬への転換や⽊材製品の⾼付
加価値化等を⽀援するとともに、路網の整備・機能強化、⾼性能林業機械の導⼊、間伐材⽣産等を⽀援します。さらに、⾮住宅分野等における⽊材製品の
消費拡⼤や新技術の実証とともに、輸出先国のニーズに対応した性能検査・実証、販売⼒強化を担う経営者層の育成などを⽀援します。
＜政策⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（30百万㎥［平成29年］→40百万㎥［令和７年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．⽊材産業国際競争⼒強化対策 14,701,000千円
①⽊材産業の輸出促進・体質強化対策
合板・製材・集成材⼯場等が⾏う輸出拡⼤に資する⾼付加価値化、⼤規模化・⾼
効率化（省⼈化・省⼒化等コロナ対策に資する施設導⼊を含む）、他品⽬転換等を
⽀援します。
②原⽊の低コスト供給対策
⼤径材を含む原⽊を低コストで安定的に供給するため、路網の整備・機能強化、⾼
性能林業機械の導⼊や間伐材⽣産等を⽀援します。

２．森林整備事業＜公共＞ 15,800,000千円
幹線となる林道の整備と搬出間伐等を実施し、原⽊を低コストで安定的に供給します。

３．⽊材製品等の輸出⽀援対策 等 870,000千円
輸出拡⼤にも資する販売⼒強化に向けた⼈材育成や労働安全衛⽣対策の強化の取
組を⽀援します。また、輸出先国のニーズ・規格等に対応した製品開発や性能検査・実
証、輸出先国への重点プロモーション活動、きのこ等の⽣産施設整備等を⽀援します。
このほか、輸出する⽊材の合法性確認システム構築のための調査等を実施します。
４．⽊材製品の消費拡⼤対策 等 4,894,200千円
⾮住宅分野等の外構部も含めた⽊造化・⽊質化等を推進します。伐採・造林作業の
⾃動化・遠隔操作技術の導⼊・実証、⽊質燃料の品質向上に資する施設整備等を⽀
援します。

［お問い合わせ先］林野庁計画課（03-6744-2300）

＜事業の流れ＞
都道府県 ⽊材関連業者等

定額（1/2以内等） 定額（1/2以内等）

※ 国有林においては、直轄で実施
補助⼜は委託

⺠間団体等 （３、４の事業の⼀部）

国 ⺠間団体等 ⺠間団体等 （３、４の事業の⼀部）
定額（1/2以内等） 定額（1/2以内等）

１､２､３、４の
事業の⼀部

• JAS構造材の普及・実証
• CLT建築等の実証や
⽊質建築部材の技術
開発等

•外構部への⽊材の
実証的利⽤の推進

•伐採・造林作業の⾃動化・遠隔操作技術
等の導⼊・実証
•⾰新的な森林づくりに向けた異分野技術導
⼊の促進・実証
•⽊質バイオマス燃料品質向上施設の整備等

路網整備

森林整備事業（公共）
•林業⽣産基盤整備道等の整備
•搬出間伐等の実施

間伐材⽣産
⾼性能林業機械導⼊

林業⽣産基盤整備道
の整備

•⼤規模・⾼効率化や低コスト化、⼤径材
活⽤に向けた⽊材加⼯流通施設の整備

•⼯場間連携や他品⽬への転換
•輸出に資する⾼度加⼯処理施設の整備

⽊材産業の輸出促進・体質強化対策

⽊材加⼯流通施設整備
製材⼯場等

再編

原⽊の低コスト供給対策
•路網の整備・機能強化、⾼性能林業機械導⼊、

間伐材⽣産等

•輸出先国のニーズや規格
基準に対応した技術開発
や性能検査・実証

•輸出先国への重点プロモ
ーション活動等

•輸出拡⼤に資するきのこ等
の⽣産施設整備

•輸出する⽊材の合法性確認
システム構築のための調査等

⽊材製品等の輸出⽀援対策 等

⾮住宅建築物等
の⽊造化

⽊材製品の消費拡⼤対策 等

•輸出拡⼤に資する販売⼒強化等の経営者層の育成、労働安全衛⽣対策の強化

原⽊の安定供給に
寄与

有機的
に連携

体質強化計画

⽊材製品等の輸出⽀援対策 等（林業経営体・林業労働⼒強化対策）

川上との安定供給に係る協定締結等に取り組む⼯場等に対して重点的に⽀援

輸出先国の規格
基準に対応した
性能検査

（３、４の事業の⼀部事業費を含む）
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林業成⻑産業化総合対策 【令和３年度予算概算決定額 12,312,885（12,868,444）千円】
（関連予算）【令和３年度予算概算決定額 104,097千円】
（令和２年度第３次補正予算額 36,765,208千円の内数）

＜対策のポイント＞
意欲と能⼒のある林業経営者の育成や経営の集積・集約化を進めるため、路網の整備・機能強化、間伐、⽊材加⼯流通施設の整備、スマート林業・新素
材開発等の「林業イノベーション」の推進、都市の⽊造化の促進、⽊質建築資材の利⽤環境整備等、川上から川下までの取組を総合的に⽀援します。

＜政策⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（30百万m3 ［平成30年］→ 40百万m3 ［令和７年まで］）

＜事業の全体像＞

林業・⽊材産業⾦融対策

林業・⽊材産業成⻑産業化促進対策

・利⼦助成や債務保証、低利融資などの実施により、意欲と能⼒のある経営者等が⾏う設備投資等に対する⽀援を充実

・路網の整備・機能強化 ・⾼性能林業機械の導⼊ 意欲と能⼒のある経営者との連携を前提に⾏う⽊材加
⼯流通施設、⽊造公共建築物、⽊質バイオマス利⽤促
進施設、特⽤林産振興施設の整備

新技術を活⽤した「林業イノベーション」の推進
林業イノベーション推進総合対策

産学官のプラットフォームを設⽴し、各事業の助⾔や技術
開発の⽅向性の提⾔等、PDCAプロセスを⽀援

・都市の⽊造化の促進
・CLT・LVL等の建築物への利⽤環境整備
・需給情報の共有、マッチングの取組の推進

⽊材の需要拡⼤・流通改⾰

⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策⽊材産業・⽊造建築活性化対策

・ICT等を活⽤したスマート林業の推進
・国有林での森林資源データの整備や情報通信基盤整備等の実証 等

・レーザ計測等による情報のデジタル化
・早⽣樹⺟樹林の保全・整備
・低コスト造林技術の活⽤推進 等

・間伐材⽣産 ・マーケティング⼒の強化 等

林業機械の⾃動化、⽊質系新素材等の
戦略的案件の開発・実証

・公共建築物等の⽊造化・⽊質化
・⽊質バイオマスの持続的利⽤のための体制づくり
・⺠間企業ネットワークの構築 等

⽊材産業等競争⼒強化対策持続的林業確⽴対策

⽊材の需要拡⼤・創出、流通改⾰

林業イノベーションハブ構築事業
普及に向けた環境整備戦略的技術開発・実証

開発技術の実装

地域の活性化に取り組むモデル的な地域を優先的に⽀援
林業成⻑産業化地域創出モデル事業

現場技能者キャリアアップ・林業労働安全対策
⼈材の育成・林業労働安全の推進

・現場管理責任者等の育成
・森林施業プランナーや森林経営プランナーの育成
・専⾨家による安全診断、最新装置を⽤いた安全研修等
の実施 等

川上から川下まで連携した取組を総合的に⽀援

※ このほか、令和２年度補正予算「林業経営体能⼒向上⽀援事業」において造林等の原⽊⽣産を伴わない森林整備を⽀援。

※ このほか、「官⺠⼀体となった海外での販売⼒の強化」において⽊材製品の輸出拡⼤を⽀援、令和２年度補正予算「合
板・製材・集成材国際競争⼒強化・輸出促進対策」において流通⽊材の合法性確認システム構築に向けた調査等を実施。

※ このほか、令和２年度補正予算「合板・製材・集成材国際競
争⼒強化・輸出促進対策」において伐採・造林作業の⾃動化・
遠隔操作技術の導⼊・実証等を⽀援。

林業成⻑産業化総合対策のうち
林業・⽊材産業成⻑産業化促進対策 【令和３年度予算概算決定額 8,185,373（8,603,809）千円】

（令和２年度第３次補正予算額 500,008千円）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．持続的林業確⽴対策

意欲と能⼒のある林業経営者を育成し、持続的な林業経営を確⽴するため、出
荷ロットの⼤規模化等によるマーケティング⼒の強化、路網の整備・機能強化、⾼
性能林業機械等の導⼊、間伐材⽣産、主伐時の全⽊集材と再造林の⼀貫作業、
コンテナ苗⽣産施設の整備、森林境界の明確化、⾃伐林家等への⽀援等を推進
します。
２．⽊材産業等競争⼒強化対策

⽊材産業等の競争⼒強化を図るため、意欲と能⼒のある林業経営者との連携を
前提に⾏う⽊材加⼯流通施設、⽊造公共建築物、⽊質バイオマス利⽤促進施設、
特⽤林産振興施設の整備を⽀援します。
３．林業成⻑産業化地域創出モデル事業

森林資源の利活⽤により地域の活性化に取り組むモデル的な地域を優先的に⽀
援し、優良事例の横展開等を図ります。

［お問い合わせ先］林野庁計画課 （03-6744-2300）

連携
川 中

製材業者、
合板業者等

連携
川 下
⽊材

需要者

川 上
森林組合、素材⽣産業者、⾃伐林家等

意欲と能⼒のある林業経営者

川上から川下までの連携により⽊材の安定供給や流通コストの削減を図り、
⽣産流通構造改⾰を推進

持続的林業確⽴対策 ⽊材産業等競争⼒強化対策

林業成⻑産業化地域創出モデル事業

路網の整備・機能強化
⾼性能林業機械導⼊（購⼊、リース）
搬出間伐の推進
資源⾼度利⽤型施業

・主伐時の全⽊集材、それと⼀貫して⾏う再造林の実施
コンテナ苗⽣産施設や幼苗⽣産⾼度化施設等の整備

・幼苗⽣産段階における種⼦選別機や環境制御室等の導⼊等
マーケティング⼒ある林業担い⼿の育成
森林整備地域活動⽀援対策等

・施業の集約化に向けた境界の明確化
・⼭村地域活性化の担い⼿となる⾃伐林家等への⽀援

林業成⻑産業化地域保全対策事業
・⼭村地域の防災・減災対策
・森林資源保全対策
（⿃獣害、病害⾍対策等）

⽊材加⼯流通施設等の整備
・需要者ニーズに対応した⽊材製品の安定的・効率的
な供給体制を構築（労働環境の向上に資する施設の
導⼊⽀援を含む）

⽊造公共建築物等の整備
・CLTの活⽤など⽊材利⽤のモデル性が⾼い施設の⽊
造化・⽊質化を重点的に⽀援

⽊質バイオマス利⽤促進施設の整備
・地域連携の下で熱利⽤⼜は熱電併給に取り組む
「地域内エコシステム」を重点的に⽀援

特⽤林産振興施設の整備
・地域経済で重要な役割を果たすきのこのほだ場など
特⽤林産物の⽣産基盤等の整備を⽀援

事業構想（都道府県が作成する５年間の取組⽅針）

＜対策のポイント＞
意欲と能⼒のある林業経営者を育成し、⽊材⽣産を通じた持続的な林業経営を確⽴するため、主伐と再造林を⼀貫して⾏う施業、路網の整備・機能
強化、⾼性能林業機械の導⼊、⽊材加⼯流通施設や⽊造公共建築物の整備等、川上から川下までの取組を総合的に推進します。
＜政策⽬標＞
○ 国産材の供給・利⽤量の増加（30百万m3［平成30年］ → 40百万m3 ［令和７年まで］）
○ 間伐材⽣産に係る経費の低下（平成30年度⽐１割［令和７年度まで］）
○ ⾼性能林業機械を整備した事業体の労働⽣産性の向上（整備前から２割［令和９年度まで］）
○ ⽊材加⼯流通施設の原⽊処理量の増加（整備前から２割［令和９年度まで］）
○ 公共建築物における⽊材利⽤の増加（累積15,000m3［令和４年度まで］）
○ ⽊質バイオマス利⽤促進施設における⽊材利⽤の増加（55万m3／年 ［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
⺠間団体等

都道府県 林業経営体等
定額（1/2、1/3以内等）等

委託

（１、２、３の事業）

（３の事業の⼀部）

定額（1/2、1/3以内等）等

※ 国有林においては、直轄で実施

※このほか、令和２年度補正予算「林業経営体能⼒向上⽀援対策」において造林等の
原⽊⽣産を伴わない森林整備を⽀援。
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林業成⻑産業化総合対策のうち
⽊材産業・⽊造建築活性化対策（拡充） 【令和３年度予算概算決定額1,250,559（1,310,000）千円】

（令和２年度第３次補正予算額 36,265,200千円の内数）
＜対策のポイント＞

都市部における⽊材需要の拡⼤に向け、⽊質建築資材の利⽤の実証への⽀援や⼤径材の需要拡⼤に向けた技術開発等への⽀援、 CLT・LVL等の建築
物への利⽤環境整備への⽀援を⾏います。あわせて、需給情報の共有やマッチングの取組を推進し、効率的なサプライチェーンを構築します。

＜政策⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（30百万m3 ［平成30年］→ 40百万m3 ［令和７年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．都市の⽊造化促進総合対策事業 330,000（300,000）千円

都市部における⽊質建築資材（JAS構造材、⽊質耐⽕部材、内装材等）の利⽤実証を、
⼭元還元を促進する優先枠（SCM推進フォーラム等）を設けて⽀援します。

⼤径原⽊や⽻柄材・内装材等の利⽤拡⼤等に向けた取組を⽀援します。
また、川上から川下までの事業者が連携した顔の⾒える⽊材を使⽤した構造材、家具・建具

等の普及啓発等の取組を⽀援します。
２．CLT・LVL等の建築物への利⽤環境整備事業 721,273（661,273）千円

CLTを⽤いた先駆的な建築物の設計・建築や街づくり等の実証、建築物へのCLT・LVL等
の利⽤促進や設計の容易化、設計者・施⼯者の育成等の普及・拡⼤を⽀援します。
⽊質建築資材の低コスト化・検証を⽀援するとともに、品質を保証するための仕組みの開

発等を実施します。
３．⽣産流通構造改⾰促進事業 199,286（201,060）千円

SCM推進フォーラムの設置・運営による川上から川下までのマッチングや、⽊材需給情報を
収集・分析し発信する取組等を⽀援します。あわせて、中⾼層建築物における⽊材の利⽤環
境整備、製材品等の流通実態の調査を実施します。また、⽊材加⼯設備等導⼊の利⼦助
成・リース、森林認証材の普及啓発等の取組を⽀援します。

※ このほか、令和２年度補正予算「合板・製材・集成材国際競争⼒強化・輸出促進対策」に
おいて⽊材製品の消費拡⼤対策等を実施。

＜事業の流れ＞

国 ⺠間団体等
⺠間団体等

⺠間団体等

委託

定額

定額

事業費の定額、2/3、1/2、3/10、1/10

［お問い合わせ先］林野庁⽊材産業課（03-3502-8062）
国

⺠間団体等

SCM推進フォーラムの設置・運営

部材のデータ収集⽊質建築資材の開発

都市の⽊造化に向けた取組 顔の⾒える⽊材を使⽤した構造材・家具等の普及啓発

ＣＬＴ

LVL被覆
1時間耐火柱

需給情報の収集・分析

CLTを活⽤した街作りの実証

需給情報DB

各地区における情報活⽤⽀援

SCM推進フォーラム



－ 18 －

＜令和 3 年度当初予算＞
〇林業成長産業化総合対策、〇林業・木材産業成長産業化促進対策、〇木材産業・木造建築活性化対策、〇木
材需要の創出・輸出力強化対策、〇林業・木材産業金融対策
https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/yosankesan/201221.html
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≪国土交通省予算≫
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〇住宅・建築物における「新たな日常」への対応と省エネ化・長寿命化の推進　10 ｐ
〇地域の良質な木造住宅・建築物の生産体制の強化等　19 ｐ
〇地域型住宅グリーン化事業　40 ｐ
https://www.mlit.go.jp/common/001379414.pdf

•
•
•
•
•
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資料 2
令和３年度 林野庁税制改正事項

 

   

 

 

 

［延長事項］ 

○ 軽油引取税の課税免除の特例措置（林業、木材加工業、木材市場業、堆肥製造

業）について、木材加工業のうち、木材注薬業を適用対象から除外した上、その

適用期限を３年延長する。（軽油引取税） 

 

○ 農業信用基金協会等が受ける抵当権の設定登記等に対する税率の軽減措置

（0.4％→0.15％）の適用期限を２年延長する。（登録免許税） 

 

○ 農業協同組合等が農業近代化資金等の貸付けを受けて取得した農林漁業経営の

近代化又は合理化のための共同利用施設に係る課税標準の特例措置（取得価格の

うち貸付金相当分を控除、上限1/2）の適用期限を２年延長する。（不動産取得

税） 

 

○ 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却（30％）又は税額控除

（７％）［中小企業投資促進税制］について、対象事業の追加等の見直しを行っ

た上、その適用期限を２年延長する。（所得税・法人税） 

 

○ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の即時償却又は税額控除

（10％、資本金３千万円超の法人は７％）［中小企業経営強化税制］について、

関係法令の改正を前提に、特定経営力向上設備等の対象に経営資源集約化後の生

産性向上に必要不可欠な設備を加えた上、その適用期限を２年延長する。（所得

税・法人税） 

 

［税制改正見直し事項（廃止等）］ 

○ 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却（30％）又は税額

控除（７％）［商業・サービス業・農林水産業活性化税制］は、適用期限の到来

をもって廃止する。（所得税・法人税） 

 

令和３年度 林野庁税制改正事項 
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令和 3 年度国土交通省税制改正事項（住宅局関係）

〇令和 3 年度国土交通省税制改正事項（住宅局関係）
https://www.mlit.go.jp/common/001379414.pdf



資料３ 

活動関連資料 

１．森林（もり）を活かす都市（まち）の木造化推進協議会の活動 

我が国の森林資源は利用期に達しており、森林の健全性の維持及び地球温暖化防止、
地方創生、国土強靭化等の観点から、その活用は国家的な課題となっている。 
そのような中、自由民主党の国会議員による「森林を活かす都市の木造化推進議員連

盟（会長：吉野正芳衆議院議員）」が令和元年 4 月に結成され、これまで木材があまり
使われてこなかった都市の木造・木質化への取組が加速化された。 
森林・林業・木材産業界、建設業界等においても同様の趣旨から、令和元年 5 月に

「森林を活かす都市の木造化推進協議会（前田直登：(一社)日本林業協会会長）」を設
立し、「議員連盟」と連携し都市の木造化の実現に取り組んでいる。 
会員は、団体、企業、地方公共団体、学識経験者など 138 名となっている。（令和３

年 3 月末現在） 
令和 2 年度の活動実績は以下のとおりである。 
 

（１）令和２年度における活動報告 
ア 木材利用促進に関する要請活動 

   「森林（もり）を活かす都市（まち）の木造化推進議員連盟」と連携を図り、下記の
ような活動を行った。 

①  議員連盟に対する協議会からの要望書提出（令和 2 年 6 月 24 日） 
衆議院第１議員会館多目的ホールで開催された議員連盟総会（令和２年度第 1 回）に 

おいて、協議会から「木材利用促進のための法律の拡充に関する要望書」を提出し、公
共建築物等木材利用促進法を改正し、木材利用促進のための対象を民間建築物まで拡
充すること等を要望した。議連からは、法律の抜本的改正に取り組むとの発言があった。  

②  議員連盟との意見交換（法律制定に向けた団体ヒアリングの実施） 
・議員連盟令和 2 年度第 2 回総会 第 1 回ヒアリング（令和 2 年 9 月 3 日） 

 （一社）日本木造耐火建築協会 安達広幸理事及び本会の鈴木和雄会長が要望等を行い、
鈴木会長からは、以下の 3 点について要望した。 

 〇 木材利用の促進への国民的理解を一層加速化するため、「公共建築物木材利用促進
法」の対象を公共建築物から民間の建築物へ広げるようその改正を検討すること 

〇 また、都市部や外構等新たな需要の拡大を可能とするため、技術や部材の開発・実
用化に対する助成・支援制度の拡充を検討すること 
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○ ＳＤＧｓ等の目標を踏まえた木材利用の意義等について、広く国民の理解と支援
を求め、「ウッドファースト社会の実現」を目指した国民的運動の展開に向けた体制
づくりを行うこと 

・議員連盟令和 2 年度第 3 回総会 第 2 回ヒアリング（令和 2 年 10 月 1 日） 
全国森林組合連合会 村松二郎代表理事会長、（一社）日本建設業連合会（竹中工務店
小林道和木造・木質建築推進本部長）、（一社）日本建築構造技術者協会（㈱山田憲明構
造設計事務所 山田憲明代表取締役） 

・議員連盟令和 2 年度第４回総会 第３回ヒアリング（令和 2 年 10 月 15 日） 
 （一社）日本木造住宅産業協会 越海興一専務理事、（公社）経済同友会 有田礼二地
方創生委員会副委員長（東京海上日動火災保険㈱常勤顧問） 

イ 議員連盟の現地調査に同行 
・ 髙惣木工ビル構造見学会（令和 2 年 10 月 23 日） 

仙台駅東口に建設中の純木造 7 階建てビル（施工：㈱シェルター）で、一般流通材を
束ねた柱や梁を採用している。延べ床面積は、1,131 ㎡、使用材積は 450 ㎥で１㎡当
たりの木材使用は 0.4 ㎥、一般住宅の 2 倍の木材使用量。 
＜出席者＞ 
国会議員：中谷元顧問（衆）、櫻田義孝顧問（衆）、吉野正芳会長（衆）、谷公一副会長
（衆）、金子恭之幹事長（衆）、伊藤信太郎衆議院議員、平口洋幹事（衆）、小島敏文事
務局長（衆）、鈴木憲和事務局次長（衆）、滝波宏文事務局次長（参）、高野光二郎幹事
（参） 
林野庁：前島林政部長、眞城木材産業課長 国土交通省：石坂住宅生産課長 

・ 髙惣木工ビル完成見学会（令和３年３月 22 日） 
無垢材使用に対する一般見学者の反響が大きかったこと、建築コストはＲＣ造と遜色
ないこと、軽いため地盤工（杭打ち）が不要であったが、震度６の地震の影響はなか
ったとの説明があった。 
＜出席者＞ 
国会議員：塩谷立議連顧問・農林・食料戦略調査会長（衆）、宮下一郎議連幹事・農林
部会長（衆）、吉野正芳議連会長、金子恭之議連幹事長（衆）、八木哲也議連幹事、伊
藤信太郎衆議院議員、土井亨衆議院議員 
林野庁：前島林政部長、眞城木材産業課長 国土交通省：建築指導課建築物防災対策
室長 
なお、森山裕議連顧問・国対委員長（衆）、盛山正仁議連幹事（衆）、伊藤忠彦前国

交部会長（衆）、秋葉賢也衆議院議員も別途視察に訪れている。 
 
（２）広報 
① リーフレットの増刷、配布 

   各種会議、戸別訪問、来会者対応等において配布するとともに、会議等の協賛・後援
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団体としてアピールすることにより協議会活動のＰＲ及び入会促進に努めた。 
②  カレンダーの配布 

 木材利用優良施設コンクールの受賞施設（内閣総理大臣賞、農林水産大臣賞、国土交
通大臣賞、環境大臣賞、林野庁長官賞、木材利用推進中央協議会長賞、審査委員会特別
賞）を掲載したカレンダー（2021 版）を作成。国会議員、協議会会員、関係団体、来
会者等に配布し、木造施設のＰＲ及び入会促進に努めた。  
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2. 国産材を活⽤し⽇本の森林を守る運動推進協議会の活動 

 (1) ⽇本の森林を守るため共に⾏動する企業認定証授与式の開催 
 ⽇本の森林の再⽣を実現するためには、川上・川下⼀体となった⽊材利⽤拡⼤に向け 
た取組みが不可⽋との観点から、６年前に、川上の全国森林組合連合会と川下の全国⽊ 
材組合連合会とが初めての共同宣⾔を⾏い、「ウッドファースト社会」の実現に向けた
取組みをスタートさせた。 
 その流れを森林・林業・⽊材産業界全体に広げ、２年前には６つの企業において、国 
産材を活⽤して⽇本の森林を守る運動に協⼒する旨の宣⾔が⾏われた。 

その後、宣⾔企業が増え、⼀昨年度で１７社になったが、その後、宣⾔企業の斡旋や 
勧誘を含むＰＲ活動が⼗分に⾏われないまま推移して来た。 
 昨年半ば頃、この活動に興味を持つ「⾵⼟社（住宅関連季刊誌発⾏）」から問合せが 
あり、数回にわたって活動内容等についての情報交換等を⾏った結果、当該活動への参 
加が決定された。 

⾵⼟社のメンバーの中の「チルチンびと地域⼯務店の会」及び「エアパスグループ」 
の５２社は、これまで国産材主体の家づくりを率先して⾏ってきた優良な⼯務店ばか 
り。しかしながら、国 
産材の良さ、しっかりとした技術で建てられた国産材住宅の良さが中々消費者に浸透 
していかない、素晴らしいメリットがたくさんあるにも拘らず、その発進⼒が上⼿く消 
費者に伝わっていかない、採⽤している国産材を⽣産している地域や⽣産者との連携・ 
結び付きが弱いなどの限界を感じたため、川上や川下の業界と結びつくことで新た 
な信⽤⼒の獲得や情報発信⼒の強化を図る⽬的で⼊会を決定した。 

 
(2)  以上の経過を経て、５２社が宣⾔企業にになった。今後、共に⾏動する仲間として、 

国産材のさらなる利⽤促進のため、⼀体となって取り組んでいくとともに、宣⾔企業と 
して具体的なメリットが⽣まれるよう関係団体として全⼒で⽀援していく。 

  
(3) 昨年 12 ⽉ 3 ⽇午後、52 社に対する認定証の  

授与式を開催。前⽥会⻑から、当⽇出席された 
7 社に認定証が授与された。今後、更なる国産 
材の利⽤促進に向け⼿を携えて取り組んでい 
くことで⼀致した。 
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３３．．  第第１１２２回回「「新新たたなな木木材材利利用用事事例例発発表表会会」」のの概概要要  

 

  第 12 回「新たな木材利用事例発表会」は、令和３年３月２３日（火）13:30～16:40 において、（一社）全

国木材組合連合会の会議室からの WEB 中継方式で開催した。 

  木材関係業界のほか、建築・設計、土木、家具・建具、行政・地方公共団体等、１００名を超える視聴者

が参加した。  

１１  開開催催日日等等  

日 時   ：令和３年３月２３日（火） １３時３０分 ～１５時４０分 

場 所   ：中継/全国木材組合連合会（東京都千代田区永田町 2-4-3 永田町ビル） 

主 催   ：一般社団法人 全国木材組合連合会、木材利用推進中央協議会 

後 援   ：林野庁、国土交通省、（公財）日本住宅・木材技術センター、 

（一財）日本木材総合情報センター 

定 員   ：１５０名（一般消費者、建築・設計・木材関係者等） 

    

２２  事事例例発発表表    

第第１１部部  「「江江東東区区がが進進めめるる校校舎舎のの木木造造・・木木質質化化とと教教育育効効果果ににつついいてて」」  

  ～～江江東東区区立立有有明明西西学学園園のの事事例例をを通通ししてて～～      

【【講講  師師】】 東東京京都都江江東東区区教教育育委委員員会会  教教育育長長        本本多多  健健一一朗朗((ほほんんだだ  けけんんいいちちろろうう))氏氏  

        同同  学学校校施施設設課課  整整備備担担当当課課長長    太太田田  邦邦彦彦((おおおおたた  くくににひひここ))氏氏 

【概 要】  平成 30 年度に創設された内閣総理大臣賞の第 1 号受賞作品である「有明西学園」につい

て、施設整備に当たられた太田課長から、校舎の木造・木質化に関する区の方針や木造・木質

化に係る技術・工法などについて詳細に解説いただくとともに、初代校長を務められ、現在は区

の教育を統括されている本多教育長から、校舎への木材利用の効果などについて、学園で学び

生活している児童・生徒の様子も交えながら、子供たちが「（木造の）校舎を好きに」なり、校歌に

「木の香り」という歌詞があるなど、嬉しいエピソードが紹介された。 

 本多教育長の、『校舎はただの学びの場ではなく、子供たちの学びや成長に大きな影響を与

える大切な環境である。』との言葉が”木の魅力”を端的に表わしている。また、「木造校舎で「ち

からいっぱい（校訓）」過ごしている子どもたちの笑顔の素晴らしさや、「木は建てた時よりも（時間

が経つほど）美しくなるんだよ。」と教えられるのは木造校舎だからこそ、とのコメントが印象的だっ

た。 

  

 第第２２部部  「「木木材材をを使使っったた街街づづくくりりののねねららいいととそそのの評評価価」」  

  ～～東東京京都都谷谷根根千千((ややねねせせんん))地地域域のの事事例例～～ 

【【講講  師師】】 株株式式会会社社  HHAAGGII  SSTTUUDDIIOO  代代表表取取締締役役  宮宮崎崎  晃晃吉吉((みみややざざきき  みみつつよよしし))氏氏 

【概 要】  地球環境問題に対して建築や街づくりの立場から何ができるかを発端にして、東京下町の谷 

中地区での中古住宅や空き家を木材を使ってリノベーションする活動を紹介いただいた。１０年

住んでみて気付いた、『街の魅力、良さをきちんと伝えたい。』との思いから、地区全体を「HOTE

Ｌ」と捉えて、銭湯や食堂、レンタサイクル店、パン屋、宿泊所などをリノベーションで次々に整備

された。その際ポイントになったのが古い木造家屋での木の使い方、継手や仕口の面白さを改

めて実感されたとのことで、一方、東京都が新宿に開設された「ＭＯＣＴＯＩＮ」での”カーボンスト

ックファニチャー”の取組みを通じて、地域産の一般流通材の利用促進や木材自体の加工を控

えることで再利用しやすくする技術・工法の普及の重要性を訴えられた。 
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４４．．  令令和和２２年年度度木木材材利利用用推推進進「「全全国国会会議議」」のの概概要要 

 

 令和２年度木材利用推進「全国会議」―木の街づくりの推進に向けてーを、令和２年１０月３０日（金）、

江東区新木場の木材会館７階ホールにおいて、木材関係業界のほか、建築・設計、住宅産業関連等幅広 

い業種の方々を含め、オンラインと会場あわせて１3０名の参加者を得て開催した。 

・ 開催月日 令和 2 年 10 月 30 日（金） 15：00～17：00 

・ 開催場所 木材会館 7 階ホール（新木場） 

・ 主催    木材利用推進中央協議会 

1 主催者挨拶 木材利用推進中央協議会会長   鈴木 和雄 

2 審査講評   審査委員長               三井所 清典氏 

3 祝辞      農林水産大臣（林野庁長官代読） 本郷 浩二氏 

4 賞状授与 

 【内閣総理大臣賞】白鷹町まちづくり複合施設（山形県西置賜郡白鷹町） 

 【農林水産大臣賞】mother’s＋（マザーズプラス）（北海道白老郡白老町） 

 【国土交通大臣賞】魚津市立星の杜小学校（富山県魚津市） 

 【環境大臣賞】有明体操競技場（東京都江東区）  

 【林野庁長官賞（３点）】 

• morinos（森林総合教育センター）（岐阜県美濃市） 

• 日光市本庁舎（栃木県日光市） 

• WITH HARAJUKU（東京都渋谷区） 

 【木材利用推進中央協議会会長賞（４点）】 

• FLATS WOODS 木場（東京都江東区） 

• 長門市本庁舎（山口県長門市） 

• 天草市複合施設「ここらす」 （熊本県天草市） 

• THE THOUSAND KYOTO KOMOREBIDO (京都府京都市） 

 【審査委員会特別賞（２点）】 

• Hokkaido CLT Pavilion（北海道旭川市） 

• 高知学園大学（高知県高知市） 

5 受賞お礼 受賞者代表              白鷹町 佐藤 誠七町長 

6 記念講演  

（１）「木の温もりがある校舎が好き!!黄柳川小学校の今」  

  講師：黄柳川小学校（愛知県  新城市）教頭  桑野  立吾氏  

  ・  平成 26 年度の当該コンクールで最高賞（当時）の農林水産大臣賞を受賞された、愛知  

県新城（しんしろ）市立・黄柳川（つげがわ）小学校の木造校舎について、生徒さんや先生  

方の日々の様子と木材のもたらす教育効果についてご紹介いただいた。「日本一の木の校  

舎で学べることを誇りに思い、感謝しています。木の香り、木目の味わい、木組みの美しさな 

ど、木材の利用は地域の元気の源になると確信しています。」と締めくくられた。 

（２）「森の中の医療施設に変身中の『新柏クリニック』」  

  講師：医療法人社団中郷会新柏クリニック（千葉県  柏市）総師長代理  与謝野  孝子氏  

・  新柏クリニックは、平成 28 年に建築された透析治療専門のクリニックで、医療施設として 

は国内屈指の大型耐火木造建築物。クリニックの目標は、「人にやさしく、環境にやさしい、 

ぬくもりのあるクリニック」。建築後 4 年目を迎えた木造クリニックは患者さんや看護師さんの 

評判も高く、利用希望や働きたいという方も多く、木の魅力の素晴らししさ、注目度の高さを 

実感しています。」と締めくくられた。 

 

   ～～～～～～～～～～～  推進活動宣言  ～～～～～～～～～～～        
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５５．．合合法法木木材材供供給給のの現現状状ととククリリーーンンウウッッドド法法  

１ 合法木材供給の現状 

 林野庁が平成 18 年に作成した、「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証

明のためのガイドライン」（以下「ガイドライン」）に基づく合法証明木材供給

体制の整備については、令和 3 年 3 月 31 日時点で認定団体が 149、認定事業者

数が約 12,100 事業者となっている。また、ガイドラインに基づいた合法証明木

材の供給実績の推移は下記の通りである。 

 

図 認定事業者による合法性が証明された木材・木材製品の割合の推移 

注１ 全木連の要請に基づいて実績報告を提出した 125 認定団体、9,529 事業体の集計値 

注２ （注国内）＝国内における流通加工業に係るもので一部輸入材も含む 

 

ガイドラインの適切な運用については、引き続き周知徹底を図り、合法木材

供給制度の信頼性を確保していく必要がある。平成 28 年に成立したクリーンウ

ッド法（後述）においても、その基本方針の中で合法性の確認にあたってガイ

ドラインに基づいた証明が「活用できる」とされている。そのため、当会でも

クリーンウッド法のセミナー等の機会にあらためて周知に努めている。 
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２ クリーンウッド法の現状 

2.1 法律の概要 

「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称：クリーンウッ

ド法）」が平成 29 年 5 月 20 日に施行され、令和 3年 5月で 4年になる。 

この法律では、木材、木材製品を利用する立場の「事業者」の責務として、「木

材等を利用するに当たっては、合法伐採木材等を利用するよう努めなければな

らない。」（第 5 条）とされ、①グリーン購入法では公的な機関への使用にとど

まっていた合法木材の利用を民間企業にも広げたこと、②「木材関連事業者」

の範囲を建築、家具、紙等の事業者にまで広げたこと、③合法性の判断の基準

を国が示し、すべての「木材関連事業者」は、これに基づき取扱う木材、木材

製品の合法性の「確認」を行うこと、④登録実施機関による木材関連事業者の

登録制度ができたこと、の４つがポイントとなる。すべての木材関連事業者は、

取り扱う木材・木材製品の合法性を確認することが求められている。 

 

2.2 木材関連事業者の登録の動き 

この法律で新たに創設された木材関連事業者の登録制度については、現在 6

つの登録実施機関が登録業務を実施しており、登録木材関連事業者数は、令和 3

年 4 月末現在で 530 あまり（全ての登録実施機関の登録事業者の合計）となっ

ている。林野庁は、国有林材のシステム販売の公募において登録木材関連事業

者へのポイント加点、木材利用拡大のための各種補助事業において事業実施者

が登録木材関連事業者である場合の優遇措置など、クリーンウッド法に基づく

合法伐採木材の普及に努めており、今までガイドラインに基づく合法木材供給

の活動に参加していなかった建築・建設関係の木材関連事業者の登録が増加し

ている。 

 

2.3 クリーンウッド法の円滑な運用に向けて 

これから、建築・建設関連業者の登録事業者が増加していくに従い、木材業

界の顧客でもある建築・建設関連事業者からのクリーンウッド法に基づいた合

法伐採木材の需要、未登録事業者への登録の要望が増えることが予想される。 

また、業界の自主的な取組として進めてきたガイドラインに基づく合法木材

証明書は、クリーンウッド法でも合法伐採木材であることの確認の際に活用で

きるとされていることからも、認定団体から認定を受けた事業者はガイドライ

ンに基づいた取り組みを適切かつ確実に実行し証明書を発行することが求めら

れている。 
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市町村数
作成済
市町村

市町村数
作成済
市町村

★ 北海道 179            179            ★ 滋賀 19             19             

★ 青森 40             40             ★ 京都 26             26             

★ 岩手 33             33             大阪 43             31             

宮城 35             34             ★ 兵庫 41             41             

★ 秋田 25             25             ★ 奈良 39             39             

★ 山形 35             35             ★ 和歌山 30             30             

福島 59             54             ★ 鳥取 19             19             

★ 茨城 44             44             ★ 島根 19             19             

★ 栃木 25             25             ★ 岡山 27             27             

群馬 35             34             ★ 広島 23             23             

★ 埼玉 63             63             ★ 山口 19             19             

千葉 54             45             ★ 徳島 24             24             

東京 62             22             ★ 香川 17             17             

神奈川 33             17             ★ 愛媛 20             20             

★ 新潟 30             30             ★ 高知 34             34             

★ 富山 15             15             ★ 福岡 60             60             

★ 石川 19             19             ★ 佐賀 20             20             

★ 福井 17             17             ★ 長崎 21             21             

★ 山梨 27             27             ★ 熊本 45             45             

★ 長野 77             77             ★ 大分 18             18             

★ 岐阜 42             42             ★ 宮崎 26             26             

★ 静岡 35             35             ★ 鹿児島 43             43             

★ 愛知 54             54             沖縄 41             2               

★ 三重 29             29             計 1,741         1,618         

６．　公共建築物等木材利用促進法に基づく市町村方針の策定状況

注：★印の都道府県は、全市町村策定済み（36道府県）

資料：林野庁ホームページ資料より作成。

（ http://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/koukyou/index.html ）

令和３年２月２８日現在
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７７．． 木木材材利利用用促促進進条条例例のの策策定定状状況況（これまで成立した条例の名称、公布月日） 

 

①徳島県県産材利用促進条例（H24.12.21）、②茨城県県産材利用促進条例（H26.3.26）、 

③秋田県木材利用促進条例（H28.3.15）、④富山県県産材利用促進条例（H28.9.30）、⑤山

形県の豊かな森林資源を活用した地域活性化条例（H28.12.27）、⑥岡山県県産材利用促進

条例（H29.3.21）、⑦高知県県産木材の供給及び利用の促進に関する条例（H29.3.24）、⑧

兵庫県県産木材の利用促進に関する条例（H29.6.12）、⑨みんなでつかおう「ふくいの木」

促進条例（H29.7.14）、⑩栃木県県産木材利用促進条例（H29.10.18）、⑪香川県県産木材の

供給及び利用の促進に関する条例（H29.12.14）、⑫森林資源の循環利用の促進に関するか

ごしま県民条例（H29.12.26）、⑬みやぎ森と緑の県民条例（H30.3.23）、⑭石川県県産材利

用促進条例（H30.6.25）、⑮広島県県産木材利用促進条例（H30.10.2）、⑯林業県ぐんま県

産木材利用促進条例（H30.12.17）、⑰愛媛県木材の供給及び利用の促進に関する条例

（H30.12.17）、⑱新潟県県産木材の供給及び利用の促進に関する条例（H30.12.27）、⑲岩

手県県産木材等利用促進条例（H31.3.26）、⑳山梨県県産木材利用促進条例（H31.3.29）、 

㉑奈良県県産材の安定供給及び利用の促進に関する条例（R2.3.30）、㉒宮崎県木材利用促進

条例（R3.3.17）、㉓三重の木づかい条例（R3.3.24） 

＊京都府が検討中 

 

③③

⑪⑪ ㉑㉑㉓㉓

㉒㉒

**

⑭⑭

⑨⑨

④④

⑱⑱

⑯⑯
⑩⑩

⑬⑬
⑤⑤

⑲⑲

⑳⑳

②②

⑧⑧
⑮⑮

⑥⑥

⑰⑰
⑦⑦

①①

⑫⑫
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の
使

用
量

に
応

じ
て
１
戸
に
つ
き

1
0
万
円
、

3
0
万
円
、

5
0
万
円
を
助
成

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

1
2

・
岐

阜
県

産
材

を
一

定
量

以
上

使
用

し
て
住

宅
を
新

築
・
改

修
し
た
施

主
に
対

し
て
、
最

大
3
2
万

円
/
棟

を
助

成
・
産

直
住

宅
団

体
が

建
築

主
に
対

し
て

1
0
.5
万

円
相

当
の

大
黒

柱
の

贈
呈

等
を
行

う
経

費
の

一
部

（
県

1
/
3
）
を
助

成
・
岐

阜
県

産
材

を
一

定
量

以
上

使
用

し
、
フ
ラ
ッ
ト
３
５
ま
た
は

性
能

評
価

住
宅

を
対

し
て
、
利

子
補

給
(当

初
5
年

間
、

1
.0

%
程

度
)す

る

静
岡

1
し
ず
お
か

優
良

木
材

等
を

5
0
％
以
上
使
用
し
て
木
造
住
宅
を
取
得
す
る
施
主
、
も
し
く
は
、
仕
上
材
に
し
ず

お
か

優
良

木
材

等
を
使

用
し
て
リ
フ
ォ
ー
ム
す
る
施
主
に
対
し
、
使
用
量
に
応
じ
て

3
万
円
か
ら

3
0
万
円
を
助

成

愛
知

1
建

築
士

が
、
あ
い
ち
認

証
材
を
活
用
し
た
新
た
な
用
途
を
提
案
し
、
住
宅
等
建
築
物
の
設
計
・
施
工
に
利
用

し
た
場

合
に
利

用
量

に
応
じ
て
技
術
料
を
支
援

三
重

1
主

要
な
構

造
材

等
に
「
三

重
の
木
」
「
あ
か
ね
材
」
を
６
０
％
以
上
、
ま
た
は
１
２
㎥
以
上
使
用
し
て
建
て
る
木

造
住

宅
に
対

す
る
低

利
融

資

都
道
府
県
名

低
利

融
資

利
子

補
給

経
費

の
一

部
助

成
地

域
材

の
無

償
提

供
地

域
材

活
用

促
進

支
援

低
利

融
資

、
利

子
補

給
、
経

費
の

一
部

助
成

及
び
地

域
材

の
無

償
提

供
の

主
な
内

容

滋
賀

1
新

設
：
県

産
木

材
の

利
用

量
に
応

じ
て
助

成
（
３
０
万

円
／

戸
、
４
０
万

円
／

戸
）
、
木

質
化

改
修

：
県

産
木

材
の

利
用

量
に
応

じ
て
助

成
（
@
３
千

円
／

m
2
、
上

限
2
0
万

円
）

京
都

1
1

【
補

助
】
京

都
府

産
認

証
木

材
を
使

用
し
た
建

築
物

を
新

築
・
増

改
築

し
た
緑

の
工

務
店

等
に
対

し
、
最

大
4
0
万

円
（
多

子
世

帯
用

の
住

宅
建

設
の

場
合

、
最

大
6
0
万

円
）
を
助

成
【
融

資
】
融

資
額

は
7
0
0
万

円
以

内
（
地

域
優

良
木

造
住

宅
）
、

9
0
0
万

円
以

内
（
府

内
産

木
材

使
用

住
宅

）

大
阪

兵
庫

1
1

【
低
利
融
資
】
県
産
木
材
を

5
0%
以
上
使
用
し
た
木
造
住
宅
の
新
築
・
増
改
築
、
ま
た
は
県
産
木
材
の
内
装
材
を

3
0m

2
以
上
使
用
す
る
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
に
対
す

る
低
利
融
資

【
経
費
の
一
部
助
成
】工

務
店
に
よ
る
兵
庫
県
産
木
材
の
魅
力
を
見
せ
る
木
造
住
宅
（県

産
木
材
を

5
0％

以
上
利
用
し
、
県
産
木
材
の
構
造
材
や
内
装
材
を
見

せ
て
い
る
）
の
設
計
を
支
援
（１

件
あ
た
り

3
0万

円
）

奈
良

1
「
奈

良
県

地
域

認
証

材
」
又

は
「
奈

良
県

産
材

」
を
一

定
量

（
構

造
材

5
㎥

、
内

装
材

2
0
㎡

）
以

上
使

用
し
た
住

宅
の

新
築

･増
改

築
･リ

フ
ォ
ー
ム
を
行

っ
た
場

合
に
助

成
（
5
万

～
2
5
万

円
）

和
歌
山

1
【
新

築
・
増

築
・
改

築
】
乾

燥
紀

州
材

の
使

用
量

に
応

じ
て
助

成
（
上

限
2
0
万

円
／

戸
）
（
5
～

1
0
m

3
未

満
（
6
万

円
）
、

1
0
～

1
5
m

3
未

満
（
1
3
万

円
）
、

1
5
m

3
以

上
（
2
0
万

円
）
）
、
【
新

築
・
リ
フ
ォ
ー
ム
の

内
外

装
支

援
】
乾

燥
紀

州
材

を
2
0
m

2
以

上
使

用
し
た
場

合
に

助
成

（
定

額
5
万

円
／

戸
）

鳥
取

1
新

築
：
県

産
材

1
0
m

3
以

上
使

用
す
る
木

造
住

宅
を
建

設
す
る
場

合
、
定

額
1
5
万

円
支

援
他

（
上

限
1
5
0
万

円
）

改
修

：
県

産
材

を
一

定
量

以
上

使
用

し
た
場

合
1
ｍ

3
に
つ
き

2
万

円
支

援
、
内

外
装

材
１
ｍ

2
に
つ
き
２
千

円
支

援
他

（
上

限
5
0
万

円
）

島
根

2

木
造

住
宅

建
築

グ
ル

ー
プ
に
、
木

造
住

宅
の

普
及

・
P

R
経

費
と
し
て
、

1
戸

に
つ
き

1
5
万

円
又

は
3
0
万

円
を
助

成
。
構

造
材

に
県

産
材

を
5
0
％

以
上

使
用

し
、
住

宅
を
新

築
・
購

入
し
た
場

合
2
万

円
/
m

3
を
助

成
（
上

限
3
0
万

円
）
、
最

大
2
0
万

円
ま
で
加

算
あ
り
。

岡
山

1

①
新

築
(県

産
乾

燥
材

使
用

)：
8
m

3
以

上
使

用
し
て
住

宅
を
新

築
す
る
場

合
、
定

額
2
0
万

円
助

成
②

新
築

(県
産

森
林

認
証

材
使

用
)：

4
ｍ

3
以

上
使

用
し
て
住

宅
を
新

築
す
る
場

合
、

1
m

3
に
つ
き

3
万

円
助

成
（
上

限
2
4
万

円
）

③
改

修
(県

産
森

林
認

証
材

使
用

)：
2
ｍ

3
以

上
使

用
し
て
、
平

成
3
0
年

7
月

豪
雨

等
に
よ
り
被

災
し
た
住

宅
を
改

修
す
る
場

合
、

1
m

3
に
つ
き

3
万

円
助

成
（
上

限
2
4
万

円
）

広
島

1
県

産
材

を
主

要
構

造
部

材
に
使

用
し
て
建

築
物

を
建

築
す
る
建

築
会

社
等

に
対

し
助

成
（
助

成
金

額
の

上
限

無
し
）

山
口

1
優

良
県

産
木

材
等

を
一

定
量

使
用

し
た
場

合
、
１
戸

に
つ
き

2
5
万

円
の

助
成

徳
島

1
住

宅
等

を
新

築
し
た
り
リ
フ
ォ
ー
ム
す
る
際

に
、
徳

島
県

木
材

認
証

制
度

に
よ
る
産

地
認

証
を
受

け
た
木

材
を
、
一

定
割

合
以

上
使

用
す
る
こ
と
を
条

件
に
、
施

主
に
住

宅
資

金
を
貸

し
出

す
、
県

と
特

定
金

融
機

関
に
よ
る
協

調
融

資
制

度

香
川

1
県

産
ヒ
ノ
キ
材

の
利

用
量

に
応

じ
て
助

成
（
構

造
材

等
1
万

円
/
㎥

、
内

装
材

3
千

円
/
㎡

、
内

装
材

を
除

き
1
5
㎥

を
超

え
る
と

4
万

円
/
㎥

を
特

別
加

算
、
上

限
5
0
万

円
/
軒

）

愛
媛

1
1

3

○
主

要
部

材
の

3
0
%
以

上
に
地

域
材

を
使

用
し
た
住

宅
を
建

設
・
購

入
す
る
者

に
対

し
、
指

定
金

融
機

関
の

融
資

資
金

の
金

利
優

遇
を
行

う
（
金

利
優

遇
の

内
容

は
金

融
機

関
に
よ
り
そ
れ

ぞ
れ

異
な
る
）

○
主

要
部

材
の

5
0
%
以

上
に
地

域
材

を
使

用
し
た
住

宅
を
建

設
・
購

入
し
、
指

定
金

融
機

関
か

ら
融

資
を
受

け
る
場

合
、
最

長
5

年
間

利
子

補
給

（
上

限
８
０
０
万

円
）

○
住

宅
等

を
新

築
す
る
施

主
に
対

し
、
一

戸
あ
た
り

1
4
7
,0

0
0
円

を
助

成
○

リ
フ
ォ
ー
ム
を
行

う
施

主
に
対

し
、
県

産
材

製
品

の
利

用
に
つ
い
て

1
件

あ
た
り

1
0
0
～

1
4
0
千

円
を
助

成
○

外
構

施
設

の
設

置
を
行

う
施

主
に
対

し
、
県

産
材

製
品

の
利

用
に
つ
い
て

1
件

あ
た
り

1
0
0
～

1
4
0
千

円
を
助

成

高
知

1
基

準
に
適

合
す
る
県

内
の

木
造

住
宅

を
対

象
に
、

1
戸

に
つ
き

8
0
万

円
を
上

限
に
助

成

福
岡

1
1

使
用

す
る
木

材
の

う
ち

7
0
％

以
上

を
県

内
加

工
材

と
す
る
こ
と
な
ど
の

基
準

を
満

た
し
た
木

造
住

宅
を
新

築
又

は
購

入
す
る
方

に
対

し
、
助

成
金

を
交

付
（
県

産
材

の
使

用
量

に
応

じ
て
上

乗
せ

が
あ
り
）

佐
賀

1
佐

賀
県

産
木

材
地

産
地

消
の

応
援

団
（
大

工
・
工

務
店

）
が

取
り
扱

う
木

造
住

宅
で
新

築
す
る
場

合
に
経

費
の

一
部

を
助

成
（
新

築
：
3
0
万

円
/
棟

（
定

額
）
）

長
崎

熊
本

1
県

木
連

に
よ
る
県

産
材

無
償

提
供

事
業

（
木

造
住

宅
新

築
・
増

改
築

）
へ

の
補

助

大
分

宮
崎

1
み

や
ざ
き
ス
ギ
を
活

用
し
た
住

宅
を
普

及
さ
せ

る
た
め
の

P
R
活

動
に
要

す
る
経

費
の

一
部

を
助

成
(産

直
団

体
、
工

務
店

等
を
対

象
）

鹿
児
島

沖
縄

事
業
数

6
4

3
7

1
4

都
道
府
県
数

6
4

2
8

1
3

－ 35 －



市
町
村
に
お
け
る
木
造
住
宅
建
設
促

進
に
係

る
助

成
制

度
（
令

和
２
年

度
）

注
１
：
林

野
庁

業
務

資
料

注
２
：
新

規
募

集
を
終

了
し
た
制
度
に
つ
い
て
は

掲
上
し
て
い
な
い
。

令
和
２
年
８
月
現
在

都
道

府
県

名
経

費
の

一
部

助
成

地
域

材
の

無
償

提
供

利
子
補
給

合
計

市
町
村
数

（
Ｈ

3
1
）

実
施
市
町
村

三
重

6
6

5
7

松
阪
市
、
尾
鷲
市
、
紀
北
町
、
紀
宝
町
、
熊
野
市

滋
賀

4
4

4
4

高
島
市
、
多
賀
町
、
甲
賀
市
、
長
浜
市

京
都

2
2

2
2

京
都
市
、
綾
部
市

大
阪

1
1

1
1

和
泉
市

兵
庫

6
6

4
3

宍
粟
市
、
丹
波
市
、
丹
波
篠
山
市
、
神
河
町

奈
良

4
4

4
7

桜
井
市
、
宇
陀
市
、
下
市
町
、
川
上
村

和
歌
山

6
6

6
5

新
宮
市
、
日
高
川
町
、
那
智
勝
浦
町
、
古
座
川
町
、
串
本
町
、
北
山
村

鳥
取

4
4

4
4

智
頭
町
、
若
桜
町
、
南
部
町
、
日
南
町

島
根

1
0

1
0

8
8

松
江
市
、
出
雲
市
、
雲
南
市
、
大
田
市
、
浜
田
市
、
津
和
野
町
、
吉
賀
町
、
隠
岐
の
島
町

岡
山

3
3

2
1
1

津
山
市
、
久
米
南
町

広
島

2
2

4
3

3
庄
原
市
、
神
石
高
原
町
、
安
芸
太
田
町

山
口

2
2

2
2

岩
国
市
、
萩
市

徳
島

7
1

8
8

8
美
馬
市
、
三
好
市
、
東
み
よ
し
町
、
那
賀
町
、
海
陽
町
、
阿
波
市
、
吉
野
川
市
、
神
山
町

香
川

1
1

1
1

ま
ん
の
う
町

愛
媛

1
2

1
2

1
2

1
2

西
条
市
、
伊
予
市
、
久
万
高
原
町
、
内
子
町
、
大
洲
市
、
西
予
市
、
伊
方
町
、
八
幡
浜
市
、
宇
和
島
市
、
鬼
北
町
、
松
野

町
、
愛
南
町

高
知

9
9

8
8

四
万
十
市
、
梼
原
町
、
仁
淀
川
町
、
四
万
十
町
、
津
野
町
、
土
佐
清
水
市
、
香
美
市
、
土
佐
町

福
岡

4
4

4
4

う
き
は
市
、
添
田
町
、
八
女
市
、
豊
前
市

佐
賀

長
崎

熊
本

1
0

1
0

1
0

1
0

美
里
町
、
小
国
町
、
八
代
市
、
水
俣
市
、
芦
北
町
、
人
吉
市
、
多
良
木
町
、
山
江
村
、
湯
前
町
、
天
草
市

大
分

3
3

3
3

大
分
市
、
中
津
市
、
日
田
市

宮
崎

1
1

1
1

1
1

1
1

日
南
市
、
高
千
穂
町
、
美
郷
町
、
椎
葉
村
、
五
ヶ
瀬
町
、
日
之
影
町
、
諸
塚
村
、
西
都
市
、
高
原
町
、
宮
崎
市
、
川
南
町

鹿
児
島

4
4

4
5

さ
つ
ま
町
、
出
水
市
、
南
種
子
町

､屋
久
島
町

沖
縄

事
業
数

2
1
4

5
2

2
2
1

2
0
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審 査 月 日 出　品 出品量

展 示 月 日 工場数 （ｍ
３
）

　８月　４日(火)

　８月　５日(水)

　９月　２日(水)

　９月　３日(木)

　９月１７日(木）

　９月１８日(金)

１０月　７日(水）

１０月　８日(木）

１１月２７日(金)

１１月２８日(土)

計 ５会場 71 608

（株）東海木材相互市場 大口市
場

17 161

株式会社　伊万里木材市場 24 275

丸宇木材市売（株）北浜市場 9 53

９．第４８回（令和２年度）JAS製材品普及推進展示会の審査・展示会年月日
　　及び会場等一覧

東京中央木材市場株式会社 13 69

株式会社 津山綜合木材市場 8 50

審査・展示会場

第４８回（令和２年度）JAS製材品普及推進展示会　受賞者一覧表

賞 県名 会社名 賞 県名 会社名

農林水産大臣 秋田県 株式会社 沓澤製材所　製材工場 全木連会長 和歌山県 株式会社かつら木材商店　製材工場

農林水産大臣 岡山県 山下木材株式会社　製材工場 全木連会長 岐阜県 飛騨高山森林組合　新宮工場

農林水産大臣 岐阜県 東濃ひのき製品流通協同組合　第二工場 全木連会長 埼玉県 金子製材株式会社　製材工場

農林水産大臣 鹿児島県
株式会社　さつまファインウッド
かごしま材ＪＡＳ製品流通加工センター

全木連会長 宮崎県 木脇産業株式会社　加工センター

全木連会長 福岡県 有限会社東部産業　本社工場

食料産業局長 岡山県 牧野木材工業株式会社　本社工場 全木連会長 宮崎県 株式会社　北條　製材工場

食料産業局長 岡山県 院庄林業株式会社　久米工場 全木連会長 岡山県 鳥越工業株式会社　本社工場

食料産業局長 岐阜県 有限会社倉地製材所　製材工場

食料産業局長 三重県 株式会社オオコーチ　勢和工場 全市連会長 岐阜県 東白川製材協同組合　製材工場

食料産業局長 岩手県 有限会社マルヒ製材　製材工場 全市連会長 宮崎県 宮内林業株式会社　 製材工場

食料産業局長 愛媛県 八幡浜官材協同組合　製材工場 全市連会長 大分県 株式会社ヤマサ　製材工場

食料産業局長 愛知県 株式会社東海木材相互市場　大口工場 全市連会長 熊本県 株式会社松島木材センター　製材工場

食料産業局長 大分県 株式会社武内製材所　製材工場 全市連会長 富山県 柴木材株式会社　本社工場

食料産業局長 高知県 高知おおとよ製材株式会社　本社工場 全市連会長 岐阜県 桑原木材株式会社　金山工場

食料産業局長 宮崎県 都城木材株式会社　宮村工場 全市連会長 岡山県 江与味製材株式会社　製材工場

食料産業局長 徳島県 ウッドファースト株式会社　徳島製材工場

食料産業局長 宮崎県 外山木材株式会社　今町工場 全買連会長 岐阜県 交告製材株式会社　製材工場

全買連会長 宮崎県 宮内林業株式会社　製材工場

林野庁長官 茨城県 中国木材株式会社　鹿島工場 全買連会長 宮崎県 吉田産業株式会社　吉田製材工場

林野庁長官 福島県 協和木材株式会社　塙工場 全買連会長 熊本県 熊本モルダー加工事業協同組合　 加工場

林野庁長官 広島県 中国木材株式会社　本社工場 全買連会長 茨城県 越井木材工業株式会社　 関東工場

林野庁長官 栃木県 二宮木材株式会社　本社工場 全買連会長 熊本県 上球磨森林組合　加工工場

林野庁長官 宮崎県 エンジニアウッド宮崎株式会社　加工センター 全買連会長 広島県 田村木材工業株式会社　本社工場

林野庁長官 山口県 大林産業株式会社　製材工場

林野庁長官 岐阜県 伊藤林産有限会社　製材工場 優良開催市場 愛知県 株式会社東海木材相互市場　大口市場

林野庁長官 宮城県 株式会社佐藤製材所　製材工場 優良開催市場 埼玉県 丸宇木材市売株式会社　北浜市場

林野庁長官 和歌山県 株式会社山長商店　内地材工場 優良開催市場 佐賀県 株式会社伊万里木材市場

林野庁長官 岐阜県 株式会社丸七ヒダ川ウッド　製材工場

林野庁長官 三重県 グリーンウッドタクマ協同組合　ウッドピア工場 優良買方感謝状 埼玉県 株式会社　酒井材木店

林野庁長官 大分県 株式会社日田十条　製材工場 優良買方感謝状 岐阜県 株式会社　山木商工

林野庁長官 岡山県 小林製材株式会社　本社工場 優良買方感謝状 長野県 のむら木材株式会社

林野庁長官 三重県 齋藤木材有限会社　製材工場 優良買方感謝状 埼玉県 有限会社山田商店

林野庁長官 岩手県 有限会社菊池製材所　製材工場 優良買方感謝状 佐賀県 株式会社山口新建木材センター

林野庁長官 茨城県 丸川木材株式会社　製材工場
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2

愛
  
 媛

1
0

1
0

0
0

0
0

9
9

0
0

2
2

1
5

6
0

1
1

1
1

0
0

0
0

1
1
7

1
8

高
  
 知

1
1

1
1

0
0

0
0

6
6

0
0

0
5

5
0

0
0

0
0

0
0

1
4

1
4

福
  
 岡

2
2

2
2

0
0

0
1

4
5

0
0

4
4

2
2

0
1

1
1

1
0

0
0

0
5

8
1
3

佐
  
 賀

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

1
1

0
0

0
0

0
0

0
1

1
2

長
  
 崎

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

熊
  
 本

7
7

3
3

3
3

0
0

1
1
5

1
6

1
4

5
2

2
1

1
2

3
3

0
0

1
1

0
0

0
1

1
1

2
2

2
3

大
  
 分

8
8

0
1

1
0

0
1
1

1
1

0
0

0
0

6
6

0
0

0
0

0
0

0
1
6

1
6

宮
  
 崎

1
4

1
4

2
2

3
3

0
0

1
5

1
5

2
2

4
4

1
1

1
4

5
0

0
4

4
0

0
0

0
1

2
4

2
5

鹿
児
島

7
7

0
1

1
0

0
4

4
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
0

3
3

0
0

0
0

1
1
4

1
5

沖
  
 縄

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
3

0
0

3
3

0
3

3

合
　
計

4
3
0
4

3
0
8

2
1
6
1

1
6
3

3
1
6
3

1
6
6

0
2
8

2
8

1
1

2
1
5

2
3
7

2
5
2

7
9
8

1
0
5

5
9
2

9
7

3
0

5
0

8
0

2
0

7
0

9
0

1
0

1
0

3
3

3
3
8

4
1

0
6

6
0

9
9

0
4

4
3

1
2

1
5

5
7

5
4
5

6
0
2

海
  
 外

1
1

0
0

0
0

1
1

0
0

1
1

1
1

0
0

1
1

0
0

0
1

1
1

1

総
　
計

5
3
0
4

3
0
9

2
1
6
1

1
6
3

3
1
6
3

1
6
6

0
2
8

2
8

1
1

2
1
6

2
3
7

2
5
3

7
9
8

1
0
5

5
9
2

9
7

3
1

5
0

8
1

2
1

7
0

9
1

1
0

1
0

3
3

4
3
8

4
2

0
6

6
0

9
9

0
4

4
4

1
2

1
6

5
8

5
4
5

6
0
3

《
注
１
》
：
こ
の
外
に
全
数
検
査
認
証
（
構
造
用
製
材
、
造
作
用
製
材
、
下
地
用
製
材
、
広
葉
樹
製
材
）
の
5
工
場
（
山
形
2
工
場
、
静
岡
県
1
工
場
、
広
島
県
2
工
場
）
及
び
北
海
道
の
素
材
1
1
工
場
が
あ
る
。
　
《
注
２
》
：
北
海
道
の
（
　
　
）
内
の
数
字
は
、
販
売
業
者
（
保
存
処
理
の
構
造
用
、
造
作
用
、
下
地

用
、
枠
組
）
の
認
証
１
件
を
含
む
。
《
注
３
》
：
北
海
道
は
、
こ
の
ほ
か
に
人
工
乾
燥
広
葉
樹
製
材
1
4
工
場
が
あ
る
（
全
て

B
タ
イ
プ
）
。
　
《
注
４
》
：
１
工
場
で
、
複
数
の
品
目
の
認
証
を
受
け
て
い
る
工
場
が
あ
る
た
め
、
品
目
毎
の
合
計
の
数
値
は
実
工
場
数
の
合
計
の
数
値
と
一
致
し
な
い
。実

工
場
数

構
造
用

造
作
用

下
地
用

広
葉
樹

枠
組
壁
工
法

構
造
用

人
　
工
　
乾
　
燥

機
械
等
級

区
分
製
材

枠
組
壁
工
法

構
造
用

構
造
・
造
作

構
造
用

造
作
用

１
０
．
令

和
2
年

度
末

製
材

等
Ｊ
Ａ
Ｓ
認

証
工

場
一

覧
表

区 分
所 在 地

認
　
証
　
の
　
区
　
分

下
地
用

広
葉
樹

枠
組
壁
工
法

構
造
用

M
S
R

枠
組
材

天
然
乾
燥

保
存
処
理

構
造
用

造
作
用

下
地
用
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第  ２  号　議　案

令和２年度

収 支 決 算 承 認 の 件
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((単単位位：：円円))

科科　　　　　　　　目目 　　　　　　  　　当当年年度度 　　　　      　　前前年年度度 増増　　　　減減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

　　１１．．流流動動資資産産　　

　　　　　　現現金金 5500,,000000                              5500,,000000                              00

　　　　　　普普通通預預金金 226677,,226622,,558844                    4400,,116677,,559900                      222277,,009944,,999944

　　　　　　定定期期預預金金 1177,,001100,,773388                      1177,,001100,,773388                      00

　　　　　　有有価価証証券券 11,,000000,,000000                        11,,000000,,000000                        00

　　　　　　商商品品 00 110044,,999955                            △△  110044,,999955

　　　　　　未未収収金金 2288,,229999,,771188                      3355,,998844,,554433                      △△  77,,668844,,882255

　　　　　　短短期期貸貸付付金金 115533,,000000                            22,,116600,,558899                        △△  22,,000077,,558899

　　　　　　立立替替金金 11,,882222,,773366                        22,,002255,,006600                        △△  220022,,332244

　　　　　　前前払払金金 11,,112211,,779900                        11,,112211,,779900                        00

  　　　　流流動動資資産産合合計計 331166,,772200,,556666                    9999,,662255,,330055                      221177,,009955,,226611

　　２２..  固固定定資資産産

　　　　（（１１））特特定定資資産産

　　　　　　　　機機材材 33                                        2255,,999900                              △△  2255,,998877

　　　　　　　　退退職職給給付付引引当当資資産産 2277,,999999,,006677                      1199,,999988,,889922                      88,,000000,,117755

　　　　　　　　特特定定資資産産合合計計 2277,,999999,,007700                      2200,,002244,,888822                      77,,997744,,118888

　　　　（（２２））そそのの他他固固定定資資産産

　　　　　　　　電電話話加加入入権権 5500,,330000                              5500,,330000                              00

　　　　　　　　敷敷金金 88,,550044,,330000                        88,,550044,,330000                        00   

　　　　　　　　保保証証金金 00 00 00

　　　　　　　　出出資資金金 00 00 00

　　　　　　そそのの他他固固定定資資産産合合計計 88,,555544,,660000                        88,,555544,,660000                        00

　　　　固固定定資資産産合合計計 3366,,555533,,667700                      2288,,557799,,448822                      77,,997744,,118888

　　　　資資産産合合計計 335533,,227744,,223366                    112288,,220044,,778877                    222255,,006699,,444499

ⅠⅠ　　負負債債のの部部

　　１１．．流流動動負負債債

　　　　　　短短期期借借入入金金 115533,,000000                            22,,116600,,558899                        △△  22,,000077,,558899

　　　　　　未未払払金金　　 224400,,779922,,225599                    33,,669900,,005522                        223377,,110022,,220077

　　　　　　未未払払法法人人税税等等 00

　　　　　　未未払払消消費費税税 00

　　　　　　預預りり金金 66,,110055,,883344                        22,,333366,,663322                        33,,776699,,220022

　　　　　　前前受受金金 553355,,660000                            553355,,660000                            00

　　　　　　未未払払費費用用 22,,002222,,005500                        2277,,993399,,446600                      △△  2255,,991177,,441100

  　　　　流流動動負負債債合合計計 224499,,660088,,774433                    3366,,666622,,333333                      221122,,994466,,441100

　　２２..  固固定定負負債債

　　　　　　退退職職給給付付引引当当金金 2277,,999999,,006677                      1199,,999988,,889922                      88,,000000,,117755

　　　　　　固固定定負負債債合合計計 2277,,999999,,006677                      1199,,999988,,889922                      88,,000000,,117755

　　　　負負債債合合計計 227777,,660077,,881100                    5566,,666611,,222255                      222200,,994466,,558855

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

　　　　正正味味財財産産合合計計 7755,,666666,,442266                      7711,,554433,,556622                      44,,112222,,886644

負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計 335533,,227744,,223366                    112288,,220044,,778877                    222255,,006699,,444499

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　正正味味財財産産増増減減計計算算書書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　((令令和和22年年  44月月  11日日かからら令令和和33年年  33月月3311日日ままでで))

科科                    目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

                ①①受受取取会会費費

                ②②負負担担金金収収入入

                ③③事事業業等等収収入入

                    　　事事　　務務　　収収　　入入

                    　　事事　　業業　　収収　　入入

                        　　出出　　版版　　事事　　業業

                        　　貸貸　　室室　　収収　　  入入

                        　　木木材材製製品品認認定定事事業業

              ④④受受取取補補助助金金等等

                  　　国国庫庫補補助助金金

              　　　　受受託託事事業業収収入入

              ⑤⑤雑雑収収益益

              ⑥⑥引引当当金金取取崩崩収収入入

                経経常常収収益益計計

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費

                  　　材材            料料            費費

      　　            車車      借借　　　　上上      料料

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会            議議            費費

            　　      会会            場場            費費

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費

    　　              賃賃　　　　　　借借　　　　　　料料

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費

    　　              諸諸            謝謝            金金

      　　            交交      際際      諸諸        費費

　　                  租租      税税      公公        課課

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金

          　　        委委            託託            費費

　　　　　　　　　　  登登            記記            料料

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金

　　　　　　　　　　  雑雑                            費費

　　　　　　　　　　  退退    職職    金金    支支    払払

                ②②管管理理費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会            議議            費費

            　　      会会            場場            費費

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費

　　                  賃賃            借借            料料

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費

      　　            交交      際際      諸諸        費費

　　                  租租      税税      公公        課課

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

          　　        委委            託託            費費

            　　      登登            記記            料料

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金

　　                  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費

　　　　　　　　　　  退退    職職    金金    支支    払払

                経経常常費費用用計計

                    当当期期経経常常増増減減額額

99,,335500,,000000 1155,,774433,,774400 △△  66,,339933,,774400

772299,,114488

22,,008866,,008844 22,,005588,,663399 2277,,444455

3399,,334411,,662222 221155,,661122,,997700 △△  117766,,227711,,334488

3388,,551177 4466,,007711 △△  77,,555544

11,,220044,,660000 11,,994477,,661144 △△  774433,,001144

1133,,117711,,995577 1111,,884455,,002288 11,,332266,,992299

7744,,990000 3355,,993311

335511,,886622 337777,,228866

1122,,000077,,118811

2299,,999988,,000000 2299,,996633,,000000 3355,,000000

（単位:円）
当当年年度度 前前年年度度 増増          減減

00 33,,222200,,000000 △△  33,,222200,,000000

5566,,668811,,331100 3355,,338855,,339955 2211,,229955,,991155

6688,,887788,,227777 4477,,223388,,557722 2211,,663399,,770055

1122,,119966,,996677 1111,,885533,,117777 334433,,779900

55,,551122,,441177 55,,118811,,883377 333300,,558800

66,,442277,,220000 66,,440022,,550000 2244,,770000

225577,,335500 226688,,884400 △△  1111,,449900

771100,,004444,,884411 447799,,990066,,668899 223300,,113388,,115522

770000,,669944,,884411 446644,,116622,,994499 223366,,553311,,889922

223311,,221177,,000055880099,,665500,,226666 557788,,443333,,226611

779922,,335555,,444455 556699,,006600,,665533 222233,,229944,,779922

99,,221133,,224444 22,,779933,,993377

4422,,330055,,001122 4400,,009900,,112266 22,,221144,,888866

22,,997755,,222200 88,,339955,,776600 △△  55,,442200,,554400

88,,449977,,556666 66,,330033,,442200 22,,119944,,114466

33,,006600,,553388 1122,,225511,,886699 △△  99,,119911,,333311

7777,,667700 662211,,667799 △△  554444,,000099

77,,445588,,337733 2244,,557799,,448888 △△  1177,,112211,,111155

2255,,998877 2255,,998877 00

116655,,443366 333300,,661166 △△  116655,,118800

11,,336622,,000000 11,,339922,,554499 △△  3300,,554499

22,,339988,,222288 66,,008844,,997788 △△  33,,668866,,775500

00 22,,775500 △△  22,,775500

1100,,116600,,447788 1166,,001144,,446600 △△  55,,885533,,998822

338800,,660044 11,,994488,,997700 △△  11,,556688,,336666

11,,770055,,777788 11,,885544,,778888 △△  114499,,001100

222233,,773377 226644,,995522 △△  4411,,221155

1144,,331122,,770066 1122,,773333,,885566 11,,557788,,885500

3388,,996699

22,,778844,,445566 44,,553377,,440000 △△  11,,775522,,994444

6677,,445599 6666,,662200 883399

11,,228866,,997700 558822,,669944 770044,,227766

66,,664400,,114455 33,,444411,,995533 33,,119988,,119922

11,,001144,,333399 22,,886666,,778888 △△  11,,885522,,444499

11,,332299,,440033 442211,,668888 990077,,771155

△△  1111,,003333

3333,,888844 00 3333,,888844

338833,,224433 330044,,669977 7788,,554466

55,,552222,,009944 44,,003300,,772299 11,,449911,,336655

55,,000066 2255,,332288 △△  2200,,332222

11,,557788,,445533 11,,115522,,006644 442266,,338899

880055,,552277,,440022 222244,,662211,,772211

66,,559955,,228844

77,,995533 77,,553355 441188

110055,,005533 110055,,115599 △△  110066

1133,,881188 1100,,884444 22,,997744

556600,,331177 779999,,771133

00

663322,,882244,,444400

00

118822,,559911,,449922

00

445500,,223322,,994488

558800,,990055,,668811

11,,336600,,003300

44,,112222,,886644 △△  22,,447722,,442200

226633,,559966 111199,,334477 114444,,224499

77,,334444 33,,774400 33,,660044

77,,001122 7766,,339900 △△  6699,,337788

2288,,664455 2277,,008899

00 1177,,775533,,113388 △△  1177,,775533,,113388

00 1155,,226677,,669999 △△  1155,,226677,,669999

00 22,,448855,,443399 △△  22,,448855,,443399

11,,555566

55,,110000 77,,335599 △△  22,,225599

114499,,553388 9911,,002233 5588,,551155

115544,,664488 224411,,220066 △△  8866,,555588

7711,,664466 3388,,444411 3333,,220055

2200,,889900 3311,,992233
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科科                目目
木木材材普普及及・・調調査査
事事業業

認認証証木木材材のの普普及及
事事業業

小小計計 出出版版事事業業 そそのの他他事事業業 小小計計 法法人人会会計計

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

                ①①受受取取会会費費 00 00 00 00 00 00 2299,,999988,,000000

                ②②負負担担金金収収入入 00 00 00 00 00 00 00

                ③③事事業業等等収収入入 00 225577,,335500 225577,,335500 6688,,662200,,992277 00 6688,,662200,,992277 00

                    　　事事　　務務　　収収　　入入 00 00 00 5566,,668811,,331100 00 5566,,668811,,331100 00

                    　　事事　　業業　　収収　　入入 00 225577,,335500 225577,,335500 1111,,993399,,661177 00 1111,,993399,,661177 00

                        　　出出　　版版　　事事　　業業 00 00 00 55,,551122,,441177 00 55,,551122,,441177 00

                        　　貸貸　　室室　　収収　　  入入 00 00 00 66,,442277,,220000 00 66,,442277,,220000 00

                        　　木木材材製製品品認認定定事事業業 00 225577,,335500 225577,,335500 00 00 00 00

              ④④受受取取補補助助金金等等 00 00 00 00 771100,,004444,,884411 771100,,004444,,884411 00

                  　　国国庫庫補補助助金金 00 00 00 00 770000,,669944,,884411 770000,,669944,,884411 00

              　　　　受受託託事事業業収収入入 00 00 00 00 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000 00

              ⑤⑤雑雑収収益益 00 00 00 00 00 00 772299,,114488

              ⑥⑥引引当当金金取取崩崩収収入入 00 00 00 00 00 00 00

                経経常常収収益益計計 00 225577,,335500 225577,,335500 6688,,662200,,992277 771100,,004444,,884411 777788,,666655,,776688 3300,,772277,,114488

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬 22,,220066,,440033 777711,,660011 22,,997788,,000044 55,,660044,,661144 33,,442244,,556633 99,,002299,,117777

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当 55,,555511,,994488 11,,442288,,448877 66,,998800,,443355 2222,,228888,,337755 1133,,003366,,220022 3355,,332244,,557777

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金 33,,553344 888844 44,,441188 2200,,002266 22,,995500,,777766 22,,997700,,880022

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費 11,,771122,,220022 335599,,555511 22,,007711,,775533 66,,442255,,881133 00 66,,442255,,881133

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費 223366,,002277 33,,668877 223399,,771144 779900,,883344 22,,002299,,999900 22,,882200,,882244

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費 00 00 00 00 7777,,667700 7777,,667700

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費 228844,,559922 6677,,663311 335522,,222233 11,,665522,,557733 55,,445533,,557777 77,,110066,,115500

                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費 00 00 00 2255,,998877 00 2255,,998877

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費 2233,,991188 55,,998800 2299,,889988 113355,,553388 00 113355,,553388

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費 119933,,555566 2266,,338899 221199,,994455 996688,,112277 117733,,992288 11,,114422,,005555

                  　　材材            料料            費費 00 00 00 00 22,,339988,,222288 22,,339988,,222288

      　　            車車      借借　　　　上上      料料 00 00 00 00 00 00

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費 112299,,116644 2277,,229911 115566,,445555 55,,442244,,772255 44,,557799,,229988 1100,,000044,,002233

    　　              会会            議議            費費 5500,,557744 1122,,664444 6633,,221188 331177,,338866 00 331177,,338866

            　　      会会            場場            費費 2244,,995500 11,,223388 2266,,118888 6633,,669900 11,,661155,,990000 11,,667799,,559900

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費 2277,,118888 66,,779977 3333,,998855 115544,,006688 3355,,668844 118899,,775522

    　　              賃賃　　　　　　借借　　　　　　料料 11,,447722,,553300 336688,,113322 11,,884400,,666622 88,,334444,,333344 44,,112277,,771100 1122,,447722,,004444

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費 2200,,222200 55,,005555 2255,,227755 118800,,558800 3399,,113355,,776677 3399,,331166,,334477

    　　              諸諸            謝謝            金金 5500,,000000 00 5500,,000000 00 11,,115544,,660000 11,,115544,,660000

      　　            交交      際際      諸諸        費費 33,,660000 990000 44,,550000 7700,,440000 00 7700,,440000

　　　　　　　　　　  租租      税税      公公        課課 118866,,006688 4466,,551177 223322,,558855 11,,005544,,338855 00 11,,005544,,338855

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金 55,,118844 11,,229966 66,,448800 22,,777777,,997766 00 22,,777777,,997766

    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金 00 00 00 00 00 00

          　　        委委            託託            費費 11,,007744,,115555 5511,,553399 11,,112255,,669944 22,,882222,,664499 662288,,887766,,009977 663311,,669988,,774466

　　　　　　　　　　  登登            記記            料料 99,,775533 22,,443388 1122,,119911 5555,,226688 00 5555,,226688

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金 996600,,002211 224400,,000055 11,,220000,,002266 55,,444400,,111199 00 55,,444400,,111199

　　　　　　　　　　  雑雑                            費費 55,,661144 11,,440033 77,,001177 3322,,447711 997744,,885511 11,,000077,,332222

      　　            退退    職職    金金    支支    払払 00 00 00 00 00 00

                ②②管管理理費費 1133,,117711,,995577

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬 11,,332299,,440033

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当 55,,552222,,009944

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金 55,,000066

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費 11,,557788,,445533

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費 2200,,889900

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費 338833,,224433

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費 3333,,888844

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費 114499,,553388

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費 115544,,664488

    　　              会会            議議            費費 7711,,664466

            　　      会会            場場            費費 77,,001122

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費 3388,,551177

　　                  賃賃            借借            料料 22,,008866,,008844

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費 2288,,664455

      　　            交交      際際      諸諸        費費 55,,110000

　　                  租租      税税      公公        課課 226633,,559966

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金 77,,334444

          　　        委委            託託            費費 110055,,005533

            　　      登登            記記            料料 1133,,881188

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金 11,,336600,,003300

　　                  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費 77,,995533

      　　            退退    職職    金金    支支    払払 00

                      経経常常費費用用計計 1144,,223311,,220011 33,,442299,,446655 1177,,666600,,666666 6644,,664499,,993388 771100,,004444,,884411 777744,,669944,,777799 1133,,117711,,995577

                    当当期期経経常常増増減減額額 ((1144,,223311,,220011)) ((33,,117722,,111155)) ((1177,,440033,,331166)) 33,,997700,,998899 00 33,,997700,,998899 1177,,555555,,119911

55,,551122,,441177

880099,,665500,,226666

1122,,000077,,118811

779922,,335555,,444455

116655,,443366

4422,,330055,,001122

22,,997755,,222200

771100,,004444,,884411

88,,449977,,556666

3399,,334411,,662222

1100,,116600,,447788

338800,,660044

22,,339988,,222288

11,,336622,,000000

00

44,,112222,,886644

880055,,552277,,440022

1133,,881188

11,,336600,,003300

77,,334444

77,,995533

110055,,005533

00

11,,228866,,997700

114499,,553388

2200,,889900

338833,,224433

663322,,882244,,444400

66,,664400,,114455

6677,,445599

11,,001144,,333399

1133,,117711,,995577

11,,332299,,440033

00

22,,778844,,445566

00

3333,,888844

11,,220044,,660000

7744,,990000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　((令令和和22年年  44月月  11日日かからら令令和和33年年  33月月3311日日ままでで))

　　　　　　　　　　　　正正味味財財産産増増減減計計算算書書　　実実施施事事業業別別内内訳訳

実実施施事事業業会会計計 そそのの他他会会計計

1122,,119966,,996677

5566,,668811,,331100

2299,,999988,,000000

00

合合計計

6688,,887788,,227777

（（単単位位::円円））

11,,770055,,777788

222233,,773377

1144,,331122,,770066

00

77,,445588,,337733

2255,,998877

33,,006600,,553388

7777,,667700

99,,335500,,000000

772299,,114488

770000,,669944,,884411

66,,442277,,220000

225577,,335500

55,,110000

226633,,559966

2288,,664455

3388,,551177

22,,008866,,008844

7711,,664466

77,,001122

11,,557788,,445533

55,,552222,,009944

55,,000066

115544,,664488
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((単単位位：：円円））

科科                目目 金金　　　　額額 摘摘            要要

（（資資産産のの部部））

　　　　現現金金 5500,,000000

          普普通通預預金金 11,,220022,,339933 三三菱菱UUFFJJ銀銀行行虎虎ノノ門門中中央央支支店店

          普普通通預預金金 4455,,991144,,334422 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店

          普普通通預預金金 11,,227744,,004444 みみずずほほ銀銀行行新新橋橋支支店店

          普普通通預預金金 11,,995555,,774422 三三菱菱UUFFJJ銀銀行行本本店店

          普普通通預預金金 22,,990088 商商工工組組合合中中央央金金庫庫金金新新木木場場支支店店

          普普通通預預金金 11,,777744,,888800 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店合合法法事事業業者者登登録録

          普普通通預預金金 6644,,447788,,338855 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店元元当当・・製製材材

          普普通通預預金金 7755,,773322,,009966 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店元元当当・・CCLLTT

          普普通通預預金金 00 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店人人工工乾乾燥燥実実態態調調査査

          普普通通預預金金 66,,220088,,663377 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店合合法法普普及及・・啓啓発発

          普普通通預預金金 22,,882211,,664411 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店顔顔見見ええ

          普普通通預預金金 66,,554499,,227722 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店都都市市木木造造

          普普通通預預金金 11,,669922,,660000 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店２２当当初初JJAASS・・製製材材

          普普通通預預金金 5577,,665555,,664444 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店２２当当初初JJAASS・・CCLLTT

          定定期期預預金金 66,,000000,,662200 三三菱菱UUFFJJ銀銀行行虎虎ノノ門門中中央央支支店店

          定定期期預預金金 66,,000000,,111188 みみずずほほ銀銀行行新新橋橋支支店店

          定定期期預預金金 22,,001100,,000000 三三菱菱UUFFJJ銀銀行行本本店店

          定定期期預預金金 33,,000000,,000000 商商工工組組合合中中央央金金庫庫金金新新木木場場支支店店

          有有価価証証券券 11,,000000,,000000 木木構構振振

　　　　  商商品品 00 書書籍籍

　　　　  未未収収金金 2288,,229999,,771188 補補助助事事業業費費外外

　　  短短期期貸貸付付金金 115533,,000000 補補助助事事業業費費

　　　　  立立替替金金 11,,882222,,773366 補補助助事事業業費費外外

          前前払払金金 11,,112211,,779900 借借室室料料

  　　退退職職給給付付引引当当資資産産 2277,,999999,,006677 りりそそなな銀銀行行東東京京公公務務部部

　　　　  電電話話加加入入権権 5500,,330000

          敷敷　　金金 88,,550044,,330000 借借室室敷敷金金

          機機　　材材 33

　　　　  保保証証金金 00

　　　　  出出資資金金 00

　　　　合合　　計計 335533,,227744,,223366

（（負負債債のの部部））

　　　　  短短期期借借入入金金 115533,,000000

          未未払払金金 224400,,779922,,225599 　　

          預預りり金金 66,,110055,,883344 社社会会保保険険料料等等

　　　　  前前受受金金 553355,,660000 借借室室料料

　　　　  未未払払費費用用 22,,002222,,005500 補補助助事事業業費費振振込込手手数数料料

      退退職職給給付付引引当当金金 2277,,999999,,006677

　　　　小小　　計計 227777,,660077,,881100

　　　　正正味味財財産産 7755,,666666,,442266

　　　　合合　　計計 335533,,227744,,223366

財財            産産            目目            録録

令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在
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１１．．重重要要なな会会計計方方針針

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
   期末に在庫の確認を行っている。

　（２）消費税に関する会計処理方法
   税込方式で行っている。

　（３）固定資産の減価償却の方法
   定率法で行っている。

　（４）引当金の計上基準
　    退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。

２２．．特特定定資資産産等等のの増増減減及及びびそそのの残残高高

　　流動資産等 (単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　特定資産

19,998,892 8,000,175 0 27,999,067

0 0 0 0

1,000,000 0 0 1,000,000

３３．．固固定定資資産産のの取取得得価価額額、、減減価価償償却却累累計計額額及及びび当当期期末末残残高高 　　(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 備　　　考

1,142,840 1,142,837 3 実施事業の資産外

４４．．補補助助金金等等のの内内訳訳並並びびにに交交付付者者、、当当期期のの増増減減額額及及びび残残高高 　　(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金（林野庁ほか）

0 225,515,885 225,515,885 0

0 153,175,944 153,175,944 0

0 17,704,400 17,704,400 0

0 165,396,996 165,396,996 0

0 42,981,728 42,981,728 0

0 44,850,359 44,850,359 0

0 13,225,120 13,225,120 0

0 22,255,363 22,255,363 0

0 9,350,000 9,350,000 0

0 15,589,046 15,589,046 0

クリーンウッド法定着実態調査事業
(委託)

人工乾燥実態調査事業

快適空間づくり事業

ＪＡＳ構造材利用拡大事業(2当初)

都市木質耐火部材等利用拡大事業

ＪＡＳ構造材(CLT)利用促進事業(2当初)

木材関連事業者登録推進事業

協議会による普及啓発活動事業

ＪＡＳ構造材利用拡大（無垢材）事業

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

ＪＡＳ構造材利用拡大（CLT)事業

科    　　目

科　　    目

機　　　　材

補助金等の名称

　　　出資金

　　　有価証券

　　　退職給与引当資産

　　固定資産
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一一般般会会計計

（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

科科　　　　　　　　        目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

　　１１．．経経常常収収益益のの部部

　　　　①①受受取取会会費費等等 ((2299,,999988,,000000)) ((3333,,118833,,000000)) （（△△33,,118855,,000000))

　　　　　　　　会会費費収収益益 2299,,999988,,000000 2299,,996633,,000000 3355,,000000

　　　　　　　　振振興興大大会会負負担担金金 00 33,,222200,,000000 △△  33,,222200,,000000

　　　　②②事事務務収収益益 ((5566,,668811,,331100)) ((3355,,338855,,339955)) ((2211,,229955,,991155))

　　　　　　　　給給与与負負担担金金等等収収益益 5566,,668811,,331100 3355,,338855,,339955 2211,,229955,,991155

　　　　③③事事業業収収益益 ((1122,,119966,,996677)) ((1111,,885533,,117777)) 334433,,779900

　　　　　　　　出出版版事事業業収収益益 55,,551122,,441177 55,,118811,,883377 333300,,558800

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定事事業業 225577,,335500 226688,,884400 △△  1111,,449900

　　　　　　　　貸貸室室収収入入 66,,442277,,220000 66,,440022,,550000 2244,,770000

　　　　④④補補助助金金等等収収入入 ((771100,,004444,,884411)) ((447799,,990066,,668899)) ((223300,,113388,,115522))

　　　　　　　　補補助助金金等等収収益益 770000,,669944,,884411 446644,,116622,,994499 223366,,553311,,889922

　　　　　　　　受受託託事事業業収収益益 99,,335500,,000000 1155,,774433,,774400 △△  66,,339933,,774400

　　　　⑤⑤そそのの他他のの収収益益 ((772299,,114488)) ((335511,,886622)) ((337777,,228866))

　　　　　　    雑雑収収入入 772299,,114488 335511,,886622 337777,,228866

　　　　経経常常収収益益計計 880099,,665500,,226666 556600,,668800,,112233 224488,,997700,,114433

　　　　正正味味財財産産増増減減計計算算表表（（資資金金ベベーースス））

令令和和２２年年４４月月  １１日日かからら

                                                                  令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで
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（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

科科　　　　　　　　      目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

　　２２．．経経常常費費用用

　　　　①①事事業業費費 ((772288,,004455,,229944)) ((550077,,336666,,666633)) ((222200,,667788,,663311))

　　　　　　　　木木材材産産業業振振興興活活動動事事業業費費 33,,330022,,772299 44,,774499,,770033 △△  11,,444466,,997744

　　　　　　　　補補助助事事業業費費 770000,,669944,,884411 446644,,116622,,994499 223366,,553311,,889922

　　　　　　　　受受託託事事業業費費 99,,335500,,000000 1155,,774433,,774400 △△  66,,339933,,774400

　　　　　　　　木木材材普普及及調調査査事事業業費費 33,,660000,,000000 44,,111166,,554400 △△  551166,,554400

　　　　　　　　出出版版事事業業費費 55,,117777,,551199 55,,553333,,992244 △△  335566,,440055

　　　　　　　　ＪＪＡＡＳＳ普普及及事事業業費費 11,,333333,,334488 11,,556611,,556688 △△  222288,,222200

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定普普及及事事業業費費 11,,110055,,000000 11,,332222,,116600 △△  221177,,116600

　　　　　　　　振振興興大大会会費費 00 33,,115566,,883388 △△  33,,115566,,883388

　　　　　　　　旅旅費費交交通通費費 770077,,227700 22,,444499,,332299 △△  11,,774422,,005599

　　　　　　　　会会議議費費 00 11,,664411,,228855 △△  11,,664411,,228855

　　　　　　　　負負担担金金 22,,774488,,660000 22,,990022,,664400 △△  115544,,004400

　　　　　　　　機機材材減減価価償償却却費費 2255,,998877 2255,,998877 00

　　　　②②管管理理費費 ((7777,,448822,,110088)) ((5555,,778855,,888800)) ((2211,,669966,,222288))

　　　　　　　　役役員員報報酬酬 77,,882200,,002211 22,,448800,,552222 55,,333399,,449999

　　　　　　　　給給与与手手当当 3322,,551122,,335544 2233,,885599,,116600 88,,665533,,119944

　　　　　　　　福福利利厚厚生生費費 99,,228855,,001199 66,,777766,,884455 22,,550088,,117744

　　　　　　　　事事務務負負担担金金 00 00 00

　　　　　　　　事事務務所所費費 1122,,227711,,008800 1122,,110099,,664400 116611,,444400

　　　　　　　　需需用用費費 55,,779977,,661122 55,,559988,,993399 119988,,667733

　　　　　　　　交交際際費費 3300,,000000 4433,,229900 △△  1133,,229900

　　　　　　　　広広告告費費 116688,,550000 115599,,335500 99,,115500

　　　　　　　　雑雑費費 4466,,778811 5533,,882233 △△  77,,004422

　　　　　　　　公公租租公公課課 11,,555500,,556666 770022,,004411 884488,,552255

　　　　　　　　特特定定預預金金支支出出 88,,000000,,117755 44,,000022,,227700 33,,999977,,990055

　　　　経経常常外外費費用用計計 880055,,552277,,440022 556633,,115522,,554433 224422,,337744,,885599

　　　　　　当当期期経経常常増増減減額額 44,,112222,,886644 --22,,447722,,442200 66,,559955,,228844

３３．．経経常常外外増増減減のの部部

　　((１１))経経常常外外収収益益

　　　　　　退退職職引引当当資資産産取取崩崩収収入入 00 1177,,775533,,113388 △△  1177,,775533,,113388

　　　　　　経経常常外外収収益益計計 00 1177,,775533,,113388 △△  1177,,775533,,113388

　　((２２))経経常常外外費費用用   

　　　　　　退退職職金金 00 1177,,775533,,113388 △△  1177,,775533,,113388

　　　　　　経経常常外外費費用用計計 00 1177,,775533,,113388 △△  1177,,775533,,113388

　　　　　　当当期期経経常常外外増増減減額額 00 00 00

　　　　　　当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 44,,112222,,886644 △△  22,,447722,,442200 66,,559955,,228844

　　　　　　一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 7711,,554433,,556622 7744,,001155,,998822 △△  22,,447722,,442200

　　　　　　一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 7755,,666666,,442266 7711,,554433,,556622 44,,112222,,886644

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

　　　　　　当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 00 00 00

　　　　　　指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 00 00 00

　　　　　　指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 00 00 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 7755,,666666,,442266 7711,,554433,,556622 44,,112222,,886644
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一一般般会会計計
（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

科科　　　　　　　　　　　　目目 予予算算額額 決決算算額額 差差引引増増

△△減減額額

ⅠⅠ　　事事業業活活動動収収支支のの部部

　　１１．．事事業業活活動動収収入入

　　　　①①会会費費等等収収入入 ((3333,,224488,,000000)) ((2299,,999988,,000000)) ((△△33,,225500,,000000))

　　　　　　　　会会費費 3300,,002288,,000000 2299,,999988,,000000 △△  3300,,000000

　　　　　　　　振振興興大大会会負負担担金金 33,,222200,,000000 00 △△  33,,222200,,000000

　　　　②②事事務務負負担担金金収収入入 △△  3322,,229999,,000000 △△  5566,,668811,,331100 △△  2244,,338822,,331100

　　　　　　　　給給与与負負担担金金等等収収入入 3322,,229999,,000000 5566,,668811,,331100 2244,,338822,,331100

　　　　③③事事業業収収入入 △△  1111,,771188,,000000 △△  1122,,119966,,996677 △△  447788,,996677

　　　　　　　　出出版版事事業業収収入入 55,,220000,,000000 55,,551122,,441177 331122,,441177

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定収収入入 115500,,000000 225577,,335500 110077,,335500

　　　　　　　　貸貸室室収収入入 66,,336688,,000000 66,,442277,,220000 5599,,220000

　　　　④④補補助助金金等等収収入入 ((778800,,884400,,000000)) ((771100,,004444,,884411)) ((△△7700,,779955,,115599))

　　　　　　　　補補助助金金 777711,,449900,,000000 770000,,669944,,884411 △△  7700,,779955,,115599

　　　　　　　　受受託託事事業業 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000 00

　　　　⑤⑤雑雑収収入入 ((335500,,000000)) ((772299,,114488)) ((337799,,114488))

　　　　　　    雑雑収収入入 335500,,000000 772299,,114488 337799,,114488

　　　　事事業業活活動動収収入入計計 885588,,445555,,000000 880099,,665500,,226666 △△  4488,,880044,,773344

　　　　　　収収支支計計算算表表（（資資金金ベベーースス））

          令令和和２２年年４４月月１１日日かからら
              令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで
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（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

科科　　　　　　　　　　　　目目 予予算算額額 決決算算額額 差差引引増増

△△減減額額

　　２２．．事事業業活活動動支支出出

　　　　①①事事業業費費支支出出 ((880066,,995533,,000000)) ((772288,,001199,,330077)) ((△△7788,,990077,,770066))

　　　　　　　　木木材材産産業業振振興興活活動動費費 33,,000000,,000000 33,,330022,,772299 330022,,772299

　　　　　　　　補補助助事事業業費費 777711,,449900,,000000 770000,,669944,,884411 △△  7700,,779955,,115599

　　　　　　　　受受託託事事業業費費 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000 00

　　　　　　　　木木材材普普及及調調査査事事業業費費 44,,770000,,000000 33,,660000,,000000 △△  11,,110000,,000000

　　　　　　　　出出版版事事業業費費 44,,440000,,000000 55,,117777,,551199 777777,,551199

　　　　　　　　ＪＪＡＡＳＳ普普及及事事業業費費 11,,660000,,000000 11,,333333,,334488 △△  226666,,665522

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定普普及及事事業業費費 11,,008800,,000000 11,,110055,,000000 2255,,000000

　　　　　　　　振振興興大大会会費費 33,,222222,,000000 00 △△  33,,222222,,000000

　　　　　　　　旅旅費費交交通通費費 33,,220000,,000000 770077,,227700 △△  22,,449922,,773300

　　　　　　　　会会議議費費 22,,553300,,000000 00 △△  22,,553300,,000000

　　　　　　　　負負担担金金 22,,333311,,000000 22,,774488,,660000 441177,,660000

　　　　　　　　減減価価償償却却費費 5500,,000000 00 △△  5500,,000000

　　　　②②管管理理費費支支出出 ((5511,,884422,,000000)) ((6677,,993311,,336677)) ((1166,,008899,,336677))

　　　　　　　　役役員員報報酬酬 66,,222288,,000000 77,,882200,,002211 11,,559922,,002211

　　　　　　　　給給与与手手当当 2222,,661133,,000000 3322,,551122,,335544 99,,889999,,335544

　　　　　　　　福福利利厚厚生生費費 77,,552211,,000000 99,,228855,,001199 11,,776644,,001199

　　　　　　　　事事務務負負担担金金 220000,,000000 00 △△  220000,,000000

　　　　　　　　事事務務所所費費 1122,,118800,,000000 1122,,227711,,008800 9911,,008800

　　　　　　　　需需要要費費 22,,885500,,000000 55,,779977,,661122 22,,994477,,661122

　　　　　　　　交交際際費費 4400,,000000 3300,,000000 △△  1100,,000000

　　　　　　　　広広告告費費 116600,,000000 116688,,550000 88,,550000

　　　　　　　　雑雑費費 5500,,000000 4466,,778811 △△  33,,221199

　　　　③③諸諸税税公公課課支支出出 ((664400,,000000)) ((11,,555500,,556666)) ((991100,,556666))

　　　　　　　　諸諸税税公公課課 664400,,000000 11,,555500,,556666 991100,,556666

　　　　　　　　消消費費税税 00 00 00

　　　　④④特特定定預預金金支支出出 ((22,,000000,,000000)) ((88,,000000,,117755)) ((66,,000000,,117755))

　　　　　　　　退退職職給給付付引引当当金金支支出出 22,,000000,,000000 88,,000000,,117755 66,,000000,,117755

　　　　事事業業活活動動支支出出計計 886611,,443355,,000000 880055,,550011,,441155 △△  5555,,993333,,558855

　　　　　　事事業業活活動動収収支支差差額額 △△  22,,998800,,000000 44,,114488,,885511 77,,112288,,885511

ⅡⅡ　　投投資資活活動動収収支支のの部部

　　１１．．投投資資活活動動収収入入

　　　　　　退退職職引引当当資資産産取取崩崩収収入入 00

　　　　投投資資活活動動収収入入計計 00 00 00

　　２２．．投投資資活活動動支支出出

　　　　　　退退職職金金 00

　　　　投投資資活活動動支支出出計計 00 00 00

　　　　　　投投資資活活動動収収支支差差額額 00 00 00

ⅢⅢ　　予予備備費費支支出出 00

　　　　　　　　当当期期収収支支差差額額 △△  22,,998800,,000000 44,,114488,,885511 77,,112288,,885511

　　　　　　　　前前期期繰繰越越収収支支差差額額 00 00

　　　　　　　　次次期期繰繰越越収収支支差差額額 △△  22,,998800,,000000 44,,114488,,885511 77,,112288,,885511
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（（単単位位：：円円））

　　　　　　　　科科　　　　　　　　目目 　　　　当当年年度度 　　　　前前年年度度 　　増増　　　　減減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

　　１１　　流流動動資資産産　　

　　　　　　普普通通預預金金 33,,114411,,552200,,440000 110055,,331199,,001155 33,,003366,,220011,,338855

　　　　　　未未収収金金 110033,,118800 00 110033,,118800

  　　　　流流動動資資産産合合計計 33,,114411,,662233,,558800 110055,,331199,,001155 33,,003366,,330044,,556655

　　２２　　固固定定資資産産

　　　　固固定定資資産産合合計計 00

　　　　資資産産合合計計 33,,114411,,662233,,558800 110055,,331199,,001155 33,,003366,,330044,,556655

ⅡⅡ　　負負債債のの部部

　　１１　　流流動動負負債債

　　　　　　借借入入金金 00 00

　　　　　　未未払払金金 33,,114411,,660044,,444400 110055,,225522,,335555 33,,003366,,335522,,008855

　　　　　　未未払払費費用用 1199,,114400 6666,,666600 △△  4477,,552200

  　　　　流流動動負負債債合合計計 33,,114411,,662233,,558800 110055,,331199,,001155 33,,003366,,330044,,556655

　　２２　　固固定定負負債債

　　　　　　固固定定負負債債合合計計 00 00

　　　　負負債債合合計計 33,,114411,,662233,,558800 110055,,331199,,001155 33,,003366,,330044,,556655

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

　　　　正正味味財財産産合合計計 00 00 00

負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計 33,,114411,,662233,,558800 110055,,331199,,001155 33,,003366,,330044,,556655

（（対対象象事事業業））

２２年年度度補補正正　　輸輸出出原原木木保保管管等等緊緊急急支支援援事事業業

２２年年度度補補正正　　過過剰剰木木材材在在庫庫利利用用緊緊急急対対策策事事業業

　　平平成成２２年年度度補補正正補補助助事事業業

　　令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在

　　　　貸貸  借借  対対  照照  表表（（特特別別会会計計））

元元年年度度補補正正　　ＪＪＡＡＳＳ構構造造材材消消費費拡拡大大対対策策事事業業
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　　　　　　　　　　　　科科                目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
    １１．．経経常常増増減減のの部部
        ((11))  経経常常収収益益
              ①①受受取取補補助助金金等等
                  　　国国庫庫補補助助金金

                経経常常収収益益計計

        ((22))  経経常常費費用用
                ①①事事業業費費
                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬
                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当
                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金
                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金
                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費
                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費
                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費
                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費
                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費
                  　　消消  耗耗  什什  器器  備備品品費費
              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費
                  　　材材            料料            費費
      　　            車車      借借　　　　上上      料料
    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費
    　　              会会          議議              費費
            　　      会会            場場            費費
  　　                光光      熱熱      水水        料料
　　                  賃賃            借借            料料
    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費
    　　              諸諸            謝謝            金金
　　                  租租      税税      公公        課課
　　                  支支    払払　　負負    担担    金金
    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金
          　　        委委            託託            費費
　　　　　　　　　　  雑雑                            費費

                経経常常費費用用計計

                    当当期期経経常常増増減減額額

　　正正味味財財産産増増減減計計算算書書

((令令和和22年年  44月月  11日日かからら令令和和33年年  33月月3311日日ままでで))

（（単単位位::円円））

当当年年度度 前前年年度度 増増    減減

99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155
99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455

44,,996666,,779922 33,,119999,,227700 11,,776677,,552222
1199,,229900,,225544 1100,,552255,,883300 88,,776644,,442244

77,,001188,,880022,,991155

6688,,443366,,994400 2266,,996655,,889966 4411,,447711,,004444
00 00 00
00 66,,449966,,339955 △△  66,,449966,,339955

33,,220088,,558800 55,,885511,,220055 △△  22,,664422,,662255
4444,,229900 △△  4444,,229900

8877,,558833,,661100 2222,,556655,,770044 6655,,001177,,990066
116622,,003399 △△  116622,,003399

00 00
336666,,009911 00 336666,,009911

00 00
00 00

66,,666699,,223300 66,,116699,,114488 550000,,008822
77,,994433,,115555 △△  77,,994433,,115555

00 00
00 00

2222,,226677,,883322 44,,447766,,550011 1177,,779911,,333311
550011,,882266,,002255 11,,440000,,333366,,331111 △△  889988,,551100,,228866

7788,,000000 5544,,000000 2244,,000000
00 00

99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

00 00 00

00 00
00 00

88,,770066,,007744,,220066 990077,,117744,,990011 77,,779988,,889999,,330055
00 00
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（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

　　　　　　　　　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

　　１１　　経経常常収収益益のの部部

　　　　①①補補助助金金等等収収入入 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

　　　　　　　　補補助助金金等等収収益益 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

　　　　経経常常収収益益計計 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

　　　　　　　　　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

　　２２　　経経常常費費用用

　　　　①①事事業業費費 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

　　　　　　　　補補助助事事業業費費 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

　　　　経経常常外外費費用用計計 99,,442200,,776677,,556600 22,,440011,,996644,,664455 77,,001188,,880022,,991155

　　　　　　当当期期経経常常増増減減額額 00 00 00

((令令和和22年年  44月月  11日日かからら令令和和33年年  33月月3311日日ままでで))

正正味味財財産産増増減減計計算算表表（（資資金金ベベーースス））
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（（単単位位：：円円））

科科                目目 金金　　　　額額 摘摘            要要

（（資資産産のの部部））

          普普通通預預金金 りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店

　　　　ＪＪＡＡＳＳ構構造造材材消消費費拡拡大大対対策策事事業業 6633,,113322,,338888

　　　　過過剰剰木木材材在在庫庫利利用用緊緊急急対対策策事事業業 22,,778866,,664422,,449933

　　　　輸輸出出原原木木保保管管等等緊緊急急支支援援事事業業 229911,,774455,,551199

　　　　  未未収収金金 110033,,118800

　　　　合合　　計計 33,,114411,,662233,,558800

（（負負債債のの部部））

　　　　  短短期期借借入入金金

          未未払払金金 33,,114411,,660044,,444400 　　

　　　　  未未払払費費用用 1199,,114400

　　　　小小　　計計 33,,114411,,662233,,558800

　　　　　　正正味味財財産産 00

　　　　合合　　計計 33,,114411,,662233,,558800

財財            産産            目目            録録

令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在
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（（単単位位：：円円））

　　　　　　　　科科　　　　　　　　目目 　　　　  当当年年度度 　　　　  前前年年度度 増増　　　　減減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

　　１１　　流流動動資資産産　　

　　　　　　普普通通預預金金 442222,,887788 440022,,887744 2200,,000044

　　　　　　定定期期預預金金 22,,440000,,881166 22,,440000,,661122 220044

  　　　　流流動動資資産産合合計計 22,,882233,,669944 22,,880033,,448866 2200,,220088

　　２２　　固固定定資資産産

　　　　固固定定資資産産合合計計 00

　　　　資資産産合合計計 22,,882233,,669944 22,,880033,,448866 2200,,220088

ⅡⅡ　　負負債債のの部部

　　１１　　流流動動負負債債

　　　　　　預預　　　　りり　　　　金金 22,,440000,,000000 22,,440000,,000000 00

  　　　　流流動動負負債債合合計計 22,,440000,,000000 22,,440000,,000000 00

　　２２　　固固定定負負債債

　　　　　　固固定定負負債債合合計計 00

　　　　負負債債合合計計 22,,440000,,000000 22,,440000,,000000 00

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

　　　　正正味味財財産産合合計計 442233,,669944 440033,,448866 2200,,220088

負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計 22,,882233,,669944 22,,880033,,448866 2200,,220088

令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表

国国産産材材ママーークク事事務務局局事事業業
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　　　　　　　　科科                目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

　　　　　　　　　　事事業業収収益益

              　　　　　　事事業業収収入入

                  　　　　　　国国産産材材ママーークク収収入入

　　　　　　　　　　雑雑収収益益

　　　　　　　　　　　　　　受受取取利利息息

　　　　　　　　　　引引当当金金取取崩崩収収入入

                経経常常収収益益計計

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費

                  　　消消  耗耗  什什  器器  備備品品費費

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費

                  　　材材            料料            費費

      　　            車車      借借　　　　上上      料料

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会          議議              費費

            　　      会会            場場            費費

  　　                光光      熱熱      水水        料料

　　                  賃賃            借借            料料

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費

    　　              諸諸            謝謝            金金

　　                  租租      税税      公公        課課

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金

          　　        委委            託託            費費

                経経常常費費用用計計

                    当当期期経経常常増増減減額額

2200,,000000

2200,,000000

00

00

002200,,000000

2200,,000000 00

224444

224444

224444

224444

2200,,000000 00 2200,,000000

　　正正味味財財産産増増減減計計算算書書

　　　　　　　　((令令和和22年年  44月月  11日日かからら令令和和33年年  33月月3311日日ままでで))

（（単単位位::円円））

当当年年度度 前前年年度度 増増    減減

00 00 00

2200,,224444 224444 2200,,000000

3366 3366 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

00 00 00

3366 3366 00

00 00 00

2200,,220088 220088 2200,,000000

00 00 00

00 00 00

3366 3366 00
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特特別別会会計計
（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））
　　        　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

　　１１．．経経常常収収益益のの部部

　　　　①①事事業業収収益益 2200,,224444            224444                  2200,,000000              

　　　　　　　　事事業業収収入入 2200,,000000            00 2200,,000000              

　　　　　　　　　　国国産産材材ママーークク収収入入 2200,,000000            00 2200,,000000              

　　　　　　　　雑雑収収益益 224444                  224444                  00

　　　　　　　　　　受受取取利利息息 224444                  224444                  00

　　　　　　　　引引当当金金取取崩崩収収入入 00 00 00

　　　　経経常常収収益益計計 2200,,224444            224444                  2200,,000000              

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

　　        　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

　　２２．．経経常常費費用用

　　　　①①事事業業費費 3366 3366 00

　　　　　　　　事事業業費費 00 00 00

　　　　　　　　租租税税公公課課 3366 3366 00

　　　　経経常常費費用用計計 3366 3366 00

　　　　　　当当期期経経常常増増減減額額 2200,,220088            220088                  2200,,000000              

正正味味財財産産増増減減計計算算表表（（資資金金ベベーースス））

    令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで
令令和和２２年年４４月月１１日日かからら
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（（単単位位：：円円））

科科                目目 場場所所・・物物量量等等 金金　　　　額額 摘摘            要要

（（流流動動資資産産のの部部））

預預金金 普普通通預預金金 442222,,887788

国国産産材材ママーークク事事業業収収入入口口座座 442222,,887788

定定期期預預金金 22,,440000,,881166

国国産産材材ママーークク事事業業収収入入口口座座 22,,440000,,881166

　　　　流流動動資資産産合合計計 22,,882233,,669944

　　　　資資産産合合計計 22,,882233,,669944

（（流流動動負負債債のの部部））

預預りり金金 預預りり金金 22,,440000,,000000 　　

国国産産材材ママーークク 22,,440000,,000000

　　流流動動負負債債合合計計 22,,440000,,000000

負負債債合合計計 22,,440000,,000000

正正味味財財産産 442233,,669944

財財        産産        目目        録録

令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在

　　

特特別別会会計計
（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））
　　        　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

　　１１．．経経常常収収益益のの部部

　　　　①①事事業業収収益益 2200,,224444            224444                  2200,,000000              

　　　　　　　　事事業業収収入入 2200,,000000            00 2200,,000000              

　　　　　　　　　　国国産産材材ママーークク収収入入 2200,,000000            00 2200,,000000              

　　　　　　　　雑雑収収益益 224444                  224444                  00

　　　　　　　　　　受受取取利利息息 224444                  224444                  00

　　　　　　　　引引当当金金取取崩崩収収入入 00 00 00

　　　　経経常常収収益益計計 2200,,224444            224444                  2200,,000000              

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

　　        　　科科　　　　　　　　目目 当当年年度度 前前年年度度 差差引引増増

△△減減額額

　　２２．．経経常常費費用用

　　　　①①事事業業費費 3366 3366 00

　　　　　　　　事事業業費費 00 00 00

　　　　　　　　租租税税公公課課 3366 3366 00

　　　　経経常常費費用用計計 3366 3366 00

　　　　　　当当期期経経常常増増減減額額 2200,,220088            220088                  2200,,000000              

正正味味財財産産増増減減計計算算表表（（資資金金ベベーースス））

    令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで
令令和和２２年年４４月月１１日日かからら
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((単単位位：：円円))

科科　　　　　　　　目目 　　　　　　  当当年年度度 　　　　      前前年年度度 増増　　　　減減

ⅠⅠ　　資資産産のの部部

　　１１．．流流動動資資産産　　

　　　　　　現現金金 00 00 00

　　　　　　普普通通預預金金 662233,,992233 00 662233,,992233

　　　　　　定定期期預預金金 00 00 00

  　　　　流流動動資資産産合合計計 662233,,992233 00 662233,,992233

　　２２..  固固定定資資産産

固固定定資資産産合合計計 00 00 00

　　　　資資産産合合計計 662233,,992233 00 662233,,992233

ⅡⅡ　　負負債債のの部部

　　１１．．流流動動負負債債

　　　　　　未未払払金金　　 33,,111188,,003399 00 33,,111188,,003399

  　　　　流流動動負負債債合合計計 33,,111188,,003399 00 33,,111188,,003399

　　２２..  固固定定負負債債

　　　　　　固固定定負負債債合合計計 00 00 00

　　　　負負債債合合計計 33,,111188,,003399 00 33,,111188,,003399

ⅢⅢ　　正正味味財財産産のの部部

　　　　正正味味財財産産合合計計 △△  22,,449944,,111166 00 △△  22,,449944,,111166

　　　　負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計 662233,,992233 00 662233,,992233

外外　　国国　　人人　　技技　　能能　　実実　　習習

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在
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科科                    目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

                ①①受受取取入入会会金金

                ②②受受取取会会費費

        　　　　③③雑雑収収益益

                経経常常収収益益計計

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費

                  　　材材            料料            費費

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会            議議            費費

            　　      会会            場場            費費

    　　              賃賃　　　　　　借借　　　　　　料料

    　　              諸諸            謝謝            金金

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

          　　        委委            託託            費費

　　　　　　　　　　  雑雑                            費費

                経経常常費費用用計計

                    当当期期経経常常増増減減額額

正正味味財財産産増増減減計計算算書書

((令令和和２２年年  44月月  11日日かからら令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで))

2200

224400,,551177 224400,,551177

2200

22,,000000,,000000

00

44,,886600,,000000 44,,886600,,000000

22,,664400,,000000 22,,664400,,000000

77,,550000,,002200

00

22,,000000,,000000

77,,550000,,00220000

（（単単位位::円円））

当当年年度度 前前年年度度 増増          減減

00

55,,117700 55,,117700

330044,,880077 330044,,880077

114400,,886600 114400,,886600

22,,440000 22,,440000

00

00

00

00

00

770000,,000000 770000,,000000

99,,999944,,113366 99,,999944,,113366

△△  22,,449944,,111166

66,,660000,,338822 66,,660000,,338822

00

△△  22,,449944,,111166

00
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（（収収入入のの部部））

科科                    目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１　　経経常常収収益益のの部部

                ①①受受取取入入会会金金

                ②②受受取取会会費費

        　　　　③③雑雑収収益益

　　    経経常常収収益益計計

（（支支出出のの部部））

科科                    目目

    22　　  経経常常費費用用のの部部

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

              　　　　消消　　　　耗耗　　品品　　　　費費

    　　              諸諸            謝謝            金金

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

          　　        委委            託託            費費

                経経常常費費用用計計

    当当期期経経常常増増減減額額

正正味味財財産産増増減減計計算算表表（（資資金金ベベーースス））

((令令和和２２年年  44月月  11日日かからら令令和和３３年年３３月月３３１１日日ままでで))

当当年年度度 前前年年度度 増増          減減

（（単単位位::円円））

2200 2200

77,,550000,,002200 00 77,,550000,,002200

44,,886600,,000000 44,,886600,,000000

22,,664400,,000000

99,,999944,,113366 99,,999944,,113366

△△  22,,449944,,111166 00 △△  22,,449944,,111166

66,,660000,,338822 66,,660000,,338822

224400,,551177 224400,,551177

770000,,000000 770000,,000000

55,,117700 55,,117700

114400,,886600 114400,,886600

22,,440000 22,,440000

330044,,880077 330044,,880077

22,,000000,,000000 22,,000000,,000000

00

22,,664400,,000000

（（単単位位::円円））

当当年年度度 前前年年度度 増増          減減
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（（単単位位：：円円））

科科　　　　　　　　目目 金金　　　　額額 摘摘　　　　要要

（（資資産産のの部部））

　　　　　　普普通通預預金金 662233,,992233                    りりそそなな銀銀行行赤赤坂坂支支店店

　　　　　　合合　　計計 662233,,992233                    

（（負負債債のの部部））

　　　　　　未未払払金金　　 33,,111188,,003399                

　　　　　　合合　　計計 33,,111188,,003399                

  正正味味財財産産 △△　　22,,449944,,111166

  負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計 662233,,992233                    

財財　　産産　　目目　　録録

令令和和３３年年３３月月３３１１日日現現在在
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上記のとおり報告します。 

令和３年４月１９日 

 

一般社団法人 全国木材組合連合会   

会 長 鈴 木 和 雄  

 
 
 
 
 
 

上記について監査したところ正確であることを認めます。 

 
 

令和３年４月１９日 

 
 

監 事  庄 司 良 雄 ㊞ 

 

             監 事    近 藤 藤 嗣 ㊞ 

 

             監 事  海老原 光 男 ㊞ 
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第  ３  号　議　案

令和２年度

会 費 等 決 定 の 件
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令和３年度会費等決定の件

１会　費

（１）都道府県木連会員
（単位：千円）

都道府県木連 金　額 備　考 都道府県木連 金　額 備　考
北海道 1,819    滋　賀 285      
青　森 561      京　都 433      
岩　手 529      大　阪 1,000    
宮　城 456      兵　庫 681      
秋　田 782      奈　良 489      
山　形 403      和歌山 531      
福　島 595      鳥　取 272      
茨　城 410      島　根 328      
栃　木 433      岡　山 451      
群　馬 465      広　島 737      
埼　玉 456      山　口 400      
千　葉 529      徳　島 355      
神奈川 626      香　川 243      
山　梨 248      愛　媛 473      
東　京 1,725    高　知 437      
新　潟 627      福　岡 487      
富　山 377      佐　賀 183      
石　川 406      長　崎 212      
福　井 279      熊　本 484      
長　野 660      大　分 484      
岐　阜 581      宮　崎 484      
静　岡 1,000    鹿児島 484      
愛　知 1,030    沖　縄 90       
三　重 598      

計 25,618   

（２）業種別会員
（単位：千円）

金　額
168         
50          

168         
84          
84          

168         
84          
84          
84          
50          
84          

168         
84          
84          
84          
84          

168         
1,780       

(一社)日本特殊加工化粧板協会
ＮＰＯ法人日本バーク堆肥協会

(一社)木材産業退職金共済会
全国木材防虫ＪＡＳ協議会
日本集成材工業協同組合
(一社)日本フローリング工業会
日本複合・防音床板工業会
日本ツーバイフォーランバーＪＡＳ協議会

(一社)全国木造住宅機械プレカット協会

全国銘木連合会
全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会

団　　体　　名
(一社)全日本木材市場連盟
全国木材チップ工業連合会

日本木材防腐工業組合

(一社)全国木材市売買方組合連盟
全国素材生産業協同組合連合会

計

備　　　考

(一社)全国木材検査・研究協会

 



令和３年度会費等決定の件

１会　費

（１）都道府県木連会員
（単位：千円）

都道府県木連 金　額 備　考 都道府県木連 金　額 備　考
北海道 1,819    滋　賀 285      
青　森 561      京　都 433      
岩　手 529      大　阪 1,000    
宮　城 456      兵　庫 681      
秋　田 782      奈　良 489      
山　形 403      和歌山 531      
福　島 595      鳥　取 272      
茨　城 410      島　根 328      
栃　木 433      岡　山 451      
群　馬 465      広　島 737      
埼　玉 456      山　口 400      
千　葉 529      徳　島 355      
神奈川 626      香　川 243      
山　梨 248      愛　媛 473      
東　京 1,725    高　知 437      
新　潟 627      福　岡 487      
富　山 377      佐　賀 183      
石　川 406      長　崎 212      
福　井 279      熊　本 484      
長　野 660      大　分 484      
岐　阜 581      宮　崎 484      
静　岡 1,000    鹿児島 484      
愛　知 1,030    沖　縄 90       
三　重 598      

計 25,618   

（２）業種別会員
（単位：千円）

金　額
168         
50          

168         
84          
84          

168         
84          
84          
84          
50          
84          

168         
84          
84          
84          
84          

168         
1,780       

(一社)日本特殊加工化粧板協会
ＮＰＯ法人日本バーク堆肥協会

(一社)木材産業退職金共済会
全国木材防虫ＪＡＳ協議会
日本集成材工業協同組合
(一社)日本フローリング工業会
日本複合・防音床板工業会
日本ツーバイフォーランバーＪＡＳ協議会

(一社)全国木造住宅機械プレカット協会

全国銘木連合会
全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会

団　　体　　名
(一社)全日本木材市場連盟
全国木材チップ工業連合会

日本木材防腐工業組合

(一社)全国木材市売買方組合連盟
全国素材生産業協同組合連合会

計

備　　　考

(一社)全国木材検査・研究協会
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（３）賛助会員
（単位：千円）

金　額
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
30           
600          

2,000        
2,000        
2,600        

会費合計 29,998       千円

小計

(一社)日本林業土木連合協会

団　体　・　企　業　名
日本合板工業組合連合会
日本木材輸入協会
日本製紙連合会
林業・木材製造業労働災害防止協会

(一社)木のいえ一番協会
(一社)林業機械化協会

ナイス（株）

小計
全国木材協同組合連合会

宮川工機(株)
大日本木材防腐(株)

(一社)日本ＣＬＴ協会

計

備　　　考

(株)一条工務店
ニューハウス工業(株)
木構造振興(株)
(株)久我
庄司木材(株)

(一社)林道安全協会
兼松日産農林(株)
住友林業(株)
(株)ケー・エイチ・ケー
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第  ４  号　議　案

第  ５  号　議　案

第  ６  号　議　案

第  ７  号　議　案
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第４号議案　令和３年度借入金最高限度額決定の件

借入金最高限度額は、３千万円とする。

第５号議案　令和３年度役員報酬決定の件

役員の報酬は、年額2,000万円以内とする。
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第６号議案　定款変更の件

業務担当理事定数の変更

森林・林業・木材産業を取り巻く状況は年々多様化しており、木材産業への外国
人技能実習制度の導入、都市の木造化・木質化をはじめとする木材利用促進関連事
業の増加など、全国木材組合連合会及び全国木材協同組合連合会の取組もますます
増大する中、中央での各種会議、打合せに加え、各県での会議等への出席など役員
による機動的な対応が求められている。

ついては、定款第２０条の業務担当理事の定数を２名以内から３名以内に変更し
たい。

新旧対照表

新 旧
（役員）
第２０条　本会に次の役員を置く。
（１）理事　５３名以上６０名以内
（２）監事　２名以上３名以内

２　理事のうち１名を会長、９名以内を
副会長、１名を専務、３名以内を業務
担当理事とすることができる。

（役員）
第２０条　本会に次の役員を置く。
（１）理事　５３名以上６０名以内
（２）監事　２名以上３名以内

２　理事のうち１名を会長、９名以内を
副会長、１名を専務、２名以内を業務
担当理事とすることができる。
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第７号議案　役員選任の件

退　任　　　理事　　　　西　村　亮　彦（富　山）

新　任　　　理事　　　　田　口　　　護（事務局）
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（報告）

１．令和３年度　事業計画

２．令和３年度　収支予算
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令和３年度事業計画

第１  事業の方針

１　経済社会の動向
令和３年度においては、新型コロナウィルスの感染拡大により、我が国の社

会、経済が大きな影響を受ける中でも追い風の吹いている国産材利用拡大、と
りわけ非住宅建築物等の木造・木質化などの動きを減速させないための活動を継
続・拡充していくことが最も緊急かつ重要となっている。

このような環境の中、非住宅、中高層建築、外構など今まで木材があまり使わ
れてこなかった分野での需要拡大策を含む令和２年度補正予算及び令和３年度予
算並びに税制改正等が効果的に機能し、木材需要拡大が加速化することが期待さ
れている。

森林・林業・木材産業関連では、平成２８年６月に発表された「日本再興戦略　
2016」において、「林業の成長産業化」が位置づけられ、再生可能資源である森
林資源を持続的に循環利用し、森林の多面的機能を発揮させつつ、国産材の安定　
供給体制の構築と新たな木材利用の創出を図り、林業の成長産業化を実現するこ
とが重要な課題であるとされており、国内の森林を「伐って、使って、植えて、
育てる」循環利用の達成に向けた取組みを進める中で、木材利用拡大が林業の成
長産業化に欠くべからざる要素であるとの認識が確実に定着しつつある。

一方、現在見直し作業が行われている「森林・林業基本計画」においては、
令和７年及び令和１２年の総需要量をともに８７百万m3、木材の供給量を令和
７年で４０百万m3、令和１２年で４２百万m3とし、自給率をそれぞれ４６％、
４８％に設定しており、自給率５０％の達成を着実に目指す計画となっている。

そして、そのための具体的方策として、「ICTを活用した商物分離」、「JAS規
格の合理化」、「非住宅分野等の木造・木質化」等を政策の柱と位置付け、木材
産業全体の競争力強化を図ることとしている。

このような施策が次々と打ち出され、国産材の安定供給体制の確立と木材需要
拡大のための多様な施策の効果によって、「伐って、使って、植えて、育てる」
という森林資源の循環利用が具体化していくこと取組の前進が期待される。

２　木材利用・木材産業の動向と課題 
（１）　令和２年の新設住宅着工は、新型コロナウィルス感染症の感染拡大による経

済の停滞等から、昨年から約１割減となる８１５千戸、うち木造住宅は４７９千
戸となり、木造率は５９％と平成２１年以降５０％台が続く実績となった。

令和３年度についても引き続き感染症の影響が懸念される中、林野庁補助事
業を最大限に活用し、非住宅、特に都市での木材需要拡大とともに木材需要構
造の変化に柔軟に対応できる産業構造の確立等に取り組むことが必要となって
いる。　
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2050カーボンニュートラルの達成に向け都市での木材需要拡大のためには、
木材利用が地球環境の保全に貢献することや地域経済活性化の重要なファク
ターであることへの理解を広めるとともに、耐火性能の向上等技術的課題を克
服し、戦後永く続いてきた街づくりにおける非木材化の流れを「木材を優先す
る（ウッドファースト）街づくり」へと変えていくことが必要である。

（２）　住宅部門においては、地域材の活用に対する助成措置の定着などにより「木造」
への関心が広まりをみせてはいるものの、今後、少子化等により住宅着工の伸
びが期待し難いと見込まれる情勢の中、住宅部門におけるリフォーム事業での
木材利用の拡大、公共建築物、商工業施設等非住宅部門、外構、身の回り製品
等多様な分野での木材利用を進めて、住宅以外への依存率を高めていくことが
喫緊の課題となっている。

（３）　公共建築物等における木材利用については、法制度に基づく市町村方針は全
体の９３％の市町村で策定が行われており（令和３年２月末現在）、学校の木造
３階建て建築に関連した建築基準改正などの流れを受け、民間の公共施設を含
め木造・内外装木質化への指向は高まってきている。また、新たな木製耐火資
材など工法・部材の開発も次々に進められている。これらの部門における木造化・
木質化は、林野庁の非住宅向け助成事業の効果もあり、各地での街づくり、商
工業施設等への木材利用にも大きく波及していくことが期待され、さらなる取
り組みが求められている。

（４）　木材を使う街づくりへの取り組み、すなわち低層の高齢者介護施設、学校、
図書館などの木造・木質化をはじめ、中高層建築、商工業施設の木造・木質化、
大阪北部地震の際に危険性が指摘されたブロック塀から木塀への転換など、公
園・道路・歩道等街角のあらゆる空間において木材利用を推進するとともに、
それらへの利用技術の開発・提案、普及 PR 等も推進していく必要がある。

また、急速に拡大している木質バイオマス利用や原木の木材輸出に対して
は、「伐って、使って、植えて、育てる」森林の循環利用を推進する観点か
ら、適切な対応が課題となってきている。

（５）　気候変動など地球規模での環境問題については、2015 年末にパリで合意され
た 2020 年以降の温暖化対策の中で森林整備が引き続き、位置づけられており、
すでに気候変動緩和への貢献が認められている伐採された後の木材が炭素を貯
蔵する能力についての国民の理解を深め、木材を積極的に活用していく社会づ
くりを進めるためのアピールを一層幅広く展開することが重要となっている。

また、国連の「持続可能な開発目標（SDG’s）」は、環境への貢献だけでな
く、今後の社会、企業活動の規範として定着しつつあり、持続可能な循環型資
源としての木材、地域型資源としての国産材の価値の再評価につながってきて
いる。
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さらに、公共建築物への木材利用促進、木材利用ポイント事業の実施、2020
年東京オリンピック・パラリンピック施設等での木材利用等を通じて、違法伐
採対策推進のための合法性・持続可能性が証明された木材・木製品、森林認証
材の使用への関心が高まるとともに、国際的な違法伐採対策強化の動きがある
中で、合法木材の供給・利用を政府調達から民間需要への拡大及び川下の工務
店等も対象とした「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（ク
リーンウッド法）」については、平成２９年５月に施行され、木材関連事業者
の登録事務も開始されている。

今後、平成１８年から取り組んできたグリーン購入法と林野庁ガイドライン
に基づく認定制度を通じて合法木材供給を進めてきた実績を最大限に活用し、
新たな法律に的確に対応するとともに、認定制度の信頼性を確保し、利用者、
消費者に対して合法伐採木材の利用拡大を一層進めていく必要がある。

（６）　国内の木材産業は、大型化、機械設備の高度化が進展してきているが、一方
では後継者不在等による事業撤退の動きが進行しており、地域における木材の
利用・加工の担い手の弱体化が懸念されている。国内木材産業の再興のためには、
木材産業が地方創生に果たす役割をアピールするとともに、加工・流通の一層
の効率化、事業活動の維持発展のための製材品需要拡大への取り組みが期待さ
れている。そのため、木材関連事業者の連携による安定した生産・加工、製品
供給の体制の構築とともに、製材・加工工場にとって不可欠な原木安定確保の
ための体制の確立が重要である。

また、高齢化、働き方改革、東京一極集中が進む中で、特に地方の労働力不
足は、製造、輸送、販売などあらゆる分野に影響を及ぼしてきている。一方、
東南アジア諸国には我が国の製材部門への外国人技能実習制度の導入へのニー
ズも見られる。

（７）　木材貿易関連については、ＴＰＰ１１、日ＥＵ経済連携協定、日米貿易協定
が発効し、新たな国際貿易の枠組みへの対応が求められており、国産材の安定
供給体制の整備とともに木材産業の国際競争力強化が重要な課題となっている。

また、木材輸出については、令和元年の輸出額は前年に比べて１割弱増加し
たが、米中貿易摩擦、中国の経済成長鈍化の動きにより、中国への木材輸出は
減少し始めており、米国へのスギ板材の輸出の増加など、新たな輸出先国の開
拓、丸太輸出から付加価値の高い製材加工品の輸出あるいは米国、欧州、東南
アジア諸国等で始まっている合法性の確認などに対応した木材供給など体制の
整備を図っていくことが重要である。

（８）　建築物や家具に使用される木材については、品質性能の確かなＪＡＳ製品に
加え、産地の証明された木材、未利用樹種や早生樹の使用への関心が高まって
きており、これらにきちんと対応できる木材の供給体制の構築および大径化す
る国産材への技術的な対応が早急に求められている。
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３　事業計画の重点
木材利用を優先する社会（ウッドファースト社会）の実現をめざし、地球温暖

化防止、地域社会の活性化に大きく貢献する木材の利用を拡大するため次の事業
を重点事項として取り組むものとする。
ア　温暖化防止、地域社会の活性化に貢献する木材利用の推進
イ　住空間、街づくりへの総合的な木材利用拡大への取り組み
ウ　木材産業の経営安定化に向けた産業構造の確立
エ　安全・安心の木材利用・供給の推進
オ　組織活動の活性化等

第２  事業計画

Ⅰ  温暖化防止・地域活性化に貢献する木材利用の推進

地球温暖化防止、地域創生、人々の健康的な暮らしに不可欠な木材利用の積極
的な普及活動、施策提案等に取り組む。

１　ウッドファースト社会実現に向けての取組
ア　国民の間に、木材利用の地球温暖化防止対策、地方創生にはたす役割につい

て理解が醸成されつつある中、ウッドファースト社会実現のために森林・林業・
木材産業関係者が率先して行動を展開する体制の強化に努める。

イ　森林・林業・木材産業関係者が木材利用拡大を進める上での課題について共
有し、国、地方自治体に対して、木材利用を優先する社会実現への理解と支援
策の構築を働きかける。

２　消費者、需要者への普及活動　
ア　普及活動の実施

（ア）　規模の大きい展示会、全木連 HP 等において、木材の特質や住宅・街づく
り等における木材利用などに関する各種知識・情報の提供、普及啓発に取り組む。

（イ）　建築関係団体、消費者・需要者などと幅広く連携を図るとともに、木材 PR
ポスター、カレンダー、リーフレットの作成配布、補助事業を活用したマスコ
ミへの PR などにより、効果的な木材利用の普及に努める。

イ　木材利用に関する教育活動等の推進
（ア）　小・中・高校生の木材利用普及のため、木材を使用した「ものづくり」、「木

工・工作」コンクールへの協力などにより、児童生徒はもとより、教職員、保
護者も含めた「木育」活動を推進する。
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３　地球温暖化防止対策としての木材利用
 （１）　木質バイオマス利用等の促進

ア　 化石燃料の削減への貢献や未利用材・間伐材の有効活用のため、木質バイオ
マスについて法制度に基づく発電利用のほか、くらし、農業・水産業、木材加
工施設等における発電、熱利用等の促進に取り組む。

その場合、地域の木材需要の動向に配慮しつつ、林野庁の「発電利用に供す
る木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に即した適切な供給体制構築
などの推進に取り組む。

また、地域の森林資源が総体として最大の価値を生み出すよう、間伐材、林
地残材、木くず・バーク等工場残材、建築解体材等の木質バイオマスの効果的
なカスケード利用のための手法の開発を推進する。

イ　 併せて低コストかつ安定的な供給体制の構築のため、路網整備、機械化、担
い手の確保等を推進する。

（２）　気候変動問題等への対処
気候変動問題への取組みの中に森林整備、伐採後の木材利用が正式に位置付け

られたことを受け止め、非住宅を含む建築物の木造化、内装、外構の木質化が企
業のＣＳＲ活動の一環として評価されるような仕組みの構築に向けた取組を推進
する。

また、国民の間に浸透してきているSDG’sの取組を活用し、循環型資源、地域型
資源である国産材の需要拡大への理解を一層深める活動を幅広く展開する。

（３）　違法伐採対策の推進等
ア　違法伐採対策に関しては、平成 29 年 5 月に施行された「合法伐採木材等の流

通と利用の促進に関する法律（クリ―ンウッド法）」に対応して、輸入国として
先進的な取組を導入してきた経緯に鑑み、政府や国際的な動きに協調した上で、
新たに木材関連事業者として位置付けられた工務店等川下への働きかけを行い、
効果的な施策の推進を図るとともに、合法性等の証明された木材・木材製品の
利用普及、供給体制整備、信頼性向上のための取組を強化する。

イ　また、海外の林業・木材関係機関等と連携、協調して必要な情報の収集に努
める。

Ⅱ　住空間、街づくりへの総合的な木材利用の取組

住宅、公共・商工業施設、身の回りの日常用品等への木材・国産材の利用促進活
動を積極的に推進するとともに、これらに関する施策・税制などの充実強化に取り
組む。

1　住空間への取組
（１）　木造住宅等の取組

ア　住宅部門における木材利用は、極めて重要で、その拡大のための消費者・需

－ 81 －



要者に対する多様な普及ＰＲや部材・製品開発等を推進する。また地域住宅の
ブランド化、木造建築の技術先導、木造住宅施工能力向上・継承などの地域材
利用の木造住宅づくり対策に積極的な参画を推進する。

イ　木材を使った住宅の耐震化や省エネ住宅リフォーム、工法・製品開発等を推
進する。

（２）　建築関係諸制度への対応
建築関係諸制度については、木材利用促進が図られることを基本として引続

き適切な対応に取り組むこととし、必要な規制見直し、制度・対策、設計仕様
等基準の充実・税制改正等に取り組む。

また、改正される建築基準法、住宅品質確保促進制度等に適切に対応するた
め、品質性能が明確な「安心」「信頼」のJAS製材品、乾燥材の生産、供給の促
進に取り組む。

（３）　建築関係者との連携促進等
木材の利用拡大のため、これまで強化してきた各地域における建築・設計関

係団体等との連携の枠組みの強化に取り組む。
また、地域の木材関連事業者や工務店等の連携による地域型住宅づくり、顔

の見える木材での家づくり、消費者へのサービス提供等を効果的に推進する。

２　街づくり・公共建築物等への木材利用 
住宅のほか、公共建築物、商工業施設などを含め街づくり全体への木材利用の

推進に取り組む。
（１）　公共建築物にあっては法制度に基づく国等施設の着実な木造化、木質化、市

町村方針策定の一層の拡大とそれに基づく実効性確保の推進活動に取り組むと
ともに、公共建築物から民間建築物への拡大するための取組を具体化する。

また、木材利用推進中央協議会と連携し、制度・基準、国等の整備支援対策
や建築事例などの普及、情報提供に取り組むとともに、部材・工法開発等を推
進する。  

（２）　林野庁補助事業も活用し、非住宅、中高層建築物の木造化、木質化を推進す
るとともに外構における木材利用など、商工業施設、公園・道路・歩道等街角
のあらゆる空間において、木造化、内装材利用、遮熱材利用、ルーバー・デッ
キ等での利用などを拡大するとともに、それらへの利用技術の開発・提案、普
及 PR 等の強化に取り組む。

（３）　また、身の回りの日常用品、机、椅子等家具への一層の木材利用推進に取り
組む。

３　地域材・国産材の利用拡大　
木材自給率５０パーセントの実現に向け、地域材・国産材の利用拡大に１及び

２のほか次の事項に取り組む。
（１）　ホームページを活用し、「木材利用推進中央協議会」、「国産材マーク」、「国産
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材を活用し日本の森林を守る運動推進協議会」、「森林を活かす都市の木造化推
進協議会」等、中央・地方の木材・建築関係団体、消費者団体、ＮＰＯ等との
連携による取組に努める。

（２）　木材利用推進計画等関係機関の取り組みに対応し、施設・ 事務所等への地域
材利用の推進、着実な木材供給の推進に取り組む。

（３）　地域材製品・部材等の安定的な供給、製品開発、特に製材品 ( ムク材 ) の利用
の促進に取り組む。

Ⅲ　木材産業の成長産業化に向けた産業構造の確立

１　木材産業の経営安定化の取組
（１）　経営の安定化対策

木材産業の経営安定・振興のため、融資・保証制度、税制の積極的な有効活
用の推進と制度充実に取り組む。
ア　設備・運転資金の円滑な確保のための、日本政策金融公庫の林業・木材関

係資金、木材産業等高度化推進資金、セ－フティネット保証等中小企業及び
農林漁業関連信用保証制度、地域材利用促進のための緊急利子助成制度など
の有効活用と制度充実、中小企業信用補完制度の見直しへの対応。

イ　経営革新等中小企業対策、事業再生・ものづくりなどの支援対策の有効活
用と制度充実。

ウ 消費税の適正な転嫁の推進
（２）　雇用対策等

ア　雇用調整助成金や雇用創出に係る関係事業などの有効活用を推進。
イ　働き方改革を進める中で、企業経営に係る諸制度や環境、厚生労働等諸制

度・施策の遵守（コンプライアンス）に係る制度等を普及推進。
ウ　東南アジア諸国のニーズや現場の実態、要望を踏まえ、木材産業への外国

人技能研修生の導入などの対応に取り組む。
（３）　労働安全対策等

労働安全対策の推進は重要であり、木材・木製品製造業のゼロ災・労働安全
の確保活動に積極的に取り組むとともに、政府の働き方改革への対応を進め、
魅力ある木材産業となるよう環境整備に努める。

（４）　新型コロナウィルス感染症対策
令和元年１月に中国で発生し、アジア、米国、欧州で爆発的な感染拡大が起

きている新型コロナウィルス感染症については、貿易、人・モノの動きの阻害
による経済活動の停滞、消費意欲の減退など深刻な影響が出始めており、収束
が見通せない中ではあるが、セーフティネット保証制度、雇用調整助成金、農
林漁業信用基金制度などを活用し、当面の資金手当ての確保を図るとともに、
状況に応じた対策について関係機関等への要請、要望を実施する。
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２　効率的な加工・流通体制の確立
木材の需要構造に的確に対応できる効率的な加工・流通体制の確立の促進に取

り組む。
（１）　中小工場の有機的連携と原料転換

中小製材工場等が有機的に連携して品質管理、乾燥材等品質性能の確かな製
品づくり、丸太輸入環境の変化に対応して国産丸太への原料転換などを推進する。

（２）　高度な木材加工・流通構造の確立
ア　地域木材産業の実情を踏まえつつ、機械施設の高度化等による効率的な

木材の加工・流通体制の構築、木材製品の高付加価値化への取り組を推進す
る。特に品質の安定した乾燥材生産・供給の大幅拡大を強力に推進する。

イ　木材産業関連助成・交付金、林業・木材産業改善資金、日本政策金融公庫
の林業・木材関係資金、木材産業等高度化推進資金、地域材利用促進のため
の緊急利子助成制度、素材生産・木材加工等機械施設のリース・利子助成制
度などの有効活用と制度の充実に取り組む。

ウ　また、農林漁業成長産業化ファンド（株式会社農林漁業成長産業化支援機
構法に基づくもの）、農商工等産業連携施策などの有効活用と制度充実に取
り組む。

エ  住宅工法、公共・商工業施設、公共工事など多様なニーズに応じた安定的な
製品加工・供給の推進並びに木材流通の変化等への的確な対応を推進する。

（３）　地域材丸太の安定供給・確保体制への取組
ア　原木の安定供給・確保体制の構築のため、①需給動向に応じて弾力的に供

給できる計画伐採体制、関係者間の広域的な情報交換等、②施業の集約化や
路網・高性能機械の整備による低コスト生産システムの展開や高度技能担い
手の確保の推進、③ストックヤード・輸送の大型化等による流通の効率化・
コスト低減の推進などについて、全素協、全森連、全市連等と連携して推進
する。

イ　製材、合板、チップ、バイオマス利用等森林資源の最大限の活用を推進する。
ウ　素材生産の規模拡大、生産性向上等のために必要な機械施設整備に係る助

成・交付金、リース・融資等制度、さらに運転資金関係制度の有効活用と制
度充実に取り組む。 

（４）　技術・製品開発の取組
ア　効率的で原木の大径化にも対応する製材加工システム、一層の効率的な乾

燥技術など木材加工機械等の技術開発促進と産・学・官の連携体制強化を推
進する。

イ  木造住宅の振興のための工法、性能、維持管理に関する技術開発を推進す
る。また、消費者・需要者ニーズに即応した内装材、壁材、リフォーム・耐
震改修用部材、木製フェンス等部材・利用技術開発を推進する。特に、地域
材・国産材の利用が低位な梁、桁、2×4工法への利用開発を推進する。

ウ　中高層の建築物の木造化・木質化促進のため、部材、工法等の開発を推進
する。
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（５）　木材貿易・海外との交流
ア　国産材の海外への輸出促進

木材輸出振興協議会等と連携して、家具等を含めた国産材製品の輸出拡
大、特に付加価値が期待できる輸出の拡大に向けての取組を引続き推進する。

イ　木材貿易問題への対応
（ア）　関係団体等との連携の下に、既に発効したＴＰＰ１１、日ＥＵ経済連

携協定、日米貿易協定による木材貿易の動向に重大な関心をもって見守
るとともに国内対策の一層の充実、効果的な実施に努める。

（イ）　米国、ＥＵ各国、インドネシア、マレーシア等の木材関連団体などと
の意見交換を引続き実施する。

（ウ）　輸入木材、木材製品のクリーンウッド法への対応について、合法木材
認定事業者への情報提供等に努める。

３　東日本大震災及び平成２８年熊本地震の復興・復旧と木材需給安定の取組
木材関連被災事業者の再建・事業振興のための機械施設整備、運転資金確保等

支援対策、原発事故関連の被災事業者の再建、放射能汚染に関連する木材製品、
バーク等の適切な処理対策などに引き続き取り組む。

Ⅵ　安全・安心の木材利用・供給の推進

１　品質の確かな木材製品、認証木材等の普及　
非住宅、中高層建築物においては構造計算に耐えられる品質性能の明確な木材

製品の供給が不可欠であり、ＪＡＳ製材品の利用・供給、製材品のホルムアルデ
ヒド放散量等級表示並びに産地等の証明のある木材・国産材使用への関心の高ま
りに対応して、産地認証材・合法性証明木材の供給体制整備を引き続き促進する。

（１）　ＪＡＳ制度、ＪＡＳ木材製品の利用・供給の促進
ア　 一般消費者・需要者建築関係者並びに木材の加工・流通事業者に対して、

全市連、全買連と共同してＪＡＳ製材品普及推進展示会を引続き開催すると
ともに、ホームページ、木材利用イベント、マスコミ等を通じて「信頼でき
るＪＡＳ製材品」の利用普及と供給促進に取り組む。

イ   国、独立行政法人、都道府県、市町村などの公共建築物への製材ＪＡＳ製
品の率先使用を推進する。

ウ   都市部における木材利用拡大のためにはゼネコン等の要求に応えられる部
材供給の図る必要があり、その手段としてのＪＡＳ製品の重要性について木
材産業関係者への普及を促進する。

また、そのために林野庁補助事業を最大限に活用し、非住宅、中高層分野
でのＪＡＳ構造材の利用拡大について、施主、設計者、施工者、材料供給者
が連携を強化する幅広い取組を展開する。
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エ　 都道府県産認証木材制度へのＪＡＳ製材規格の活用とそれら制度に基づく
認定工場のＪＡＳ製材認定工場登録を推進する。また、必要な制度改善、規
格見直し等の検討・提案活動に取り組む。

（２）　製材品のホルムアルデヒド放散量等級表示制度の適切な実施
シックハウス対策として不可欠な木材製品ホルムアルデヒド放散量等級表示に

ついて、ＪＡＳ制度では基準化されていない木材製品に係る表示登録制度を引続
き適切に実施する。 

（３）　合法木材・都道府県産認証材の取組
ア　平成２９年５月に施行された「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関

する法律（クリーンウッド法）」に対応して、認定供給事業者が信頼できる
供給者であることを広く発信し、違法伐採対策への需要者、消費者の理解を
進め、民間需要における合法木材利用拡大を図るため、展示会等への出展、
各種メディアを活用した普及活動を展開する。

イ　クリーンウッド法に基づく制度への円滑な移行と認定制度の信頼性の確保
のため、認定団体、認定供給事業者等を対象とした研修会、シンポジウム等
を開催する。

ウ　都道府県産材認証制度、木材表示制度の一層の充実及びそれに基づく製品
供給の推進に取り組むとともに都道府県の枠を超えた取組の在り方について
も検討する。

２　木材の健康・安全対策
  （１）　木材の健康性能の普及

ア　 木材が含んでいるテルペン類等の健康面への効用など、木材が優れた資材
であることの普及に引続き取り組む。

イ　  アセトアルデヒドやT－VOCの規制等の動きについては木材利用促進に支
障がないよう引続き適切に対応する。

ウ　 自然素材（ムク材）は、健康に影響のある化学物質を放散しないことをPR
し内装材などへの一層の利用促進に取り組む。

　

Ⅴ 組織活動の活性化等

１　全国木材産業振興大会の開催
第５５回全国木材産業振興大会を、１０月１４日に北海道において北海道支部

の協力の下に開催する。

２　団体活動の活性化等
  （１）　制度・施策の提言等

国・地方の行政機関や林業・木材産業、木造住宅等関係団体、試験研究機関
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との意見交換、木材利用拡大を通じた木材・木材産業振興のための提言活動等
を積極的に実施する。 

（２）　関係団体との連携強化
木材利用推進の飛躍的な拡大を図るため、「森林を活かす都市の木造化推進

協議会」を中心に、森林・林業・木材、建築、中小企業・消費者の関係団体等
との連携強化を推進する。

（３）　活動の活性化のための広報活動、施策情報提供等の取組
ア　全木連ホームページ、全木連時報を充実し、木材の特質・利用推進、木利

用・木材産業関連諸制度、金融税制、販売、技術情報等を幅広く適時適切に
提供・普及する。

イ　会員間の各種情報の共有化を推進する。
（４）　各種委員会の開催

木材利用推進、木材産業振興の政策提言等のために委員会の開催を実施する。
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科科                目目

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

                ①①受受取取会会費費

                ②②負負担担金金収収入入

                ③③事事業業等等収収入入

                    　　事事　　務務　　収収　　入入

                    　　事事　　業業　　収収　　入入

                        　　出出　　版版　　事事　　業業

　　　　　　　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定収収入入

                        　　貸貸　　室室　　収収　　  入入

                ④④受受取取補補助助金金等等

                  　　  国国庫庫補補助助金金

              　　　　  受受託託事事業業収収入入

                ⑤⑤雑雑収収益益

                経経  常常  収収  益益  計計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　((令令和和33年年  44月月  11日日かからら令令和和44年年  33月月3311日日ままでで))

335500,,000000 335500,,000000

773366,,992200,,000000 885588,,445555,,000000

663377,,008866,,000000 777711,,449900,,000000

99,,335500,,000000 99,,335500,,000000

664466,,443366,,000000 778800,,884400,,000000

66,,442277,,000000 66,,336688,,000000

1122,,008888,,000000 1111,,771188,,000000

55,,551111,,000000 55,,220000,,000000

33,,222200,,000000

4444,,882288,,000000 3322,,229999,,000000

（（単単位位::円円））

当当年年度度 前前年年度度 摘摘　　　　要要

5566,,991166,,000000 4444,,001177,,000000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令令和和３３年年度度収収支支予予算算書書総総括括表表

33,,222200,,000000

2299,,999988,,000000 3300,,002288,,000000

令令和和３３年年度度収収支支予予算算

115500,,000000 115500,,000000
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科科                目目

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費

                  　　消消  耗耗  什什  器器  備備品品費費

              　　　　消消　　  耗耗    　　品品  　　費費

                  　　材材            料料            費費

      　　            車車      借借　　　　上上      料料

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会            議議            費費

            　　      会会            場場            費費

  　　                光光      熱熱      水水        料料

　　                  賃賃            借借            料料

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費

    　　              諸諸            謝謝            金金

　　                  租租      税税      公公        課課

　　　　　　　　　　  交交　　  際際　　  諸諸　　    費費

　　　　　　　　　　  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金

          　　        委委            託託            費費

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金

                ②②管管理理費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金

                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費

                  　　消消  耗耗  什什  器器  備備品品費費

              　　　　消消　　  耗耗　　  品品　　　　費費

                  　　材材            料料            費費

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費

    　　              会会            議議            費費

            　　      会会            場場            費費

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費

　　                  賃賃            借借            料料

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費

    　　              諸諸            謝謝            金金

      　　            交交      際際      諸諸        費費

　　                  租租      税税      公公        課課

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金

　　                  委委　　　　　　託託　　　　　　費費

　　　　　　　　　　  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費

            　　      登登            記記            料料

      　　            退退職職金金引引当当  金金繰繰  入入

                経経  常常  費費  用用  計計

                      当当期期経経常常増増減減額額

116600,,000000

00

4400,,000000

664400,,000000

110000,,000000

5500,,000000

44,,000000

111188,,000000

11,,002255,,000000

5500,,000000

116600,,000000

00

773399,,667799,,000000 886611,,443355,,000000

△△  22,,775599,,000000 △△  22,,998800,,000000

4455,,000000 4455,,000000

440000,,000000 440000,,000000

44,,000000

110000,,000000

4400,,000000

664400,,000000

（（単単位位::円円））

4477,,000000 4477,,000000

22,,008866,,000000 22,,114411,,000000

00

225500,,000000 225500,,000000

00 00

110000,,000000 110000,,000000

00

11,,661122,,000000 22,,770022,,000000

220000,,000000 220000,,000000

332200,,000000 332200,,000000

11,,886677,,000000 11,,886677,,000000

44,,778800,,000000 22,,220011,,000000

443322,,000000 440011,,000000

1155,,115533,,000000 1133,,228877,,000000

11,,660000,,000000

11,,990033,,000000 11,,550022,,000000

226600,,000000 226600,,000000

3300,,000000

449911,,116666,,000000 555511,,003333,,000000

112255,,000000 112255,,000000

44,,553377,,000000 22,,007711,,000000

1122,,448866,,000000

4433,,334411,,000000

00

111188,,000000

11,,669900,,000000 66,,118866,,000000

884400,,000000 884400,,000000

00 00

1100,,113311,,000000 66,,333377,,000000

77,,998833,,000000 2277,,228877,,000000

330000,,000000 330000,,000000

5500,,000000 5500,,000000

00 00

33,,884455,,000000 00

3300,,223333,,000000 5533,,889955,,000000

77,,887700,,000000 44,,881199,,000000

1122,,445500,,000000 1188,,330044,,000000

1177,,889977,,000000 1177,,228844,,000000

00 110000,,000000

99,,228899,,000000 1122,,668800,,000000

5522,,338844,,000000 9900,,004422,,000000

当当年年度度 前前年年度度 摘摘　　　　要要

772244,,552266,,000000 884488,,114488,,000000

1122,,225588,,000000

11,,660000,,000000

00

885555,,000000

3399,,000000 3399,,000000

7788,,000000 7788,,000000

2277,,553322,,000000 2299,,004488,,000000
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（（単単位位::円円））

科科                目目
木木材材普普及及・・調調査査
事事業業

認認証証木木材材のの普普及及
事事業業

小小計計 出出版版事事業業 そそのの他他事事業業 小小計計 法法人人会会計計

ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

    １１．．経経常常増増減減のの部部

        ((11))  経経常常収収益益

                ①①受受取取会会費費 00 00 00 00 00 00 2299,,999988,,000000

                ②②負負担担金金収収入入 00 00 00 33,,222200,,000000 00 33,,222200,,000000 00

                ③③事事業業等等収収入入 00 115500,,000000 115500,,000000 5566,,776666,,000000 00 5566,,776666,,000000 　　

                    　　事事　　務務　　収収　　入入 00 00 00 4444,,882288,,000000 00 4444,,882288,,000000 00

                    　　事事　　業業　　収収　　入入 00 115500,,000000 115500,,000000 1111,,993388,,000000 00 1111,,993388,,000000 00

                        　　出出　　版版　　事事　　業業 00 00 00 55,,551111,,000000 00 55,,551111,,000000 00

                        　　木木材材製製品品認認定定事事業業 00 115500,,000000 115500,,000000 00 00 00 00

                        　　貸貸　　室室　　収収　　  入入 00 00 00 66,,442277,,000000 00 66,,442277,,000000 00

              ④④受受取取補補助助金金等等 00 00 00 00 664466,,443366,,000000 664466,,443366,,000000 00

                  　　国国庫庫補補助助金金 00 00 00 00 663377,,008866,,000000 663377,,008866,,000000 00

              　　　　受受託託事事業業収収入入 00 00 00 00 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000 00

              ⑤⑤雑雑収収益益 00 00 00 00 00 00 335500,,000000

                経経常常収収益益計計 00 115500,,000000 115500,,000000 5599,,998866,,000000 664466,,443366,,000000 770066,,442222,,000000 3300,,334488,,000000

        ((22))  経経常常費費用用

                ①①事事業業費費

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬 22,,227755,,000000 661111,,000000 22,,888866,,000000 66,,440033,,000000 00 66,,440033,,000000

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当 55,,440000,,000000 11,,664411,,000000 77,,004411,,000000 1133,,882266,,000000 3311,,551177,,000000 4455,,334433,,000000

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金 330055,,000000 112211,,000000 442266,,000000 11,,668866,,000000 1155,,778855,,000000 1177,,447711,,000000

                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金 00 00 00 00 00 00

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費 11,,996644,,000000 335577,,000000 22,,332211,,000000 55,,554499,,000000 00 55,,554499,,000000

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費 779977,,000000 66,,000000 880033,,000000 33,,333399,,000000 88,,330088,,000000 1111,,664477,,000000

                      委委　　員員　　等等　　旅旅　　費費 00 00 00 00 33,,884455,,000000 33,,884455,,000000

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費 115500,,000000 6622,,000000 221122,,000000 22,,551133,,000000 2277,,550088,,000000 3300,,002211,,000000

                  　　減減　　価価　　償償　　却却　　費費 33,,000000 1144,,000000 1177,,000000 3333,,000000 00 3333,,000000

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費 00 00 00 00 00 00

              　　　　消消　　  耗耗    　　品品  　　費費 44,,000000 1155,,000000 1199,,000000 11,,116699,,000000 66,,779955,,000000 77,,996644,,000000

                  　　材材            料料            費費 330000,,000000 00 330000,,000000 00 00 00

      　　            車車      借借　　　　上上      料料 00 00 00 00 00 00

    　　              印印    刷刷    製製    本本    費費 113300,,000000 8833,,000000 221133,,000000 66,,008899,,000000 33,,882299,,000000 99,,991188,,000000

    　　              会会            議議            費費 3388,,000000 2299,,000000 6677,,000000 11,,662233,,000000 00 11,,662233,,000000

            　　      会会            場場            費費 5500,,000000 3300,,000000 8800,,000000 776600,,000000 00 776600,,000000

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費 2222,,000000 55,,000000 2277,,000000 9988,,000000 00 9988,,000000

    　　              賃賃　　　　　　借借　　　　　　料料 11,,445511,,000000 335577,,000000 11,,880088,,000000 88,,223311,,000000 1177,,449933,,000000 2255,,772244,,000000

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費 99,,000000 1111,,000000 2200,,000000 113388,,000000 4433,,118833,,000000 4433,,332211,,000000

    　　              諸諸            謝謝            金金 00 00 00 00 885555,,000000 885555,,000000

　　                  租租      税税      公公        課課 00 00 00 00 00 00

      　　            交交      際際      諸諸        費費 2200,,000000 3399,,000000 5599,,000000 5599,,000000 00 5599,,000000

　　                  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費 11,,000000 22,,000000 33,,000000 2277,,000000 00 2277,,000000

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金 111199,,000000 9900,,000000 220099,,000000 44,,332288,,000000 00 44,,332288,,000000

    　　              支支      払払    寄寄  付付    金金 118800,,000000 8800,,000000 226600,,000000 00 00 00

          　　        委委            託託            費費 11,,003300,,000000 8800,,000000 11,,111100,,000000 22,,773388,,000000 448877,,331188,,000000 449900,,005566,,000000

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金 118855,,000000 5555,,000000 224400,,000000 11,,336600,,000000 00 11,,336600,,000000

                ②②管管理理費費 1155,,115533,,000000

                  　　役役　　　　員員　　　　報報　　酬酬 11,,990033,,000000

                  　　給給　　　　料料　　　　手手　　当当 44,,778800,,000000

                      賃賃　　　　　　　　　　　　　　金金 443322,,000000

                      事事　　務務　　負負　　担担　　金金 220000,,000000

                  　　福福　　利利　　厚厚　　生生　　費費 11,,661122,,000000

                  　　旅旅　　費費　　交交　　通通　　費費 11,,886677,,000000

                  　　通通　　信信　　運運　　搬搬　　費費 332200,,000000

                  　　消消  耗耗什什器器  備備  品品  費費 00

              　　　　消消　　  耗耗　　  品品　　　　費費 110000,,000000

                  　　材材　　　　　　料料　　　　　　費費 00

    　　              印印    刷刷    製製  本本      費費 225500,,000000

    　　              会会          議議              費費 3399,,000000

            　　      会会            場場            費費 7788,,000000

  　　                光光    熱熱    水水    料料    費費 4477,,000000

　　                  賃賃            借借            料料 22,,008866,,000000

    　　              広広    告告    宣宣    伝伝    費費 116600,,000000

    　　              諸諸            謝謝            金金 00

      　　            交交      際際      諸諸        費費 4400,,000000

　　                  租租      税税      公公        課課 664400,,000000

　　                  支支    払払　　負負    担担    金金 44,,000000

          　　        委委            託託            費費 110000,,000000

　　                  雑雑　　　　　　　　　　　　　　費費 5500,,000000

            　　      登登            記記            料料 4455,,000000

      　　            退退  職職  金金  引引  当当    金金 440000,,000000

                経経常常費費用用計計 1144,,443333,,000000 33,,668888,,000000 1188,,112211,,000000 5599,,996699,,000000 664466,,443366,,000000 770066,,440055,,000000 1155,,115533,,000000

                    当当期期経経常常増増減減額額 △△  1144,,443333,,000000 △△  33,,553388,,000000 △△  1177,,997711,,000000 1177,,000000 00 1177,,000000 1155,,119955,,000000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　((令令和和33年年  44月月  11日日かからら令令和和44年年  33月月3311日日ままでで))

　　　　　　　　　　　　令令和和３３年年度度正正味味財財産産増増減減計計算算書書実実施施事事業業内内訳訳

実実施施事事業業会会計計 そそのの他他会会計計

合合計計

5566,,991166,,000000

4444,,882288,,000000

2299,,999988,,000000

11,,661122,,000000

00

220000,,000000

33,,222200,,000000

1122,,445500,,000000

33,,884455,,000000

1122,,008888,,000000

55,,551111,,000000

773366,,992200,,000000

99,,335500,,000000

335500,,000000

664466,,443366,,000000

663377,,008866,,000000

66,,442277,,000000

00

77,,887700,,000000

5522,,338844,,000000

1177,,889977,,000000

99,,228899,,000000

772244,,552266,,000000

330000,,000000

00

00

77,,998833,,000000

3300,,223333,,000000

5500,,000000

884400,,000000

112255,,000000

2277,,553322,,000000

4433,,334411,,000000

1100,,113311,,000000

11,,669900,,000000

226600,,000000

449911,,116666,,000000

11,,660000,,000000

3300,,000000

44,,553377,,000000

885555,,000000

111188,,000000

443322,,000000

1155,,115533,,000000

11,,990033,,000000

3399,,000000

7788,,000000

11,,886677,,000000

△△  22,,775599,,000000

773399,,667799,,000000

4455,,000000

440000,,000000

44,,000000

00

225500,,000000

5500,,000000

110000,,000000

4400,,000000

115500,,000000

664400,,000000

116600,,000000

00

4477,,000000

22,,008866,,000000

00

110000,,000000

332200,,000000

44,,778800,,000000
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  令令和和３３年年４４月月１１日日かからら

  令令和和４４年年３３月月３３１１日日ままでで

（（収収入入のの部部）） ((単単位位：：円円))

科科　　　　　　　　目目 予予算算額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　考考

ⅠⅠ　　事事業業活活動動収収支支のの部部

　　１１．．事事業業活活動動収収入入

　　　　①①会会費費等等収収入入 ((3333,,221188,,000000)) ((3333,,224488,,000000))

　　　　　　　　会会費費 2299,,999988,,000000 3300,,002288,,000000

　　　　　　　　振振興興大大会会負負担担金金 33,,222200,,000000 33,,222200,,000000

　　　　②②事事務務負負担担金金収収入入 ((4444,,882288,,000000)) ((3322,,229999,,000000))

　　　　　　　　給給与与負負担担金金等等収収入入 4444,,882288,,000000 3322,,229999,,000000

　　　　③③事事業業収収入入 ((1122,,008888,,000000)) ((1111,,771188,,000000))

　　　　　　　　出出版版事事業業収収入入 55,,551111,,000000 55,,220000,,000000

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定収収入入 115500,,000000 115500,,000000

　　　　　　　　貸貸室室収収入入 66,,442277,,000000 66,,336688,,000000

　　　　④④補補助助金金等等収収入入 ((664466,,443366,,000000)) ((778800,,884400,,000000))

　　　　　　　　補補助助金金 663377,,008866,,000000 777711,,449900,,000000

　　　　　　　　受受託託事事業業 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000

　　　　⑤⑤雑雑収収入入 ((335500,,000000)) ((335500,,000000))

　　　　　　    雑雑収収入入 335500,,000000 335500,,000000

　　　　事事業業活活動動収収入入計計 773366,,992200,,000000 885588,,445555,,000000

　　　　令令和和３３年年度度収収支支予予算算（（参参考考：：資資金金ベベーースス））
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（（支支出出のの部部）） ((単単位位：：円円))

科科　　　　　　　　目目 予予算算額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　考考

　　２２．．事事業業活活動動支支出出

　　　　①①事事業業費費支支出出 ((667722,,449999,,000000)) ((880066,,995533,,000000))

　　　　　　　　木木材材産産業業振振興興活活動動費費 33,,000000,,000000 33,,000000,,000000

　　　　　　　　補補助助事事業業費費 663377,,008866,,000000 777711,,449900,,000000

　　　　　　　　受受託託事事業業費費 99,,335500,,000000 99,,335500,,000000

　　　　　　　　木木材材普普及及調調査査事事業業費費 44,,770000,,000000 44,,770000,,000000

　　　　　　　　出出版版事事業業費費 44,,440000,,000000 44,,440000,,000000

　　　　　　　　ＪＪＡＡＳＳ普普及及事事業業費費 11,,660000,,000000 11,,660000,,000000

　　　　　　　　木木材材製製品品認認定定普普及及事事業業費費 11,,008800,,000000 11,,008800,,000000

　　　　　　　　振振興興大大会会費費 33,,222222,,000000 33,,222222,,000000

　　　　　　　　旅旅費費交交通通費費 33,,220000,,000000 33,,220000,,000000

　　　　　　　　会会議議費費 22,,553300,,000000 22,,553300,,000000

　　　　　　　　負負担担金金 22,,333311,,000000 22,,333311,,000000

　　　　　　　　減減価価償償却却費費 00 5500,,000000

　　　　②②管管理理費費支支出出 ((6644,,554400,,000000)) ((5511,,884422,,000000))

　　　　　　　　役役員員報報酬酬 1111,,119922,,000000 66,,222288,,000000

　　　　　　　　給給与与手手当当 2288,,119911,,000000 2222,,661133,,000000

　　　　　　　　福福利利厚厚生生費費 99,,448822,,000000 77,,552211,,000000

　　　　　　　　事事務務負負担担金金 220000,,000000 220000,,000000

　　　　　　　　事事務務所所費費 1122,,337755,,000000 1122,,118800,,000000

　　　　　　　　需需用用費費 22,,885500,,000000 22,,885500,,000000

　　　　　　　　交交際際費費 4400,,000000 4400,,000000

　　　　　　　　広広告告費費 116600,,000000 116600,,000000

　　　　　　　　雑雑費費 5500,,000000 5500,,000000

　　　　③③諸諸税税公公課課支支出出 ((664400,,000000)) ((664400,,000000))

　　　　　　　　諸諸税税公公課課 664400,,000000 664400,,000000

　　　　　　　　消消費費税税 00 00

　　　　④④特特定定預預金金支支出出 ((22,,000000,,000000)) ((22,,000000,,000000))

　　　　　　　　退退職職給給付付引引当当金金支支出出 22,,000000,,000000 22,,000000,,000000

　　　　事事業業活活動動支支出出計計 773399,,667799,,000000 886611,,443355,,000000

　　　　　　事事業業活活動動収収支支差差額額 △△  22,,775599,,000000 △△  22,,998800,,000000

ⅡⅡ　　投投資資活活動動収収支支のの部部

　　１１．．投投資資活活動動収収入入

　　　　　　退退職職引引当当資資産産取取崩崩収収入入 00

　　　　投投資資活活動動収収入入計計 00 00

　　２２．．投投資資活活動動支支出出   

　　　　　　退退職職金金 00 00

　　　　投投資資活活動動支支出出計計 00 00

　　　　　　投投資資活活動動収収支支差差額額 00 00

ⅢⅢ　　予予備備費費支支出出 00

　　　　　　　　当当期期収収支支差差額額 △△  22,,775599,,000000 △△  22,,998800,,000000

　　　　　　　　前前期期繰繰越越収収支支差差額額 5500,,443344,,994400 5533,,441144,,994400

　　　　　　　　次次期期繰繰越越収収支支差差額額 4477,,667755,,994400 5500,,443344,,994400
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（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入のの部部

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入

①①　　補補助助金金等等収収入入 11,,991100,,000000,,000000 1111,,553311,,444422,,000000

JJAASS構構造造材材消消費費拡拡大大事事業業 00 559900,,000000,,000000 元元年年度度補補正正

過過剰剰木木材材在在庫庫利利用用緊緊急急対対策策事事業業 00 99,,995500,,000000,,000000 ２２年年度度補補正正

輸輸出出原原木木保保管管等等緊緊急急対対策策事事業業 00 999911,,444422,,000000 ２２年年度度補補正正

JJAASS構構造造材材利利用用実実証証支支援援事事業業 11,,991100,,000000,,000000 00 ２２年年度度補補正正

11,,991100,,000000,,000000 1111,,553311,,444422,,000000

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅡⅡ 事事業業活活動動収収入入のの部部

①① 事事業業費費支支出出

補補助助事事業業費費 11,,991100,,000000,,000000 1111,,553311,,444422,,000000

JJAASS構構造造材材消消費費拡拡大大事事業業 00 559900,,000000,,000000 元元年年度度補補正正

過過剰剰木木材材在在庫庫利利用用緊緊急急対対策策事事業業 00 99,,995500,,000000,,000000 ２２年年度度補補正正

輸輸出出原原木木保保管管等等緊緊急急対対策策事事業業 00 999911,,444422,,000000 ２２年年度度補補正正

JJAASS構構造造材材利利用用実実証証支支援援事事業業 11,,991100,,000000,,000000 00 ２２年年度度補補正正

11,,991100,,000000,,000000 1111,,553311,,444422,,000000

00 00

事事業業活活動動支支出出計計

事事業業活活動動収収支支差差

令令和和３３年年度度収収支支予予算算（（資資金金ベベーースス））

科科　　　　　　　　　　　　目目

科科　　　　　　　　　　　　目目

特特　　別別　　会会　　計計
（（令令和和33年年44月月11日日かからら令令和和44年年33月月3311日日））

事事業業活活動動収収入入計計
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（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入のの部部

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入 2200,,000000                    2200,,000000                    

①①　　国国産産材材ママーークク収収入入 2200,,000000                    2200,,000000                    

国国産産材材ママーークク収収入入 2200,,000000                    2200,,000000                    

2200,,000000                    2200,,000000                    

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅡⅡ 事事業業活活動動収収入入のの部部

①① 事事業業費費支支出出 2200,,000000                    2200,,000000                    

2200,,000000                    2200,,000000                    ホホーームムペペーージジ更更新新等等

2200,,000000                    2200,,000000                    

--                                    --                                    

科科　　　　　　　　　　　　目目

特特　　別別　　会会　　計計

　　　　　　令令和和３３年年度度収収支支予予算算（（資資金金ベベーースス））

　　　　　　　　（（令令和和33年年44月月11日日かからら令令和和44年年33月月3311日日））

科科　　　　　　　　　　　　目目

国国産産材材ママーークク事事業業費費

事事業業活活動動収収入入計計

事事業業活活動動支支出出計計

事事業業活活動動収収支支差差
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（（収収入入のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入のの部部

ⅠⅠ 事事業業活活動動収収入入

①①　　受受取取入入会会金金 550000,,000000

②② 受受取取会会費費 55,,553300,,000000

③③ 受受検検料料収収入入 880000,,000000

④④ 出出版版収収入入 332255,,000000

⑤⑤ 雑雑収収入入 55,,000000

77,,116600,,000000 00

（（支支出出のの部部）） （（単単位位：：円円））

予予　　算算　　額額 前前年年度度予予算算額額 備備　　　　　　考考

ⅡⅡ 事事業業活活動動収収入入のの部部

①① 事事業業費費支支出出

役役員員報報酬酬 77,,220000,,000000

給給料料手手当当 11,,440000,,000000

賃賃　　　　金金 330000,,000000

旅旅費費交交通通費費 770000,,000000

委委員員等等旅旅費費 554455,,000000

通通信信運運搬搬費費 337755,,000000

消消耗耗品品費費 4400,,000000

印印刷刷製製本本費費 335500,,000000

会会議議費費 115500,,000000

諸諸謝謝金金 770000,,000000

支支払払負負担担金金 770000,,000000

1122,,446600,,000000 00

△△  55,,330000,,000000 00

△△  55,,330000,,000000 00

△△  22,,449944,,111166 00

△△  77,,779944,,111166 00次次期期繰繰越越収収支支差差額額

（（令令和和３３年年44月月11日日かからら令令和和33年年33月月3311日日））

令令和和３３年年度度収収支支予予算算　　（（参参考考：：資資金金ベベーースス））

事事業業活活動動支支出出計計

事事業業活活動動収収支支差差額額

当当期期収収支支差差額額

前前期期繰繰越越収収支支差差額額

科科　　　　　　　　　　　　目目

科科　　　　　　　　　　　　目目

特特別別会会計計　　（（外外国国人人技技能能実実習習））

事事業業活活動動収収入入計計
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１） 　都道府県木連会員

名　　　　　　　　　　称 代　 表　者　

北海道木材産業協同組合連合会 松 原 正 和

青森県木材協同組合 齋 藤 渉

岩手県木材産業協同組合 日 當 和 孝

宮城県木材協同組合 千 葉 基

秋田県木材産業協同組合連合会 大 坂 真 一

山形県木材産業協同組合 松 田 賢

福島県木材協同組合連合会 鈴 木 裕 一

茨城県木材協同組合連合会 野 上 満 正

栃木県木材業協同組合連合会 東 泉 清 壽

（一社）群馬県木材組合連合会 平 方 宏

 (一社）埼玉県木材協会 島 﨑 政 敏

（一社）千葉県木材振興協会                　　　　　　　　　　田 渕 和 正

神奈川県木材業協同組合連合会 吉 川 芳 郎

（一社）山梨県木材協会 天 野 公 夫

（一社）東京都木材団体連合会 渡 辺 昭

新潟県木材組合連合会 重 川 隆 廣

富山県木材組合連合会

(公社)石川県木材産業振興協会 通 善 一 洋

福井県木材組合連合会 谷 﨑 信 雄

長野県木材協同組合連合会 宮 崎 正 毅

岐阜県木材協同組合連合会 丸 山 輝 城

静岡県木材協同組合連合会 滝 浪 龍 司

 (一社）愛知県木材組合連合会 西 垣 洋 一

三重県木材組合連合会 野 地 洋 正

滋賀県木材協会 髙 橋 文 夫

 (一社)京都府木材組合連合会 辻 井 重
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１） 　都道府県木連会員

名　　　　　　　　　　称 代　 表　者　

北海道木材産業協同組合連合会 松 原 正 和

青森県木材協同組合 齋 藤 渉

岩手県木材産業協同組合 日 當 和 孝

宮城県木材協同組合 千 葉 基

秋田県木材産業協同組合連合会 大 坂 真 一

山形県木材産業協同組合 松 田 賢

福島県木材協同組合連合会 鈴 木 裕 一

茨城県木材協同組合連合会 野 上 満 正

栃木県木材業協同組合連合会 東 泉 清 壽

（一社）群馬県木材組合連合会 平 方 宏

 (一社）埼玉県木材協会 島 﨑 政 敏

（一社）千葉県木材振興協会                　　　　　　　　　　田 渕 和 正

神奈川県木材業協同組合連合会 吉 川 芳 郎

（一社）山梨県木材協会 天 野 公 夫

（一社）東京都木材団体連合会 渡 辺 昭

新潟県木材組合連合会 重 川 隆 廣

富山県木材組合連合会

(公社)石川県木材産業振興協会 通 善 一 洋

福井県木材組合連合会 谷 﨑 信 雄

長野県木材協同組合連合会 宮 崎 正 毅

岐阜県木材協同組合連合会 丸 山 輝 城

静岡県木材協同組合連合会 滝 浪 龍 司

 (一社）愛知県木材組合連合会 西 垣 洋 一

三重県木材組合連合会 野 地 洋 正

滋賀県木材協会 髙 橋 文 夫

 (一社)京都府木材組合連合会 辻 井 重
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名　　　　　　　　　称 代　表　者　

(一社)大阪府木材連合会 津 田 潮

兵庫県木材業協同組合連合会 谷 口 幸 三

奈良県木材協同組合連合会 谷 奥 忠 嗣

和歌山県木材協同組合連合会 榎 本 長 治

鳥取県木材協同組合連合会 前 田 八 壽 彦

（一社）島根県木材協会 三 吉 庸 善

（一社）岡山県木材組合連合会 田 中 信 行

（一社）広島県木材組合連合会 菅 野 康 則

一般社団法人山口県木材協会 林 克 彦

徳島県木材協同組合連合会 松 田 功

（一社）香川県木材協会 樋 口 浩 良

（一社）愛媛県木材協会 菊 池 正

（一社）高知県木材協会 小 川 康 夫

（一社）福岡県木材組合連合会 平 川 辰 男

 (一社) 佐賀県木材協会 山 口 誠 二

（一社）長崎県木材組合連合会 鶴 田 修

（一社）熊本県木材協会連合会 鍬 本 行 廣

大分県木材協同組合連合会 安 部 省 祐

宮崎県木材協同組合連合会 高 嶺 清 二

（一社）鹿児島県林材協会連合会 柴 立 鉄 彦

（一社）沖縄県木材協会 長 堂 昌 太 郎

２）　業種別団体会員

名　　　　　　　　　称 代　表　者

（一社）全日本木材市場連盟 西 垣 泰 幸

全国木材チップ工業連合会 佐 合 隆 治

(一社)全国木材市売買方組合連盟 早 川 金 光

全国素材生産業協同組合連合会 日 髙 勝 三 郎

日本木材防腐工業組合 高 崎 實

日本集成材工業協同組合 佐 々 木 幸 久

（一社）日本フローリング工業会 市 川 英 治

日本複合・防音床材工業会 海 堀 哲 也

日本ツーバイフォーランバーＪＡＳ協議会 藏 津 洋

（一社）全国木造住宅機械プレカット協会 原 田 実 生

全国銘木連合会 吉 田 芳 治

全国天然木化粧合単板工業協同組合連合
会

松 尾 和 俊

（一社）日本特殊加工化粧板協議会 荒 浪 力 也

特定非営利活動法人　日本バーク堆肥協会 大 原 寛 信

（一社）全国木材検査・研究協会 山 田 壽 夫

全国木材防虫ＪＡＳ協議会 長 谷 川 健 治

（一社）木材産業退職金共済会 鈴 木 和 雄
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２）　業種別団体会員

名　　　　　　　　　称 代　表　者

（一社）全日本木材市場連盟 西 垣 泰 幸

全国木材チップ工業連合会 佐 合 隆 治

(一社)全国木材市売買方組合連盟 早 川 金 光

全国素材生産業協同組合連合会 日 髙 勝 三 郎

日本木材防腐工業組合 高 崎 實

日本集成材工業協同組合 佐 々 木 幸 久

（一社）日本フローリング工業会 市 川 英 治

日本複合・防音床材工業会 海 堀 哲 也

日本ツーバイフォーランバーＪＡＳ協議会 藏 津 洋

（一社）全国木造住宅機械プレカット協会 原 田 実 生

全国銘木連合会 吉 田 芳 治

全国天然木化粧合単板工業協同組合連合
会

松 尾 和 俊

（一社）日本特殊加工化粧板協議会 荒 浪 力 也

特定非営利活動法人　日本バーク堆肥協会 大 原 寛 信

（一社）全国木材検査・研究協会 山 田 壽 夫

全国木材防虫ＪＡＳ協議会 長 谷 川 健 治

（一社）木材産業退職金共済会 鈴 木 和 雄
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３）　賛助会員

（一社）日本ＣＬＴ協会

ナイス（株）

（一社）木のいえ一番協会

（一社）林業機械化協会

全国木材協同組合連合会

林業・木材製造業労働災害防止協会

（一社）日本林業土木連合協会

（一社）林道安全協会

ニューハウス工業（株）

木構造振興（株）

（株）久我

庄司木材（株）

日本合板工業組合連合会

日本製紙連合会

（株）一条工務店

日本木材輸入協会

名　　　　　　　　　　　称

兼松サステック（株）

住友林業（株）

（株）ケー・エイチ・ケー

宮川工機（株）

大日本木材防腐（株）
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一般社団法人全国木材組合連合会定款 

昭和 29 年 3 月 10 日任意団体として発足 
昭和 31 年 5 月 25 日第三回通常総会に 
         おいて法人に組織変更 
昭和 31 年 7 月 24 日社団法人認可 
平成 25年 4月  1日一般社団法人設立登記 
平成 26 年 11 月 27 日一部変更 
令和 元年 10 月 8 日一部変更 

                令和 ２年  5月 13日一部変更 

                令和 ２年 11月 18日一部変更 

 

第１章  総  則 

 

（名称） 

第 1条 この法人は、一般社団法人全国木材組合連合会（以下「本会」という。）

と称する。 

（事務所） 

第２条 本会は、主たる事務所を東京都千代田区に置く。 

（目的） 

第３条 本会は、木材の利用及び木材産業に関する調査分析、知識及び技術の

普及等を行うことにより、低炭素社会構築に貢献する木材利用の推進や木材

関連産業の健全な発展を図りもって社会経済の発展に寄与することを目的と

する。 

（事業） 

第４条 本会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(１) 木材利用に関する調査研究、技術発展、普及 

(２) 木材産業の振興に関する調査研究、普及 

(３) 木材利用及び木材産業に関する諸制度の調査研究、普及、関係団体との

意見調整並びに提言 

(４) 木材産業に関する技術、技能、労働安全に関する調査研究及び普及 

(５) 木材貿易振興のための調査、交流 

(６) 木材・木製品の品質、認証の調査研究、普及 

(７）外国人技能実習制度に基づく技能実習評価試験の実施 

（８）その他本会の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項の事業は、日本全国において行う。 
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第２章  会  員 

（会員） 

第５条 本会の会員は、次のとおりとする。 

(１) 正会員   木材利用及び木材産業の振興の活動を行う都道府県の区域

団体又は全国団体 

   (２) 賛助会員 本会の趣旨に賛同する木材関係団体等 

  （３）特別会員 本会とともに木材利用拡大活動に参画する団体又は企業等 

２  前項第１号の正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

（以下「一般社団等法人法」という。）上の社員とする。 

（入会） 

第６条 本会に入会しようとする者は、理事会が別に定める入会申込書を会長

に提出し理事会の承認を得なければならない。 

２ 会員は、その名称又は代表者の氏名、住所に変更があったときは遅滞なく

本会に届けなければならない。 

（会費） 

第７条 会員は総会において別に定めるところにより会費を納入しなければな

らない。 

（任意退会） 

第８条  会員は、理事会が別に定める退会届を会長に提出し、任意にいつでも

退会することができる。 

（除名） 

第９条 本会は会員が次の各号に該当する場合には、総会の決議により除名す

ることができる。この場合、その会員に対して総会において弁明する機会を

与えなければならない。 

(１) 本会の定款又は規則に違反したとき 

(２) 本会の名誉を傷つけ又は本会の目的遂行に反する行為を行ったとき 

(３) その除名すべき正当な事由があるとき  

（会員の資格喪失） 

第１０条 会員は、前２条の場合のほか、次のいずれかに該当するときは、そ

の資格を喪失する。 

(１) 解散したとき 

(２) 会費を２年以上滞納したとき 

(３) 総正会員が同意したとき 

２ 会員の資格喪失の場合において、既に納入した会費は返還しない 

                 

第３章  総   会 

（総会の開催） 

第１１条 総会は、すべての正会員をもって構成し、通常総会と臨時総会とする。 

 
 

２ 前項の総会をもって一般社団等法人法上の社員総会とする。 

３ 通常総会は毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

４ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

 (１) 理事会の決議により必要と認めるとき 

 (２) 正会員の５分の１以上の同意をもって、会議の目的たる事項及び招集

の理由を記載した書面を会長に提出して総会の招集を請求したとき 

（招集） 

第１２条 総会は、法令で別段の定めがある場合や前条第３項の場合を除き、

理事会の決議に基づき会長が招集する。 

２ 総会の招集は会日の１０日前までに正会員に対し会議の目的たる事項、日

時及び場所につき通知しなければならない。 

３ 前条第４項第２号に掲げる場合は、請求があった日から３０日以内に総会

を招集するものとする。 

（決議事項） 

第１３条 総会は、次の事項を決議する。 

(１) 定款の変更 

(２) 理事又は監事の選任又は解任 

(３) 会員の除名 

(４) 理事又は監事の報酬等の額及び報酬等の支給基準 

(５) 貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書の承認 

(６) 会費及びその徴収方法の決定 

(７) 解散及び残余財産の処分 

(８) その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（議長） 

第１４条 総会の議長は、総会において出席正会員の中から選出する。 

（決議） 

第１５条 総会は、正会員の有する議決権の半数を有する正会員の出席で成立

し、総会の決議は出席した正会員の議決権の過半数をもって決する。 

２  前項にかかわらず、次の決議事項については、総正会員の半数以上であっ

て総正会員の議決権の３分の２以上の議決を必要とする。 

 (１) 会員の除名 

 (２) 監事の解任 

 (３) 定款の変更 

 (４) 解散及び残余財産の処分 

 (５) その他法令及びこの定款で定められた事項 

（議決権）   

第１６条 正会員は、総会において、おのおの一個の議決権を有する。 

２  総会に出席できない正会員は、書面又は電磁的方法をもって議決権を行使

し、又は代理人をもって議決権を行使することができる。この場合、当該会
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２ 前項の総会をもって一般社団等法人法上の社員総会とする。 

３ 通常総会は毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

４ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

 (１) 理事会の決議により必要と認めるとき 

 (２) 正会員の５分の１以上の同意をもって、会議の目的たる事項及び招集

の理由を記載した書面を会長に提出して総会の招集を請求したとき 

（招集） 

第１２条 総会は、法令で別段の定めがある場合や前条第３項の場合を除き、

理事会の決議に基づき会長が招集する。 

２ 総会の招集は会日の１０日前までに正会員に対し会議の目的たる事項、日

時及び場所につき通知しなければならない。 

３ 前条第４項第２号に掲げる場合は、請求があった日から３０日以内に総会

を招集するものとする。 

（決議事項） 

第１３条 総会は、次の事項を決議する。 

(１) 定款の変更 

(２) 理事又は監事の選任又は解任 

(３) 会員の除名 

(４) 理事又は監事の報酬等の額及び報酬等の支給基準 

(５) 貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書の承認 

(６) 会費及びその徴収方法の決定 

(７) 解散及び残余財産の処分 

(８) その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（議長） 

第１４条 総会の議長は、総会において出席正会員の中から選出する。 

（決議） 

第１５条 総会は、正会員の有する議決権の半数を有する正会員の出席で成立

し、総会の決議は出席した正会員の議決権の過半数をもって決する。 

２  前項にかかわらず、次の決議事項については、総正会員の半数以上であっ

て総正会員の議決権の３分の２以上の議決を必要とする。 

 (１) 会員の除名 

 (２) 監事の解任 

 (３) 定款の変更 

 (４) 解散及び残余財産の処分 

 (５) その他法令及びこの定款で定められた事項 

（議決権）   

第１６条 正会員は、総会において、おのおの一個の議決権を有する。 

２  総会に出席できない正会員は、書面又は電磁的方法をもって議決権を行使

し、又は代理人をもって議決権を行使することができる。この場合、当該会
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員又は代理人は代理権を証明する書面を総会ごとに提出しなければならない。 

（総会の決議の省略） 

第１７条 総会の決議の目的である事項について、理事又は正会員から提案が

あった場合において、その提案について正会員の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の総会の決議が

あったものとみなすものとする。 

（報告の省略） 

第１８条 会長が正会員全員に対し総会に報告すべき事項を通知した場合にお

いて、その報告を総会に報告することを要しないことについて、正会員の全

員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の総

会への報告があったものとみなす。 

（議事録） 

第１９条 総会の議事録は、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議事録には、議長及び出席した正会員の中から選出された議事録署名人２

名が署名又は記名押印しなければならない。 

 

第４章  役 員 等 

（役員） 

第２０条 本会に次の役員を置く。 

（１）理事  ５３名以上６０名以内 

（２）監事  ２名以上３名以内 

２  理事のうち１名を会長、９名以内を副会長、１名を専務理事、２名以内を

業務担当理事とすることができる。 

３  前項の会長を一般社団等法人法上の代表理事とし、専務理事及び業務担当

理事を一般社団等法人法第９１条第１項第２号に基づく業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２１条 理事及び監事は、正会員である団体の代表者又は構成員の中から総

会において選任する。ただし、正会員である団体の代表者又は構成員以外で

あっても総会の決議を経て選定することができるものとする。 

２  会長、副会長、専務理事及びその他の業務執行理事は、理事会の決議によ

り理事の中から選定する。 

３  監事は、理事若しくは職員を兼ねることができない。 

４ 理事のうち同一親族(３親等以内の親族及びこのものと特別な関係にある

者をいう。)又は他の同一の団体（公益法人を除く。）の理事又は使用人であ

るものその他これに準ずる相互に密接な関係にある者である理事の合計数は、

それぞれ理事現在数の３分の１を超えてはならない。 

 

 

 
 

（理事の職務） 

第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、

職務を執行する。 

２ 会長は、本会を代表しその業務を執行する。 

３ 副会長は会長を補佐する。 

４ 専務理事は会長を補佐して本会の業務を執行する。また、専務理事以外の業

務執行理事は本会の業務を分担執行する。 

５ 会長、専務理事及びその他の業務執行理事は毎事業年度に４箇月を超える

間隔で２回以上、自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより監

査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも理事、使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務、

財産の状況を調査することができる。 

（役員の任期） 

第２４条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する通常総会の終結の時までとする。 

２  役員は、任期満了又は辞任により退任した場合において第２０条第１項の

定数に足りなくなるときは、後任者が就任するまで、なお役員としての権利

義務を有する。 

３ 補欠又は増員により選任された理事の任期は、前任者又は他の理事の残任

期間とする。また、補欠の監事の場合も同様とする。 

（解任） 

第２５条 役員は、総会の議決を経て解任することができる。 

（報酬等） 

第２６条  役員の報酬は無報酬とする。ただし、常勤役員に対しては、総会に

おいて定める総額の範囲内で、総会で別に定める報酬等の支給基準に従って

算定した額により支給することができる。 

（顧問） 

第２７条 本会に、若干名の顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、当会運営上の重要事項について意見を述べることができるものと

する。 

３ 顧問は、理事会の決議に基づき、会長が任命する。 

４ 顧問の報酬は無報酬とする。 

 

第５章  理事会 

（理事会の構成） 

第２８条 本会に理事会を置く。 
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（理事の職務） 

第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、

職務を執行する。 

２ 会長は、本会を代表しその業務を執行する。 

３ 副会長は会長を補佐する。 

４ 専務理事は会長を補佐して本会の業務を執行する。また、専務理事以外の業

務執行理事は本会の業務を分担執行する。 

５ 会長、専務理事及びその他の業務執行理事は毎事業年度に４箇月を超える

間隔で２回以上、自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより監

査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも理事、使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務、

財産の状況を調査することができる。 

（役員の任期） 

第２４条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する通常総会の終結の時までとする。 

２  役員は、任期満了又は辞任により退任した場合において第２０条第１項の

定数に足りなくなるときは、後任者が就任するまで、なお役員としての権利

義務を有する。 

３ 補欠又は増員により選任された理事の任期は、前任者又は他の理事の残任

期間とする。また、補欠の監事の場合も同様とする。 

（解任） 

第２５条 役員は、総会の議決を経て解任することができる。 

（報酬等） 

第２６条  役員の報酬は無報酬とする。ただし、常勤役員に対しては、総会に

おいて定める総額の範囲内で、総会で別に定める報酬等の支給基準に従って

算定した額により支給することができる。 

（顧問） 

第２７条 本会に、若干名の顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、当会運営上の重要事項について意見を述べることができるものと

する。 

３ 顧問は、理事会の決議に基づき、会長が任命する。 

４ 顧問の報酬は無報酬とする。 

 

第５章  理事会 

（理事会の構成） 

第２８条 本会に理事会を置く。 
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２ 理事会はすべての理事をもって構成する。 

（理事会の権能） 

第２９条 理事会は次の職務を行う。 

（１）本会の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）会長、副会長、専務理事及びその他の業務執行理事の選定及び解職 

（４）その他法令及びこの定款で定める事項 

（理事会の開催） 

第３０条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(１) 会長が必要と認めたとき 

(２) 会長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって会

長に招集の請求があったとき 

(３) 法令上の規定により、監事から招集の請求があったとき 

（理事会の招集）         

第３１条 理事会は会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは専務理事又はその他の業務

執行理事が理事会を招集する。 

３ 理事会の招集は開催日の一週間前までに書面をもって、日時、場所、会議

目的の事項につき通知しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事全員の同意があるときは、招集手

続きを経ることなく理事会を開催することができる。 
（議長） 

第３２条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

（理事会の決議） 

第３３条 理事会は、特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数の出席

により成立する。 
２ 理事会の決議は、出席した理事の過半数をもって決する。 
（決議の省略） 

第３４条  理事が、理事会の決議の目的である事項について提案をした場合に

おいて、その提案について理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみ

なすものとする。ただし、監事が異議を述べたときはこの限りではない。 

（報告の省略） 

第３５条 理事若しくは監事が、理事及び監事の全員に対し、理事会に報告す

べき事項を通知した場合においては、その事項を理事会に報告することを要

しない。ただし、第２２条第５項の規定による報告は適用しない。 

（議事録） 

第３６条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作

成する。 

 
 

２ 出席した会長及び監事は前項の議事録に記名押印しなければならない。 

 

第６章事務局 

（事務局） 

第３７条 本会に事務局を置き、業務処理するために必要な職員を置く。 

２ 職員の任免は、会長が行う。 

３  事務局に関する必要事項は理事会の決議を経て会長が別に定める。 

 

第７章   資産及び会計 

（事業年度） 

第３８条  本会の事業年度は毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるも

のとする。 

 (資産) 

第３９条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成し、会長が管理

する。 

(１) 会費 

(２) 寄附金品 

（３）事業に伴う収入 

(４) その他の収入 

（経費の支弁） 

第４０条 本会の経費は、本会の資産をもって支弁する。 

（事業計画及び予算) 

第４１条 会長は、毎事業年度の開始の日の前日までに事業計画書及び収支予

算書の案を作成し理事会の決議を経て総会に報告する。これを変更するとき

も同様とする。 

（事業報告及び決算） 

第４２条 会長は毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書類を作成し、監事の

監査を受けた上で理事会の承認を経て、通常総会に提出し、第 1 号及び第２

号はその内容の報告、第３号から第５号は承認を得なければならない。 

(１) 事業報告 

(２) 事業報告の附属明細書 

(３）貸借対照表 

(４) 正味財産増減計算書 

(５) 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

２ 第 1 項の書類及び監査報告については、主たる事務所に５年間備え置くと

ともに、定款、会員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。 
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２ 出席した会長及び監事は前項の議事録に記名押印しなければならない。 

 

第６章事務局 

（事務局） 

第３７条 本会に事務局を置き、業務処理するために必要な職員を置く。 

２ 職員の任免は、会長が行う。 

３  事務局に関する必要事項は理事会の決議を経て会長が別に定める。 

 

第７章   資産及び会計 

（事業年度） 

第３８条  本会の事業年度は毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるも

のとする。 

 (資産) 

第３９条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成し、会長が管理

する。 

(１) 会費 

(２) 寄附金品 

（３）事業に伴う収入 

(４) その他の収入 

（経費の支弁） 

第４０条 本会の経費は、本会の資産をもって支弁する。 

（事業計画及び予算) 

第４１条 会長は、毎事業年度の開始の日の前日までに事業計画書及び収支予

算書の案を作成し理事会の決議を経て総会に報告する。これを変更するとき

も同様とする。 

（事業報告及び決算） 

第４２条 会長は毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書類を作成し、監事の

監査を受けた上で理事会の承認を経て、通常総会に提出し、第 1 号及び第２

号はその内容の報告、第３号から第５号は承認を得なければならない。 

(１) 事業報告 

(２) 事業報告の附属明細書 

(３）貸借対照表 

(４) 正味財産増減計算書 

(５) 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

２ 第 1 項の書類及び監査報告については、主たる事務所に５年間備え置くと

ともに、定款、会員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。 
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第８章   定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第４３条 この定款は総会の決議により変更することができる。 

（解散） 

第４４条 本会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。  

（残余財産処分等） 

第４５条 本会が清算する場合において、有する残余財産は総会の決議を経て

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げ

る法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

（剰余金の分配） 

第４６条 本会は、剰余金の分配は行うことができない。 

 

第９章   公告の方法 

（公告の方法） 

第４７条 本会の公告は、主たる事務所の公衆に見やすい場所に掲示する方法

で行う。 

 

第１０章   委   任 

（委任） 

第４８条 この定款に定めるもののほか、当会の運営に関し必要事項は理事会

の決議を経て会長が別に定める。 

 

附   則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法

人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律第１２１条第１項において読み替えて準用する同法第１０６条第

１項に定める一般法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 本会の最初の代表理事（会長）は、吉条良明とする。 

３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律第１２１条第１項において読み替えて準用する同法第１０６条第１項に

定める特例民法法人の解散の登記と、一般法人の登記を行ったときは、第３

８条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設

立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

４ この定款は、令和２年１１月１８日から施行する。 
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